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はじめに

この２年間は、まさに「閉塞感の広がりとせ
めぎ合い」の時代でした。「国民生活第一」「コ
ンクリートから人へ」を掲げ誕生した民主党政
権は、公約を投げ捨て、「構造改革」路線（※
１）に完全に回帰しました。アメリカ政府と財
界の要望に全面的に屈服した結果です。昨年３
月１１日に発生した東日本大震災は未曾有かつ複
雑な大災害となり、原発事故という人災は今な

お汚染を拡大し続けています。被災地に対する
国民的な連帯が繰り広げられましたが、日本の
政府の対応は遅れ、機能不全に陥っています。
この十数年、日本では一部に富が集中し、年

収２００万円以下の勤労者が１１００万人を超えると
いう極めて歪んだ「貧困と格差」社会を生み出
しました。アメリカ政府と大企業や富裕層の利
益のために、社会保障を縮小し、青年労働者、
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中小企業、農業、地方、国民生活を徹底的に切
り捨ててきたことによるものです。
自民党・公明党の政治を見限り、民主党に裏

切られた国民の中には、政治不信と憤りが交錯
しつつ、政治や社会への怒りが蓄積されていま
す。こうした国民の中にある「閉塞感」に乗じ
て橋下大阪市長らによる「維新の会」が大きく
勢力を伸ばしています。しかし、その主張は、
民主主義や人権を全面的に否定するものであり、
きわめて危険な動きです。
野田民主党政権は原発の再稼働と海外への輸

出、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）への参加、
辺野古への新たな米軍基地建設、社会保障と税
の一体改革（以下「一体改革」）という名の国
民収奪を当面の最重点課題と掲げています。し
かし、そのすべてが国民生活との間で深刻な矛
盾を生み出し、かつてない規模での反対運動と
一致点に基づく共同行動が広がっています。富
の一極集中と圧倒的多数の貧困層の出現は世界
的規模でも広がっており、巨大化した金融資本
主義が、一国の財政や政策にまで介入し、国の
存亡を左右するような事態も生まれています。
そのような変化の時代にあって、私たち民医

連はこの２年間、新しい綱領のもと、第３９回総
会決定を実践し、「権利としての社会保障」の
実現をめざして奮闘してきました。とりわけ東

日本大震災・原発事故災害に対する救援活動や
復旧・復興支援活動では民医連綱領の精神がい
かんなく発揮されました。
国民の苦難をさらに加速させようとする「構

造改革」勢力と、日本国憲法の精神を生かす福
祉の国を求める運動との「せめぎ合い」はいっ
そう激しさを増しています。私たち民医連は憲
法と綱領の立場から、こうした課題に正面から
向き合い、約８万人の職員と３５０万を超える共
同組織の仲間が力をあわせて能動的に働きかけ、
「要求で一致」する新しい国民的共同運動の「架
け橋」となる決意です。「あのときのたたかい
が日本を変える転換点になった」といわれるよ
うな運動を作りあげましょう。
第４０回総会が行われる岡山は、朝日訴訟（※

２）（人間裁判）がたたかわれた地です。権利
の獲得は国民の運動によってこそ前進すること
を教えてくれるたたかいの地です。
本総会は、①「せめぎ合い」の時代、「変化

をつくりだす可能性」の時代について認識を一
致させ、この間の活動をふまえ、今後２年間の
全日本民医連の運動方針を決定すること、②全
日本民医連の役員を選出すること、③決算と民
医連運動を支える予算を確定すること、④全日
本民医連の規約改定を行うこと、を目的に開催
します。

第１章

新しい綱領策定後の民医連の活動２年間
を振り返って

第１節 ２年間の活動全体を振り返って

前総会で新民医連綱領を決定しました。この
新綱領学習運動には５万人以上が参加しました。
そして「民医連とはどんな組織なのか」「民医
連はなにをめざすのか」を学びあい、確信とし
てきました。
この２年間、私たちが特に重視してきたこと

は、①あらゆる場面で無差別・平等などを貫く
こと、②「要求」で一致する多くの団体、個人

との共同や連携を思い切って強めること、③「あ
らゆる活動を共同組織の仲間とともに」の視点
を貫くこと、④「全国は一つ」「オール民医連」
の立場を貫くこと、でした。
この２年間の特徴的なとりくみは以下のよう

にまとめられます。
第１は、昨年、３月１１日に発生した東日本大

震災と原発事故災害に真正面から向き合い、全
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力で救援活動および住民本位の復旧・復興にと
りくんできたことです。
第２は、無料低額診療事業（※３）に象徴さ

れる受療権を守るとりくみが大きく前進したこ
とです。無料低額診療事業は社会福祉法に基づ
き、経済的理由で窓口負担ができないために医
療を受けられない人々に対し、無料又は低額の
診療を実施する制度です。戦後の公的医療保険
のない時代にできた制度です。国は、国民皆保
険制度の実現などによって、「その必要性は薄
らいだ」として、自治体に対し、申請があって
も「抑制する」よう指導してきました。しかし、
この間の公的医療費抑制政策の下で、民医連は、
「国保等死亡事例調査」や「気になる患者訪問」
「医療費相談」「共同組織の活動」を通じて、
医療機関を受診できない人が急増している実態
を明らかにしてきました。私たちはこの実態を
社会的に告発するとともに、加盟事業所に対し
無料低額診療事業の実施を呼びかけました。現
時点で２７７を超える民医連の事業所（医科、歯
科、老健）が無料低額診療事業を実施しており、
全国の実施事業所の半数を占めています。現在、
届け出準備中の事業所も少なくありません。無
料低額診療事業を活用して、「命を救うことが
できた」事例は数多く寄せられています。この
接点を機会に、生活保護の申請や他の社会資源
を活用するケースもたくさん生まれています。
今の時代に「必要性」はいっそう増しています。
さらに積極的に挑戦しましょう。多くのマスコ
ミおよび関係者がこの事業や民医連のとりくみ
に注目し、行政担当者や学校関係者、民生委員
から「困ったら民医連の事業所へ」という状況
が生まれています。全国市長会の国保対策委員
長を努める高知市長は民医連新聞・『民医連医
療』の紙面で、こうした事業をもっと広げてい
く必要性を説き、高知市は、昨年４月より、無
料低額診療事業の対象とならない保険薬局への
薬代補助制度を始めました。このとりくみは、
民医連の、国民の受療権を守ろうとの決意の表
れで、「室料差額を徴収しない」こととあわせ
て民医連の存在意義を具体的に示すものです。
また、全国各地でホームレス支援などが取り組
まれています。
同時に、先進国といわれる国の中で日本ほど

医療費の窓口負担が高い国はありません。ほと

んどの国は無料か極めて低額です。京都民医連
では高額となる外来がん患者の医療費負担軽減
を求める署名運動が現場の看護師や患者会を中
心にすすめられています。また、群馬県など少
なくない地域で中学生以下の医療費を無料にさ
せている経験も生まれています。先頃、福島県
が国に要望した１８歳までの医療費無料化を国は
拒否しました。県知事は県民の健康を守るため
に県単独事業として行う方針を打ち出しました。
全日本民医連はこの決断を支持するとともに、
国の制度として実現するよう運動を強めます。
第３に、前総会方針で提起した「総合的な医

療の質の向上」と「医療活動の８つの重点課題」
は、積極的に受け止められ具体化がすすんでい
ます。県連の方針や長期計画作成と結びつけた
医療活動方針の議論と学習会の実施、県連の学
運交や医師集会において「貧困と健康格差」「超
高齢社会を担う地域医療のあり方」や「地域医
療を担う医師養成」「医療活動の展望と医師養
成」などがメインテーマに位置づけられ開催さ
れています。
この２年間、自主研究会やその代表者会議、

慢性疾患医療交流集会、在宅医療交流集会、保
健予防活動交流集会、訪問看護ステーション交
流集会など多くの集会や研修会が開かれました。
その問題提起と全国の経験報告は、私たちの宝
であり、大いに学び医療活動の前進に結びつけ
ていきましょう。
「総合的な医療の質の向上」の具体化として

２０１１年１月から「民医連ＱＩ推進事業」（※４）
を実施しました。この事業への参加は、当初の
５５病院から、現在６６病院に広がっています。「医
療の質を知り改善する」「時系列で改善する」
ことへむけて大きな第一歩となりました。
「民医連ＱＩ推進事業」は、厚生労働省「２０１１
年度医療の質の評価・公表等推進事業」に、３
医療団体の一つとして採用されました。住民に
一番身近な地域医療を担う中小病院を対象とし
ていること、臨床指標の適切さや内容の統一性
と豊かさ、結果が診療現場にきちんとフィード
バックされていることなど、高い評価を得てい
ます。また、人権を守り抜く医療活動もさらに
前進しました。原爆症認定集団訴訟（※５）で
は２００３年の提訴以来、全日本民医連は一貫して
内部被ばく、低線量被ばく（※６）による人体

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ５



への影響を訴え続け、２９の訴訟で原告側が勝訴
し、国との和解合意を実現させました。水俣病
患者の掘り起こしについても熊本、鹿児島、新
潟はじめ全国各地で検診が行われ、多くの申請
者を援助しました。この間の水俣病和解勝利を
はじめとした成果ととりくみは、被害者の立場
に立ち、ともにたたかってきたからこそ実現で
きたもので、私たち民医連ならではのとりくみ
として確信できる内容です。現在、水俣病特別
措置法（※７）による救済制度をまだ知らない
被害者も多い中で国は申請期限を切ろうとして
います。引き続き、熊本、鹿児島、新潟のみな
らず全国で被害者の掘り起こし検診をいっそう
強めましょう。
第４に、介護・福祉分野の活動の前進です。

新綱領は介護・福祉を医療とともに民医連運動
の柱として位置づけました。高齢化が急速にす
すむ中、医療・介護・福祉を総合的にすすめる
ことができるのが民医連の大きな特徴です。人
権を守り、「生活」を支える民医連のこの分野
の活動は多彩で大きく広がっています。「小規
模多機能型居宅介護」「住まいづくり」など多
くの事業が展開されました。民医連の介護事業
所は地域の医療・介護の連携の重要な役割を果
たしています。現場から介護崩壊を防ぐ介護ウ
ェーブのとりくみが旺盛にとりくまれました。
また、急速に増えた介護職員の研修を重視し、
全日本民医連として初めて法人介護・福祉責任
者研修会、ケアマネジャー責任者研修会を開催
しました。
第５は、平和問題でのたたかいの前進です。

日米軍事同盟（日米安保条約※８）強化の焦点
となっている普天間基地の即時閉鎖と名護市辺
野古への移転計画を中止させる活動を継続して
きたことです。２００４年に開始した辺野古支援・
連帯行動（※９）は、以来、２５次にわたり続け
られ、現地のたたかいを大きく励ましています。
２０１０年１月に行われた名護市長選挙では辺野古
移転反対を掲げた市長が誕生しました。また、
９万人が集った沖縄県民大会の成功、同年１１月
の沖縄知事選挙を通じて、県民の「普天間基地
即時撤去・辺野古への移設反対」の意志は一つ
になりました。市長選挙支援、県民集会への連
帯、歴史的なたたかいとなった県知事選挙には
全国からのべ１，８００人を超える民医連職員が駆

けつけました。
１９９６年に日米合意された辺野古移転は運動の
力で１６年たった今でも、実現させていません。
仲井眞知事はアメリカでワシントンポストのイ
ンタビューに応えて「再び、銃剣とブルドーザ
ーで県民を蹂躙することは許さない」と発言し
ました。これは党派を超えたたたかいの成果で
あり県民の揺らぐことのない信念です。沖縄県
民、沖縄民医連の力強い奮闘とともに、「一切
の戦争政策に反対する」という民医連綱領に基
づく活動が情勢を大きく動かしつつあることを
確信としましょう。昨年４月１日、名護市に念
願の「やんばる協同クリニック」がオープンし
ました。
２０１０年５月にニューヨークで開催されたＮＰ
Ｔ再検討会議（※１０）には日本原水協から７００
万筆を超える署名が寄せられ、国連軍縮部門の
責任者を動かすなど核兵器廃絶の動きが高まっ
ています。民医連は１００万筆以上を集め、２３０人
を超える代表団を派遣しました。日本の医療関
係団体の中で、平和活動を自らの中心課題にす
える民医連の活動は特筆されるものです。いの
ちを守る医療・福祉関係に携わる者の使命と考
えるからです。たたかいが職員を成長させてい
ます。
第６は、医療・介護崩壊、暮らし破壊という

事態の中で、日本医師会や全日本病院協会はじ
め多くの医療・福祉団体、個人との共同を広げ
たことです。日本医師会会長と全日本民医連会
長が懇談を行い、国民医療を守るという「一致
点」を確認し運動をすすめてきました。全日本
病院協会、全国自治体病院協議会、全国医学部
長病院長会議などとも懇談し意見交換してきま
した。また、各地で地域医療を守る集会を行い
ました。こうした活動を通じて民医連の医師が
各地で医師会役員を担うなどの関係も生まれて
います。民医連も積極的に関わったドクターズ
・デモンストレーション２０１１（※１１）は昨年１１
月２０日に医師・歯科医師８００人以上が参加し「震
災復興・医療再生」を掲げて国民世論にアピー
ルしました。これだけの医師が立ち上がるのは
国民皆保険制度の実現を迫って行われた集会以
来、半世紀ぶりのことです。全国５カ所でこの
集会に先立ち集会やドクターズランが行われま
した。また、中央社保協や地域社保協、医療団
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体連絡会、国民運動実行委員会、いのちと健康
を守る全国センターなどに結集し活動の前進の
ために役割を担いました。ＴＰＰ問題では、Ｊ
Ａ全中と共同した署名など反対運動を展開しま
した。
民医連独自で、この２年間に普及した社会保

障改善に関連するチラシは５種類、１０００万枚を
超えました。介護署名、医師や看護師増員を求
め、医療・介護崩壊をなくすたたかい、保険で
良い歯科医療を求める署名、後期高齢者医療制
度廃止を求める署名、薬害根絶のたたかいなど、
多くの職員が自ら立ち上がり、主体者として運
動を繰り広げていることが特徴です。
私たち民医連の活動の特徴は、「現場」から

事実に基づいて実態を告発し、要求の実現を迫
ったことです。この２年だけでも介護実態調査、
歯科調査を通じた歯科酷書（※１２）、生活保護
世帯実態調査、国保等死亡事例調査、熱中症調
査、寒冷地生活実態調査、医療費支払い困難事
例調査、保険薬局窓口一部負担金調査などを
次々と行い、貧困が国民の命や健康を蝕んでい
る深刻な実態について、記者会見や雑誌の論文
などを通じて国民に明らかにし、国会・地方議
員などにも直接伝えてきました。これらのとり
くみは社会的に大きく注目されています。
第７は、看護分野での活動です。看護師確保

をめぐる厳しい情勢の中で、民医連のめざす看
護への共感を前面に押し出し、２１５９人という過
去最高（１２月末）の奨学生が誕生しました。全
職員や共同組織挙げての実習などのとりくみが
結果に結びついています。２０１２年度新卒入職内
定者は１，０００人の大台を回復しました。９年ぶ
りのことです。民医連事業所を就職先に選んだ
学生が「地域医療と患者に寄り添う看護、人権

を大切にした看護をやりたい」と応募動機に記
載するなど民医連看護を前面に押し出した看護
対策が成果に結びついています。
第８は、引き続き、国際交流をすすめました。

キューバには２００９年以来、３年連続、医療視察
団を派遣し、交流を深めました。日本とは経済
事情（国民１人あたりの年間所得が約２０分の１
以下）や政治体制の違いはあるものの、国づく
りの基本を「国民１人ひとりを幸福にする」と
の理念のもと、半世紀にわたって医療費、教育
費などを無料とすることを憲法で宣言し実施し
ています。人口あたりの医師数は日本の２．５倍
であり、第三世界の国々のためにラテンアメリ
カ医科大学を設立、すでに１９，０００人の医師を養
成しています。また、なによりも地域医療、保
健予防活動を重視することで地域住民の健康づ
くり、地域のコミュニティーづくりに力を入れ
ています。医師の養成もその点に力が注がれて
います。その結果、貧困と格差のすすむアメリ
カ合衆国に優る健康状態を達成しています。
韓国では日本と同じように新自由主義的な医

療・介護制度が導入されており、緑色病院（※
１３）や人道主義実践医師協議会（※１４）、健康
権実現のための保健医療団体連合（※１５）など
とともに日韓の保健・医療のあり方について日
韓共同シンポジウムの開催や韓国の離島での医
学生実習への参加、被ばく医療や福島原発問題
などをテーマにした交流をすすめました。韓国
に民医連のような全国的な組織を作りたいとの
動きがあり、懇談を行っています。
以上、この２年間の特徴を概括しましたが、

他の多くの分野でも綱領や総会方針に基づく多
彩な実践が行われました。

第２節 東日本大震災と原発問題に向き合った民医連活
動のまとめ

東日本大震災・福島第一原発事故による放射
能汚染という緊急事態を受けて、直ちに全日本
民医連東日本大震災対策本部（藤末会長・本部
長）と緊急被ばく事故対策本部（小西副会長・
本部長）を立ち上げ、両本部長を先頭に現地に
赴き実態をふまえ全国に方針を発信しました。
支援にあたっての民医連の基本方針として、「な

によりも被災者に心を寄せ、被災者の立場に立
った支援を継続して行うということです。第１
に、被害が甚大であることを考え現地での支援
基盤を確立し、長期的・継続的な支援を行うこ
と、第２に、被害地域が広大であるだけに、こ
れまで以上に他の医療や福祉関係団体、機関、
ボランティアや労働組合や民主団体組織との共
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同や連携を追求した支援を行うこと、第３に、
福島第一原発事故による放射能被害の広がりに
留意した支援を行うこと、第４に、現地の民医
連事業所が一日でも早く通常診療を取り戻し、
これまで以上に地域になくてはならない施設と
して復旧すること、第５に、被災者、支援者の
心のケアを重視していくこと、第６に、かつて
ない甚大な被害に対し、災害救助法などの枠組
みにとらわれない国あげての支援策が求められ
ること、原発事故の早急な収束とこれまですす
めてきた原発政策の転換を求めること、を掲げ、
被災者、国民の立場から支援策を具体化させる
とりくみをすすめること」を確認しました。
全国の仲間は、対策本部の呼びかけに、素早

く応じました。全国のすべての県連から続々と
現地に物資、義援金、人的支援が行われました。
その「規模と内容」は内外から「さすが民医連」
との評価を得ています。４月１６日付読売新聞は
一面の記事で日赤と並ぶ支援を行っていること
を伝えました。震災への支援者は６月の時点で
のべ１５０００人を超えました。義援金も民医連だ
けで３．６億円を超え、全額を直接被災地・被災
者のために活用しました。民医連の活動を知っ
た見ず知らずの人々にも支えられました。海外
からも多くの義援金が寄せられました。民医連
の活動はホームページに積極的に掲載した記録
動画をはじめ、全日本民医連や現地ニュースの
発行、昨年１１月に発行された『被災者に寄りそ
う医療～震災最前線の絆』（全日本民医連監修
・稲光宏子著）に詳しくまとめられています。
職員、共同組織の仲間、医系学生、つながり組
織に大いに普及しましょう。

【東日本大地震・津波による被害への支援活
動】
私たちがとりくんだ主な分野として、①坂総

合病院を拠点とした、震災直後からの救急・救
命活動、②長町病院、松島海岸診療所など民医
連の事業所を拠点とした、地域被災者支援を含
む多彩で総合的な医療・介護支援活動、③岩手
県三陸海岸など民医連事業所の拠点のない地域
での民医連と地域地元の医療機関や行政、他の
医療団体（ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、ＰＣＡＴなど
※１６）と連携し展開した被災地域および避難所
における医療・介護活動を展開したこと、④民

医連と「２１・老福連」（※１７）などと連携して
行った「宮城野の里」における福祉避難所の活
動、⑤宮城・福島県で民医連精神科グループが
大学、行政などと連携して行った「こころのケ
ア」チームの活動、⑥日本医師会や宮城県医師
会の要請に基づいて行った気仙沼市立本吉病院
など民医連外病院への医師支援など他の医療機
関への活動、⑦長引く避難生活の中、避難所、
仮設住宅での長期的・継続的な医療・介護・生
活支援の活動、共同組織との共同した活動、⑧
生活支援として近畿地協や医療福祉生協連近畿
有志などと共同して行った宮城県山元町などで
の生活支援活動、⑨被災者の生活再建、医療再
建を求めた国や県に対する要請行動、⑩全国的
な医薬品はじめ物資支援やカンパ活動、などで
す。
岩手・川久保病院と共同組織の仲間は１００キ

ロ離れた大船渡市の仮設住宅での「お茶っこ
会」の活動を地道に続けました。宮城野の里は
震災当初から、ライフラインが断たれる中、敷
地内の木を薪にして暖をとり、温かい食事を提
供し被災者を守りました。被災地では今でも仮
設住宅訪問などが行われています。
民医連の活動の特徴は、第１に、自ら被災者

でありながらも現地の職員、共同組織が医療・
介護職として被災地で求められる医療・介護の
活動に全力を尽くしたことです。第２に、全国
の医師、看護師などの事業所の厳しい人員体制
の中でも、「我が身、我が事」として被災地に
駆けつけて、支援活動を行ったことです。第３
に、被災者の要求から出発して、被災者に寄り
添う活動を行ったことです。ここでは、求めら
れていることは「なんでもやろう」という立場
から医師はじめ多くの職種が連携して「待つ」
医療や介護ではなく積極的に出かける姿勢を貫
き、被災者自身が復旧・復興に立ち向かう力を
支えました。第４に、被害が広範でかつ民医連
の事業所のない地域が多かったこともあり、当
初から、医師会や日本プライマリ・ケア連合学
会、行政などと連携を強めたことです。全労連
や農民連他民主団体との共同も大きな力になり
ました。第５に、絶えず国や行政に対し働きか
け、具体的な要請や提言を行ったことです。
こうした緊急時の活動は、人権を守ることを

第一とする組織の理念の表れです。急に思い立
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ってできるものではありません。また、時期に
より刻々と変化する求められる救援内容に即応
できる組織として役割を果たすことができまし
た。この点でも綱領の立場に立った日常的な活
動があったからこそです。
今、被災地では、どんな復旧・復興とするか、

鋭い対立があります。１つは、この機会をチャ
ンスとして「構造改革」を一気におしすすめよ
うとする財界などの動きです。例えば「水産特
区」「医療特区」といった復興計画や「ＴＰＰ」
参入などです。
これらの動きに対抗し、あくまでも住民主体

の復旧・復興を行う立場で運動や提言を行うと
りくみです。被災県では民医連も参加して復興
センターが立ち上げられ活動しています。震災
直後の窓口負担免除、保険料支払猶予、失業保
険の延長などを認めさせました。復興にあたっ
ては憲法２５条が保障する生存権を根拠にしたも
のでなくてはなりません。今後、被災者の権利
を守り抜く上で仮設住宅などでの「震災関連
死」「孤独死」を防ぐ具体的なとりくみが重要
です。補正予算によって、不十分ながら阪神淡
路大震災を超える民間医療機関・介護施設への
助成も実現させました。一方、義援金を収入認
定し、生活保護を打ち切るという阪神淡路大震
災ではなかった新たな事態も発生しています。
震災以前に「構造改革」や医療崩壊によって窮
地に立っていた自治体を財政的に追いつめた結
果の反映ともいえます。
被災３県では住民とともに要求運動の先頭に

立ち、救援活動でいっしょに汗水流した革新政
党の議員が躍進しました。全日本民医連理事で
宮城民医連前事務局長が定数２議席の中、県議
当選を果たしました。
今、地震活動期に突入したといわれ、地震多

発国である日本で、今後２０～３０年以内に３０％以
上の確率でマグニチュード９クラスの大地震が
起こるとの予測があります。また、さまざまな
種類の災害が起こることも考えられます。坂総
合病院で日常的にとりくまれてきた具体的な事
態を想定した災害訓練の実施や施設の整備など
も重要な教訓となりました。全日本民医連とし
て今回の経験をふまえ、全日本対策本部のあり
方や災害対策マニュアルを見直し、民医連とし
ての災害支援チーム「ＭＭＡＴ」（民医連災害

対策特別チーム・仮称）の発足などを内容とす
る整備をすすめています。あらためて、全国の
県連、法人、事業所において今回の大震災の経
験から教訓を学び、防災対策を強め、実際の災
害を想定した災害訓練や体制整備を行うことを
呼びかけます。今後も困難な生活を余儀なくさ
れている被災者のいのちと健康、暮らしを守る
活動に継続的に取り組みます。

【原発事故被害への対応】
福島第一原発の大事故による大量の放射能漏

れは、世界最大級の環境汚染となりました。原
発事故は一度起これば、まったく「制御」が利
かず、生存の危機をもたらすものであることが
誰の目にも明らかになりました。一方、事故の
当事者関係者は絶えず被害を小さく見せようと
します。実際には、今なお福島県民と多くの国
民に耐え難い苦難を強い、原子炉内の状態やい
つ元の土地に帰ることができるのか分からない
状況にも関わらず、「収束宣言」を行うなど世
界と日本国民の信頼を失墜させています。
こうした中、全日本民医連緊急被ばく事故対

策本部は、現地と連絡を密にしながら、具体的
な方針を提起しました。３月１５日には、国に対
し直ちに廃炉方針を打ち出すこと、正確な情報
の提供を行うこと、放射能汚染が人体に及ぼす
影響の調査とその対策を講じるよう申し入れを
行いました。また、福島県や被災自治体、県や
地区の地元医師会長、病院を訪問し支援の申し
入れを行いました。福島民医連の病院、福祉事
業所や東京、埼玉、神奈川などの事業所では共
同組織の協力も得て、避難してきた人たちの受
け入れや避難所での救援に献身的にとりくみま
した。国や東電による「メルトダウンは起きて
いない」「年間１００ミリシーベルトでも安全だ」
「直ちに健康に影響はない」といった根拠のな
い情報が繰り返される中、現地では住民の切実
な要望に応えて３月当初から住民むけ学習会が
とりくまれました。「テレビに出る学者や国、
東電の話はもういい。医者の話を聞きたい」と
いう声に応えたもので、福島では水素爆発の直
後からとりくまれました。また、５月の連休に
は全日本民医連の「被ばく事故対策本部」の医
師９人を講師に福島県内１２会場で１６００人が参加
する緊急学習会を開催しました。参加した住民
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の訴えは切実でした。こうした学習会は現地の
医師や放射線技師たちを中心にこれまでに数千
人以上の参加があり、今なお続けられています。
また、避難者の医療・生活支援、組合員や職員、
子どもを守ることを目的にしたプロジェクトが
立ち上げられ、独自の放射能汚染状況測定や除
染などが行われています。
全日本民医連は、４月上旬、緊急理事会を開

催し、「全原発の廃炉を求める決議」や「住民
の健康を守るための方針」を再確認しました。
この方針をもとに、シンポジウムの開催やパン
フレット「福島第一原発事故から何を学び、と
りくむのか」を１５万部普及、健康を守るための
「私の行動記録」を作成し無料で配布しました。
これまでつながりのなかった団体や外国からも
注文が相次ぎました。全日本民医連は、福島県
立医大精神科と連携し、南相馬市を中心に精神
科外来や訪問活動など、「こころのケア」チー
ムの支援を行いました。全日本民医連は福島民
医連の事業所に対し、放射能測定のための機器
の寄贈や医療福祉生協連合会と共同してわたり
病院、桑野協立病院への、職員、家族のリフレ
ッシュのための看護師支援（８～９月、１～３
月）、わたり病院への医師支援、小名浜生協病
院の看護師支援と組合員総訪問（４月）にとり
くみました。これらの看護支援は現地で奮闘し
ている仲間を支える活動として歓迎されました。
全国組織としての「絆」を深める機会にもなり
ました。こうした活動は、本来、国や東電が責
任を持ってすすめなければならないことですが、
私たちは「待ち」の姿勢には立ちません。全国
各地で職員・家族、組合員のリフレッシュ休暇
の受け入れや食料物資支援を行っています。ま
た、農民連の呼びかけに応えて放射能の核種測
定可能な分析器の購入をすすめています。さら
に必要に応じ、新たな募金を呼びかけるなど、
安全・安心を支える具体的な対策をとる決意で
す。
放射能汚染に対する健康不安、将来不安は福

島県内に留まらず、関東一円にまで広がってい
ます。関東一帯にホットスポットといわれる高
濃度汚染地域が存在します。事実、鼻血や下痢
などの症状が３月１１日以後にたくさん出ている
と懸念する相談も全日本民医連にも寄せられて
います。戦後、一貫して低線量被ばくや内部被

ばくによる放射能被害に正面からとりくんでき
た私たち民医連は、「あらゆる可能性を排除せ
ず、住民の健康を守る」という立場でとりくむ
方針を確認し、診療や健康相談を行っています。
京都、北海道などでは自主避難してきた住民へ
の健康・生活相談が行われています。また、民
医連として除染活動、子どもや妊婦の健康を守
るための施策の実施、完全な賠償などを求めて
国に交渉をすすめてきました。数回の各省庁交
渉を通じて明らかになったことは、官僚は本当
に現実を知らないということです。東電の原発
被災者への賠償は、「加害者が被害者の賠償額
を勝手に決める」という酷いものです。国と東
電の対応の遅れのために展望を失い、「お墓の
中に避難します」との遺書を残して亡くなられ
た方など、少なくない人が自殺しています。
国や東電の立場で発言した「学者」の多くは

原爆症訴訟では低線量被ばく、内部被ばくを否
定する国側の証人で、原発を推進する立場にあ
った人たちでした。しかし、２カ月もたってか
ら、「実はメルトダウンしていた」といった情
報が出され、北海道・泊、佐賀・玄海原発での
再稼働にむけた「やらせ発言」が明るみになっ
ています。大量に海洋投棄された放射線物質の
実態は明らかにされていません。こうした国や、
東電などの電力会社に対し、各種世論調査では
国民の７割が原発なくせの意思表示をしていま
す。福島第一原発事故の原因も解明されない中
で、停止中の原発の再稼働に断固反対します。
全日本民医連は、５４基も存在する原発をなく

す運動をすすめてきました。多くの著名人が呼
びかけ原水爆禁止日本国民会議（以後「原水禁」
という）などが事務局を努めた「９・１９ さよ
うなら原発１，０００万人アクション」には６万人
以上の人々が集い、４０年ぶりの大集会となり成
功を収めました。参加者の半数近くがはじめて
デモに参加したという若い母親や父親、市民で
した（１０．１８付「朝日」）。全日本民医連は、「原
水禁」を訪問し「脱原発」の一点でたたかう意
志を表明し集会成功の一角を担いました。さら
に１０・３０福島集会の大成功をはじめ、１１・１３福
岡集会など、全国各地で原発をなくす運動が広
がっています。福島県議会は全会一致で「県内
の原発をすべて廃炉」の請願を採択しました。
ドイツやスイスなどは、福島第一原発の事故を
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契機に原発からの完全撤退を決めたにも関わら
ず、日本政府は汚染を広げた国でありながら、
今なお「原発推進政策」に固執し、ヨルダン、
ベトナム、ロシアなどへの「原発輸出」をすす
めようとしています。国と東電に対し、「なく
せ」「あやまれ」「つぐなえ」の大きな運動が必
要です。
「原発なくせ」はこれからの日本のあり方を

めぐって最も鋭い対決点となります。昨年１２月
１３日、全国組織３０団体が参加し「原発をなくす
全国連絡会」が結成されました。一日も早くす
べての原発を廃止し、再生可能な自然エネルギ
ーへの転換を行うことが必要です。全日本民医
連は「原発なくせ」の一点で一致する団体、個
人と共同して、原発のない社会をめざします。

第３節 利根中央病院支援について

この数年、利根中央病院で大学医局からの医
師派遣引き上げなどにより、急激に医師数が減
少し診療の維持が危機的となる状況が生まれま
した。その中で、大学からの医師派遣が補充さ
れないのは「病院の民医連加盟に原因がある」
といった意見が出され、法人管理部の中で民医
連脱退を検討する動きも生まれました。全日本
民医連は、事態の背景と実態をつかむために県
連や現地と懇談を重ねました。そして、その医
師退職の実際の原因は民医連加盟とは直接関係
ないことを確認しました。その上で利根中央病
院から県連を通じて、全日本民医連に対して支
援要請が出されました。全日本民医連は群馬県
連、当該法人幹部も参加する対策委員会を設置
し、管理体制を確立することを優先しつつ、大
学に籍を置く医師とも懇談を重ねてきました。
そして、「利根・沼田地域の医療崩壊を防ぐた
めに、地域の拠点病院である、利根中央病院の
再生を図る」ことを目的として、内科、循環器、
外科の医師５人を１年間継続して送るという全
国支援を決定しました。震災支援を継続しなが
ら厳しい医師体制の中、昨年４月１日より北海
道から沖縄まで全国の医師による支援が開始さ
れました。民医連の歴史の中でも最大規模の支
援です。民医連運動の団結の力を実感させると
りくみは、現地の活動を力強く支えています。

利根中央病院の再生は道半ばです。困難に陥
った要因として、①医師集団と管理集団のコミ
ュニケーション不全、②大学医局からの医師派
遣依存体質と独自の医師養成の課題、③地域分
析に基づく医療・福祉構想論議の不足、④民医
連運動に対する理解、受け止めの問題と結集の
あり方、⑤県連機能のあり方などが考えられま
す。今後、群馬県連を含めた現地自身による「自
己点検・分析」を重視し、全日本民医連として
も、経験・教訓を全国に発信していきたいと思
います。
この間の医師支援を通じて変化も生まれてい

ます。２０１２年度は民医連の奨学生および職員家
族の２人が利根中央病院での初期研修を決意し
ました。また、総合医を育てる方向が確認され、
医師や職員間でのカンファレンスの再開や実施、
民医連に対する理解を深める学習などもとりく
まれています。
支援した医師が利根中央病院の地域で果たし

ている役割や献身的な医療活動に触れる機会に
もなっています。県連でも真剣な議論が始まり、
県連医師団会議などを通じて幹部医師の利根中
央病院への派遣が検討されています。今後、全
日本民医連として引き続き、地域医療を守る民
医連の病院として再生にむけて援助を行います。

第４節 克服すべき４つの課題はどこまで前進したか

前総会では、今後、民医連運動が前進する上
で、克服すべき課題として４点を提起しました。
その到達点と課題を述べます。

１．医師にかかわる問題

常勤医師実態調査開始以来（２年ごと）初め
て医師数が減少に転じるという事態を受けて、
この問題を克服することなしに民医連運動の展
望は生まれないとの認識を示し、力を集中して
とりくむことを提起しました。
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前進面として、第１に、前総会では、高校生
時代から医学生時代を通じて民医連が積極的に
関わりを持ち、研修医として参加した教訓が報
告されました。その経験が今、全国で広がりつ
つあります。中学生、高校生からの実習参加や
医学生のつどい、奨学生の日常活動、共同組織
の援助などを通して民医連運動への共感が高ま
り、奨学生は低学年を中心に最高水準の４００人
台に到達しました。学内だけでは体感できない
民主的な医療の現実や地域や共同組織の仲間と
の接点という貴重なフィールドが強みです。第
２に、「全国は一つ」の立場で、２０１０年度より、
全国統一新入医師オリエンテーションの実施や
研修情報や企画をリアルタイムで伝える全日本
民医連医師臨床研修センター「イコリス」（※
１８）を立ち上げ、ホームページも開設しました。
初期研修、後期研修の充実に努めた結果、後期
研修に残る率は５５％前後という状況ですが、低
学年からの奨学生は７５％を超えています。初期
研修後、いったんは外で研修した医師が戻って
くるケースも生まれています。奨学生からの民
医連運動への参加、民医連らしい初期研修・後
期研修の充実を図ることの重要性が教訓として
確認できます。民医連の医学生対策の経験を学
びたいとの要請に応えて佐久総合病院、徳洲会
など複数の団体との懇談を行いました。
第３に、「アンダー３，０００件」（※１９）をめぐ

る民医連のとりくみが情勢を切り開きつつあり
ます。２００４年に始まった新医師臨床研修制度は、
将来どの分野にすすもうとも、初期の２年間で
総合的な臨床能力を身につけた医師になること
を目的としたもので、民医連も含めた多くの医
療団体、個人の努力で実現してきました。それ
までは約９割が大学医局に入局し、最初から専
門分野の研修を始めるというのがほとんどで、
多くの弊害が指摘されていました。新医師臨床
研修制度では、研修先として地域医療の第一線
医療を担う中小病院まで門戸が開かれ、民医連
の病院（最高時５８病院）は積極的に参加しまし
た。その結果、２００４年から２０１１年までの８年間
で１，３１８人の初期研修を受け入れてきました。
２０１２年は１５０人が開始予定です。初期研修を終
了した研修医の満足度は８０％以上と極めて高い
ものです。しかし、国は大学などの巻き返しな
どで初期研修を実質１年にすることや中小病院

を研修病院から閉め出す方針を打ち出しました。
地域医療を担う医師養成に適した中小病院を何
の根拠もなく排除するもので、民医連は制度の
存続を求めて厚生労働省研修部会の委員や医療
関係団体などと懇談を重ねてきました。活動は
確実に変化を生み出し、厚生労働省の研究班が
中小病院での研修の実際を調査することとなり
６病院を事前調査しました。うち民医連の３病
院（城北、汐田、上戸町）が選ばれ、「症例の
豊富さ、地域密着性、指導医はじめスタッフの
熱心さ、研修医のモチベーションの高さ」など
「いずれも大学病院や大規模病院以上に良くや
っている」旨の高い評価を受けました。また宮
崎県では県内の医療を守る立場から県内６臨研
病院のうち、１２４床ながら３番目に受け入れ実
績があり、研修医からも高い評価・満足度のあ
る宮崎生協病院を臨研病院から外すなと運動が
広がっています。県内すべての臨研病院、県議
会あげた運動が行われています。県議会は全会
一致で国への要望を決議し、４万筆の請願署名
を提出しました。こうした中で、厚生労働省は
新たに年間入院件数「３，０００件」に満たない３０
病院を対象に調査し、研修条件が整っており、
研修医が目標を達成しているところは継続する
との方向性を打ち出しました。制度存続の可能
性が広がり、今後の日本の医師養成にも大きな
影響を及ぼします。さらに大きな運動で中小病
院での臨床研修制度を守りぬきましょう。
引き続き検討すべき課題は、１９７０年代以降、

民医連運動の先頭に立ってきた主力の医師たち
の世代交代期を迎えていることと医師数の絶対
数が増えていないことです。医師の確保と養成
は民医連運動の存続と発展に決定的な意義を持
つものです。民医連がすすめる人権を守る保健
・医療・介護の活動と医学生対策・医師養成を
一体のものとして推進しようとする動きは始ま
ったばかりです。初期・後期研修のプログラム
の充実と、全国組織の強みを活かした専門医・
認定医の取得など中長期のスパンでの医師養成
をすすめるシステムを早急に確立させなければ
なりません。日常の業務に忙殺される医師に対
するコミュニケーションを重視することや過重
労働の軽減策の具体化、医師の集団化、医師に
対する民医連の理念や制度教育を保障するとり
くみをいっそう重視しなければなりません。そ
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のためには、日常的に医師と徹底的につきあう
事務幹部の配置と役割が極めて重要となってい
ます。

２．経営問題・管理運営の水準向
上の課題

どんなに厳しい状況でも経営破たんを招く訳
にはいきません。国の医療費抑制政策によって
２００８年までの４回の診療報酬改定（２年ごと）
では合計▲７．７３％も減少させられました。この
ことが医療崩壊の要因になりました。２０１０年は、
日本医師会をはじめ多くの医療関係団体が連帯
しマイナス改定を食い止めました。しかし、急
性期病院への重点配分によって診療所、中小病
院は打撃を受けました。
それでも民医連は診療報酬改定の影響と経営

改善にむけての内部努力が重なり、２０１０年度は
過去最高の利益率（経常利益率２．２％）となり
ました。また２０１１年度も同様の傾向が続いてい
ます。経営を守る上で診療報酬・介護報酬の改
善がいかに重要な課題であるかを示しています。
厚生労働省の医療経済実態調査によると集計

された１，２０４の病院で室料差額の収益に占める
割合は１．４％を占めています。それでも多くの
医療機関が赤字です。医療経営が政策的に締め
付けられている中で、室料差額徴収を行わず、
無料低額診療事業などの受療権を守るために奮
闘している非営利・協同の組織である民医連が
築いた経営の到達は確信すべきことです。
しかし、とりわけ民医連病院の多数を占める

中小規模病院の経営状況や東京での経営環境は
引き続き厳しいものがあります。
財務状況は、全国平均で自己資本比率１８．６％、

自己資本＋地域協同基金比率２１．１％と若干改善
したものの利益剰余金マイナスは前年と同じ６７
法人、自己資本＋地域協同基金マイナスは１２法
人と財務面での構造的な改善を要する法人も少
なくありません。金融機関への１年以内の返済
額に事業を通じてのキャッシュフローが不足し
ている法人は５６法人、事業キャッシュフローが
マイナスの法人も９法人存在します。銀行など
金融機関が貸し渋りに出れば、こうした法人で
はたちどころに資金難となりかねません。依然
として事業キャッシュ獲得能力の向上は大きな
課題です。課題を共有するため今期から地協経

営委員長会議を定期的に開催した他、県連の要
請に基づいて個別法人への援助を強めました。
２０１３年１１月の公益法人認定（※２０）の期限が
迫る中、内閣府との交渉などにとりくんできま
した。京都保健会は公益認定されました。希望
する法人がすべて認定を受けるまでとりくみを
強めます。社会医療法人（※２１）には秋田・明
和会、東京・健生会、千葉勤医協、大阪・同仁
会、長崎・健友会、熊本・芳和会の６法人が認
定され、３法人が準備中です。薬局法人では徳
島で非営利一般法人（※２２）が認定されました。
他県連でも株式会社の非営利法人への移行にむ
けた準備がすすめられています。法人制度改革
も「構造改革」の一環として捉えることが重要
です。投資家に都合のいい改革を非営利法人に
も押しつけようとするねらいがあります。そう
したことを見抜いた上で、民医連経営を守る「た
たかいと対応」が求められます。
「経営の質」は単に利益の大小で判断される

ものではありません。それは民医連の法人・事
業所が非営利・協同の事業体として、人権を守
ることが中心にすわり、綱領の実現のために職
員や共同組織の参加・協同が追求され、たたか
う組織であることです。目先の利益だけに目が
いくと、無料低額診療事業への挑戦などはでき
ません。また経営の効率性や経営の安全性の追
求が当然必要です。規模に見合って、管理者が
科学的で民主的な管理力量を集団として確立し
ていることが重要です。そのためにも、管理部
や職員、共同組織の仲間の中で、情報の公開と
目標の共有、参加型の経営を貫くことが求めら
れています。この前提として正確な実務が必要
であることはいうまでもありません。「経営の
質」は、「組織全体の質」であり、あらゆる「活
動の質」であるという観点がますます重要とな
っています。

３．幹部養成の課題、民医連運動
を担う人づくり

民医連運動を中心的に担う幹部の養成と職員
の育成は民医連運動を推進する原動力です。し
かし、確実に世代交代期を迎えており、全国的
には、半数が３５歳未満という職員構成のもとで、
民医連運動を担う人づくりは待ったなしの課題
です。この世代にどう民医連運動の値打ちを伝
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え、ともに育ちあっていくかが重要となってい
ます。
この十数年の日本社会は新自由主義イデオロ

ギーによる「自己責任論」（※２３）の教育と競
争を煽る社会でした。小さいときから競争にさ
らされ、「すべてにおいて自分の努力が足りな
かった」といった自己肯定感を持てない風潮が
蔓延しています。その影響を受けているのは民
医連職員も例外ではありません。それは患者、
利用者に対する見方や仲間に対する見方にも如
実に表れます。この克服は、教育と体験、実践
を通じてしかできない課題です。自己責任論を
乗り越えて、「すべての人が人間らしく生きて
いく権利がある」という憲法に拠って立つ人づ
くりの実践を民医連でこそすすめていかねばな
りません。自己責任論を乗り越え、権利として
の社会保障を学び、実現するために青年社会保
障セミナーを開催しました。
幹部養成の課題では、この間、全日本民医連

としてトップ幹部研修会と事務幹部学校、看護
トップ研修会はじめ各職種を対象にした管理者
研修会を行ってきました。２００４年に始まったト
ップ幹部研修会は１０回目を迎えます。５００人以
上の研修を行ってきました。民医連運動や管理
を系統的に学ぶ機会の少ないトップ管理者の研
修の場として役割を果たしています。そして、
受講生の多くが実際にトップ管理者のポジショ
ンについて期待される役割を担っています。事
務幹部学校も３回実施し１５０人の卒業生を出し
ています。全国的な事務幹部の集団化という点
でも大きな役割を果たしています。参加者は平
均年齢４０歳と次代を担う事務幹部です。「我流」
で民医連の管理運営ができる時代ではありませ
ん。系統的な管理者教育や研修を行い、日常の
管理運営の飛躍をつくりださなければなりませ
ん。そのためには時間も費用も使うことが必要
です。
前総会で決定された民医連綱領や民医連の歴

史を学ぶ大運動を行いました。このとりくみは、
一度学習したから終了というものではなく、絶
えず振り返る、継続性が重要です。また、学習
することとあわせて、人が育つ職場づくりや症
例検討会や地域活動など様々な機会を意識的に
つくることが重要です。
あらためて、医師をはじめすべての職種で、

意識的に育てない限り、民医連運動の主体的な
担い手は確実に減少する状況にあることをしっ
かりと認識し、具体的な養成方針を持ちましょ
う。

４．県連機能強化について

今期あらためて、県連機能のあり方が問われ
ました。県連全体を視野に入れ、各法人・事業
所の構想と県連的な構想を一体のものとして捉
え、提起するのが県連の役割です。単なる交流
の場ではありません。１法人１事業所では乗り
越えることのできない「壁」も県連的な力で乗
り越えることは可能です。
東京民医連は大都市での困難な事業・経営環

境の中で、県連の積極的なイニシアチブで病院
間の共同事業や病院機能の見直しや連携、その
ための幹部人事交流などを通じて県連全体で求
められる役割に応えようと努力をしています。
県連機能強化は、民医連運動のさらなる飛躍に
つながる課題として位置づけが必要です。県連
は、医師対策など人事や教育研修活動、統一事
業の推進、自治体への運動や他団体との共同の
推進など役割が増しています。そのためには、
法人・事業所・職員の県連への自覚的・組織的
結集とあわせ、県連会長・事務局長を支える県
連体制の強化、県連的課題での県連・法人トッ
プ幹部の日常的な議論の機会やコミュニケーシ
ョンづくりを格段に強めなければなりません。
全日本民医連として第４０期、県連会長・事務局
長会議の位置づけを高め、研修や交流の機会を
設けます。
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第２章

情勢の特徴、日本の現状と今後のあり方
をめぐって

新自由主義に基づく「構造改革」は、圧倒的
な国民の生活を壊す一方、大企業や富裕層に巨
大な富を蓄積しました。同様の矛盾が世界各地
で広がっています。これに対して中南米ではい
くつかの国でアメリカ合衆国の支配を断ち切っ
て左派政権が誕生し、アメリカ国内においても
青年を中心に「１％の人間が９９％の国民（※２４）
を犠牲にする政治を変えろ」の大運動が巻き起
こっています。韓国ソウル市では市民運動で「構
造改革」派市長を交代させました。こうした動
きは現在８２カ国に広がっています。また北アフ

リカや中東では独裁政権に反対し、民主化を求
める運動が広がっています。日本においても原
発なくせ、ＴＰＰ反対などかつてない大きな運
動が広がっています。原発なくせの運動は全日
本仏教会が「原発のない世界を」のアピールを
出したり、全国各地で様々な集会やデモが行わ
れています。こうした運動と一緒になり大きな
流れをつくりだす２年間としていかなければな
りません。情勢を「変革」の視点で捉え、「時
代の主体者」として役割を発揮しましょう。

第１節 平和をめぐる情勢と運動の方向

２０１０年１２月、アメリカがイラクから撤退し、
８年９カ月に及ぶイラク侵略戦争が終わりまし
た。戦争開始はサダム・フセイン大統領が「大
量破壊兵器を隠し持っており、世界の安全を脅
かしている」との理由でした。小泉政権は世界
のどの国よりも早くこの戦争を支持し、戦後初
めて戦場に自衛隊を派遣しました。沖縄や岩国
などの在日米軍基地はアメリカの出撃基地とな
りました。イラクでは１０万人以上の人々が戦争
によって殺され、アメリカ兵も多数死亡しまし
た。しかし、この戦争では、アメリカ政府自身
が「大量破壊兵器はなかった」と発表したよう
に、まったく理不尽な戦争でした。アメリカ政
府も日本政府も、戦争を推進した立場の人間は
誰一人責任をとっていません。アフガニスタン
では今も戦争を行っています。
オバマ大統領は、台頭する中国を脅威とみな

して日米軍事同盟の強化を打ち出しています。
その出撃基地として在日米軍の再編強化がすす
められています。民主党政権は「最低でも県外」
といった公約を反故にし、辺野古への基地移転
を強行しようとしています。しかも、アメリカ
の公文書で明らかになったように、辺野古での
２つの滑走路を持つ基地建設は、普天間基地の

代替ではなく元々の基地増強計画の一環である
ことです。
米軍統治が続いた沖縄を日本に返還させてか

ら今年５月で４０年を迎えます。県民あげての長
く、粘り強いたたかいの成果です。県民の１５％
以上が犠牲となった沖縄戦を経験した沖縄県民
の悲願でした。しかし、日本政府は、日本の面
積にして０．６％しかない沖縄県に日本全体の
７４％もの米軍基地を押しつけています。復帰後
だけでも航空機事故が４９７件発生し、実弾演習
による山火事が５１２件起きています。米兵によ
る犯罪は５，６００件を超え、その１割が殺人、強
姦、強盗など凶悪犯罪です。横須賀など米軍基
地のある地域に共通しています。しかも、米軍
による犯罪は日本に裁判権さえ認められていま
せん。日本は主権国家であるにも関わらず、こ
のような実態が続いています。しかし、日本政
府は、年約５兆円もの軍事費に加えて、「思い
やり予算」（※２５）として年間１，８００億円以上も
国民の税金を投入しています。「思いやる」先
が違っています。
機を同じくして沖縄県八重山地区の中学「公

民」教科書問題で、極右的な行動をとる石垣市
長に歩調をあわせた文科省は中国を敵視、憲法
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「思いやり予算」等の米軍関係経費の推移

米軍再編経費
SACO経費
思いやり予算

累計で約6兆7000億円

「思いやり予算」には、施設整備費、労務費、水光熱費、訓練移転費が含まれる。
「SACO経費」は、「沖縄に関する特別行動委員会」（SACO）関係事業の経費

資料：政府の予算書から作成。０８年度までは補正後、０９年度以降は当初予算

図1）

敵視の教科書採択を迫り、採択しなければ「国
は教科書代を出さない。自分たちで買え」と圧
力を加えています。中国と日本の関係は文化の
面でも、経済の面でも切っても切り離せない友
好関係国です。今後、北東アジアの平和を守り
発展させるために協力関係を強めていかなけれ
ばならない国です。南半球のすべての国が「非
核兵器地帯」条約（※２６）を批准しています。
中央アジアも同じです。北東アジアにおいても
平和憲法を持つ日本が先頭に立って非核地帯宣
言をおこなう行動を起こすときです。
日米軍事同盟の深化を叫ぶ理由の１つが、イ

ラク戦争などで財政危機にあるアメリカ政府に
とって日本ほど気前の良い国はないからです。
アメリカ自身が財政難から軍事費削減や基地の
縮小をすすめています。一方、アメリカ政府高

官や議員からも「基地建設は困難」といった意
見が噴出しています。たたかいがアメリカ政府
を追いつめています。
沖縄の戦争資料館の最後の展示として次のよ

うな言葉が掲げられています。「沖縄戦の実相
に触れるたびに、戦争というのはこれほど残忍
で、汚辱にまみれたものはないと思うのです。
この生々しい体験の前では、いかなる人でも戦
争を肯定し、美化することはできないはずです。
（中略）戦後このかた、私たちは、あらゆる戦
争を憎み、平和の島を建設せねばと思い続けて
きました。これがあまりにも大きな代償を払っ
て得た譲ることのできない、私たちの信条なの
です。」２０１２年、普天間撤去・辺野古移転断念
をめざすたたかいで、必ず勝利しましょう。

第２節 国民生活の実態および医療・介護・社会保障を
めぐる情勢

１．「貧困と格差」が拡大した
この２年間

民主党政権となってからも国民の暮らしは少
しも良くならず、いっそう厳しくなっています。
２００９年の相対的貧困率は１６．０％と１９８５年以降
で最悪を記録し、貧困ラインに満たない人が約

２，０４０万人にものぼるとされます。年収２００万円
未満の勤労者が５年連続１，０００万人を超え、女
性労働者の４割が２００万円未満です。１４年連続
して３万人を超える人が自殺しています。他国
に比べても異常です。また、ＮＨＫの調査では、
誰にも引き取られることのない「無縁死」が年
間３万人を超えているといいます。人間関係が
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正規雇用と非正規雇用数の推移

（右目盛り）（左目盛り）

非正規雇用のうち非正規雇用のうち非正規雇用のうち

総務省「労働力調査」から作成総務省「労働力調査」から作成総務省「労働力調査」から作成

分断され人々が社会的に孤立させられている実
態を示しています。過労死・過労自殺も過去最
高となり、「就活自殺」もこの数年、急上昇し
ています。非正規雇用労働者は３４％と９０年以来
最多となり、中でも女性は５４．４％が非正規雇用
という実態です。これでは結婚も子どもを生み
育てることも厳しい状況です。これは大企業が
労働者を雇用調整弁としてしか見ていないこと
を示すものです。
生活保護は過去最高の２０７万人を超えました。

しかし、人口に対する保護率は１．６％にとどま
り、ドイツ９．７％、イギリス９．２７％などに比べ
ても非常に低くなっています。また、生活保護
基準以下の生活を余儀なくされている人は
１，０００万世帯近くになると推計されます。一人
親世帯の貧困はさらに深刻です。
経済的困難のために、医療機関にかかること

ができない人が少なくありません。全日本民医
連が５年連続行っている「国保等死亡事例」調
査では、２０１０年は７１例と調査開始以来最高であ
り、前年度の１．５倍になりました。２０１１年１２月
に行った「医療費・介護費相談調査」では、Ｓ
Ｗが相談を受けた３，０２９件の４分の３以上が月
収１５万円未満であり、うち３割以上が無収入で
した。相談後に死亡されたケースは１４１例にも
のぼっています。無年金、低賃金と高い医療費
負担が受診を困難なものにしています。協会け

んぽに加入する現役タクシー労働者の手遅れ死
亡事例も３例ありました。いずれも賃金は手取
りで月額１０万円を切っていました。国保料滞納
世帯は２１％となっています。加入者は約４，０００
万人ですから、約８００万人が滞納していること
になります。１年以上滞納した世帯に発行され
る資格証明書（※２７）は、医療機関窓口でいっ
たんは全額医療費を支払わなければならない事
実上の無保険といえるもので、発行世帯は２０１０
年６月の時点で約３１万世帯にものぼっています。
また、後期高齢者医療制度は２０１０年度、保険料
が払えない滞納者が２８万５，０００人にのぼり、う
ち年金などの差し押さえが１，７９２人となってい
ます。しかし、今春、４３都道府県で大幅な値上
げが予定されており、あまりにも過酷なこの制
度は一刻も早く廃止するしかありません。さら
に派遣労働者にはそもそも国保に加入していな
い無保険者が多数存在すると思われます。事業
主負担がないのとあわせ国庫負担が１９７９年の最
高時６４．２％から１９８４年には国保法を改悪し、
３８．５％とし、その後も減り続け２００８年度には、
市町村一般会計からの繰り入れなどもあり、実
質２４．３％まで下げていることが最大の原因です。
金額ベースでも前年度より国庫負担額は２，２９７
億円下げられています。
公的保険である国保は憲法で保障された権利

であり、国保法でも１条で「社会保障制度であ
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ること」が明記されています。国民の「相互扶
助」ではありません。国保滞納者には、資格証
明書の発行に加え、年金など財産の差し押さえ
が急増しています。後期高齢者からも保険料、
自己負担を徴収することとあわせ、まさに憲法
２５条の否定といえます。

２．医療・介護・社会保障をめぐる
情勢～「一体改革」のねらい

野田首相は、年明けのテレビ討論会で、「一
体改革を政治生命をかけてやり抜く」といい、
今通常国会で、「一体改革」を強行する構えで
す。それは戦後、国民の運動によって実現して
きた社会保障制度の「変質」と庶民への大増税
を押しつけるものです。
「一体改革」は、あたかも社会保障を拡充す

るために税制を見直すような受け止めがされが
ちですが、実態は、消費税の大増税（１４年４月
から８％、１５年１０月から１０％。そして近い将来
には１５％～２１％に）、大企業・多国籍企業の法
人税のさらなる引き下げが本質です。結局、社
会保障の財源を所得税や法人税から消費税に置
き換えるだけにすぎません。この間「構造改革」
で切り縮められてきた社会保障を、「効率化・
重点化」などと称してさらに切り捨てようとし
ており、「大改悪」を覆い隠す目的で「一体」
との言葉が使われています。「一体改革」は今
年度から段階的・連続的に改悪を行うものです。
国と財界は、「２０２５年」、戦後のベビーブーム

（団塊）世代が７５歳以上となり、高齢人口が急
増する「超高齢社会」を想定し、今回の「一体
改革」を打ち出しています。「国は、そんな費
用負担（年金も医療・介護も）はできません。
自助や互助で乗り越えてください」、国の役割
を「外交と防衛（安保）、治安」に限定して、
後は「市場に任せる」という考え方に立ってい
ます。この考え方こそ新自由主義そのものです。
そして国民負担が増えれば増えるほど、民間医
療保険など営利企業が参入するチャンスが増え
るという、大企業にとっては「ビッグビジネス」
であり、国民にとってはお金の切れ目がいのち
の切れ目になる社会です。
「一体改革案」は、「年金の支給開始年齢を

６８あるいは７０歳まで引きのばす」という案も検
討されていました。１歳引きのばすと、公費負

担はおよそ１兆円削減できると試算されていま
す。この案は、国民の批判で当面見送られまし
たが、今後、いつでも上程をねらっています。
その年金では、今年１０月から３年間で支給額を
２．５％下げ、その後も毎年０．９％下げるとしてい
ます。１０年後には年金支給額が１割カットされ
ることになります。
生活保護では、老齢加算は廃止されたままで

す。また、「求職支援制度」の訓練を受けない
一定の受給者の保護停廃止を打ち出しています。
支援制度の活用が事実上、保護の要件とされか
ねません。体調の悪化などの理由でやむなく訓
練を欠席した人まで保護を打ち切られる可能性
があります。また、生活保護受給者へのジェネ
リック薬の強要や生活保護受給者の医療機関へ
の受診制限や生活保護受給者の多い医療機関へ
の指導を強化することなども検討されています。
まさに生存権の侵害です。また、基礎年金（月
額最高６６，０００円）との整合性を理由とした「生
活保護費の引き下げ」なども検討されています。
医療では、国民の強い批判で、「受診時（通

院時）定額負担（１００円）」など当面の検討を見
送ったものもありますが、窓口の負担を増やし
受診を抑えることで、医療の公費負担を削減す
ることが政府のねらいです。この目的で、平均
の入院日数を１割～３割減らすとし、介護の入
所者とあわせ６３万人分の削減目標まで提示して
います。早期に在宅療養に移すことで、入院医
療費を抑制します。医師の仕事を肩代わりさせ
る「特定看護師制度（仮称）」（※２８）の創設、
介護職の「医行為の拡大」などが盛り込まれて
います。
地域医療計画の見直しもすすめられています。

地域医療圏の数を半数にすることを提起し、さ
らなる広域化を図ります。これによって医療圏
での必要病床を減らすことを画策しています。
７０歳から７４歳までの２割負担化は、１２年度は
実施を見送りましたが、１３年度には１割凍結の
解除を予定しています。
また、医療保険の財政基盤の強化（市町村国

保の財政基盤の強化）として、後期高齢者医療
制度で実施された「加入者の支払った保険料の
範囲内での医療」を、国保全体に広げる「国民
健康保険の都道府県単位化（広域化）」をおし
すすめようとしています。そうなれば市町村な
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どからの国保財政への繰り入れがなくなり、い
までも高い国保料がさらに引き上げられます。
さらには、「新経済成長戦略」の一環として、

「医療・介護・健康関連産業」が「成長牽引産
業」に位置付けられ、新たな営利を目的とした
「市場」を生み出すことが計画されています。
介護の分野ではホームヘルパーが行う生活援

助時間の短縮（６０分から４５分に）、要支援１、
２の利用料を現在の１割から２割負担とするこ
と、施設多床室での室料徴収、ケアプラン作成
料の有料化、要支援者数を２０２５年までに３％減
らすなど、さらなる給付削減と負担増をすすめ
る改悪が目白押しです。昨年６月、介護保険法
の改定が行われ「地域包括ケア」（※２９）の実
現が前面に掲げられました。同時に、「ペイ・
アズ・ユー・ゴー」原則が土台にすえられ軽度
の給付の切り下げをはじめとするいっそうの給
付の重点化・効率化が打ち出されました。さら
に、公的責任を放棄し個人契約とし、子育てを
企業のもうけの対象にする保育制度の全面的改
悪（「子ども・子育て新システム」）や労働者派
遣法の改悪などもねらわれています。
「税と社会保障の共通番号制度」の導入は、

究極の社会保障の自己責任化です。年金、医療、
介護などの「給付と負担」に関する情報や納税
に関する情報を個人単位で把握することで、個
人レベルで、負担と給付が管理され、負担に比
べ給付が多いとの理由で社会保障制度から排除
されかねません。
これら「一体改革」には「国の責任でいのち

や国民生活を守る」という視点はまったく見あ
たりません。あるのは、国の責任を全面的に放
棄することを宣言し、「自助」「互助」といった
助け合いと自己責任を押しつける社会保障の変
質と解体です。
後期高齢者医療制度では、４７都道府県の広域

連合が４月からの保険料値上げを検討中で平均
の保険料負担の人で、年間１万円前後の負担増
となる見込みです。介護保険料も４月以降の保
険料引き上げが検討されています。年間ではや
はり１万円前後の値上げです。中小企業のサラ
リーマンなど約３，５００万人が加入する協会けん
ぽの２０１２年度の保険料率は全国平均で９．５％が、
１０．２％に、ついに１割を超える料率となります。
国民健康保険料も各地で値上げが繰り返されて

います。
来年度の診療報酬・介護報酬の同時改定が発

表されました。この改定はマイナス改定である
だけでなく、国を挙げてすすめようとする２０２５
年をにらんだ「一体改革」の第一歩となるもの
です。診療報酬は０．００４％の引き上げと発表さ
れましたが、実態はマイナス改定です。診療報
酬で５，５００億円の増に対し薬価引き下げが５，５００
億円で差し引きゼロです。しかもこの改定率に
は長期収載医薬品（後発医薬品がある先発医薬
品）の特例の引き下げ０．０６％が含まれていませ
ん。今でも赤字となっている病院は存亡の危機
となり、医療崩壊が加速することになります。
民主党は「公的医療費をＯＥＣＤ平均まで引き
上げる」（約５兆円相当）とした２００９年の公約
を実現すべきです。
介護報酬は１．２％引き上げとの報道ですが、

介護職員処遇改善交付金を廃止し、その相当額
（介護報酬２％強の引き上げに相当）を介護報
酬に組み込むとされていることから、実質０．８％
ものマイナス改定となります。これまで低賃金
・重労働に苦しんできた介護職員や介護の充実
を求める利用者の願いに逆行した改定であり、
介護事業の存続そのものを左右しかねない重大
な内容です。全日本民医連は、他の関係団体に
も呼びかけ、医療・介護再生のために大幅な引
き上げを求め、診療報酬・介護報酬再改定の運
動を強めます。
ＴＰＰの参入はこの国の農業はじめ医療や産

業を滅ぼすことになります。農水省の試算です
ら、日本の食料自給率は現在の３９％から１３％に
低下し、農業で４．１兆円、林業で５００億円、水産
業で４，２００億円の生産額が減少するとしていま
す。先進国でこれほど食料自給率が低い国はあ
りません。あの大震災でも物資不足が大問題と
なりました。震災など有事の際には、真っ先に
破たんすることになります。ＴＰＰに参入すれ
ば、「関税を含むあらゆる貿易上の障壁を取り
除く」ことと「一切の例外を認めない」という
原則が適用されアメリカにおける農薬づけの大
規模農場からの安い農産物が入れば作付けすら
できない東北の復旧はより困難になり、農業は
壊滅します。
民主党の前原政調会長が言った「なぜＧＤＰ

で１．５％しかない非効率的な農業のために輸出
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立国の日本が犠牲にならなければならないの
か」が本質を語っています。すでに実施されて
いた米の輸入自由化で１９９４年日本の米の総産出
額は３．８２兆円から２００７年には１．７９兆円に半減し
たのに対し、トヨタ１社の売上高は１０．７２兆円
から２６．２９兆円にのび、１つの会社の売り上げ
が、国民の主食の総生産額の１５倍にもなってい
るのです。ＴＰＰはアメリカ政府の利益と輸出
大企業のために仕組まれたものです。国際法は
国内法より優先され、一切の障壁を設けないた
め、参入すればＢＳＥ対策として日本がとって
いるアメリカ産牛肉の輸入条件である「生後２０
カ月までの牛の全頭検査」という条件もなくな
ります。遺伝子組み換え商品という表示すらな
くなると予測されます。
医療でも同じことが起こります。アメリカか

ら医薬品、医療材料、民間医療保険の大量輸入、
混合診療の解禁、株式会社の医療への参入など
がねらわれています。中でも医薬品は重大な問
題となります。アメリカがねらう知的財産権保
護強化により、ジェネリック医薬品の供給を脅
かし、安価な医薬品の入手が困難になる可能性
があります。その背景には、新薬の知的財産権
を使って収益を上げようとするアメリカ製薬業
界の要求があります。薬の保険はずしや保険適
用の困難化も予想されます。さらに、混合診療
の全面解禁や医療特区などアメリカの株式会社

による病院経営への参加が狙われています。国
民皆保険制度を守るためにもＴＰＰ阻止の運動
を広げましょう。民主党は衆議院の比例定数を
８０削減する法案を「一体改革」の一環として通
常国会に提出する構えです。消費税増税の前に
増税に反対する世論、民意を封殺しようという
暴挙です。

３．「大企業栄えて民滅ぶ」のか
らくりと、つくりだされた財政
危機の実態

財務省が出している「法人企業統計」では資
本金１０億円以上の法人の役員報酬は２００１年度の
１，４２５万円から２００５年度には２，８１１万円にほぼ２
倍となっています。東電役員の平均年収は４，２００
万円を超えています。これに対し全労働者
（４，１５８万人）の年収は平均３７５万円から３５２万
円へと減少しています。この時期に賃金引き下
げと非正規労働者が急増したことが原因です。
現在、この格差はさらに広がっていると思われ
ます。雇用破壊を起こし、「大企業栄えて民滅
ぶ」という社会構造をつくりだしました。
１９６０年代、日本の「高度経済成長期」と、今
日の時代は大きく違っています。１９６０年から７５
年の１５年間に企業利益は７．８倍に増えたのに対
し、労働者のたたかいもあり、賃金も７．３倍に
増えました。しかし、今は、「構造改革」によ

２０ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）
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って大きく変えられました。大企業や大型投資
家などの一人勝ちで、その要因はこの十数年、
労働者、中小企業、農民、国民の暮らしを徹底
的に搾取し犠牲にしてきたことによるものです。
資本金１０億円以上の大企業の内部留保は史上最
高の２６６兆円（２０１０年度）にも及んでいます。
元々、資本主義は、利潤第一に資本が自己増

殖することを原理としており、「強いものはよ

り強く」という性格を持っていますが、労働者
などのたたかいによって資本を民主的に規制し、
賃金保障や労働条件など働くものの権利を獲得
してきました。さらには病気、失業、障害、教
育などに対しては、「必要を充足する現物給付
と能力に応じて負担するという応能負担（※
３０）」（必要充足・応能負担）原則に基づく社会
保障制度を拡充させることなどを実現させてき
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資料 ：

図６）

ました。こうして資本主義の枠内であっても、
「ルール」をつくって労働者や国民権利を守る
しくみを作りあげてきたのが北欧はじめヨーロ
ッパなどの福祉国家です。
しかし、日本の場合、革新自治体を背景とし

た権利獲得の歴史はあったものの福祉国家形成
には至らず、大企業への民主的規制が弱く、企
業内福祉（※３１）と地方への公共事業などを通
じたバラマキによって長く自民党政権を維持し
てきました。
新自由主義に基づく「構造改革」はそれすら

「ぶっ壊し」ました。多国籍化した大企業・財
界（株主）を守る一方、中小零細企業、農業、
漁業、医療などの企業の利益にとって足かせと
なる非効率な産業や地方を徹底的に切り捨てま
した。
１９８４年には４３．３％であった法人税率は、現在

３０％まで引き下げられています。名目上法人税
率は３０％となっていますが、これ以外に証券優
遇税、研究開発減税、連結納税、輸出企業への
消費税還付などがあり、資本金１００億円以上の
大企業の実際の法人税は１５．９３％にすぎません。
所得税も最高税率が７５％だったものが、今では
４０％に下げられました。１９８８年まで０だった消
費税は現在、５％にまで上げられました。その
結果、ＧＤＰは１９９０年から２０１０年の２０年間で４５２
兆円から４７９兆円に成長しているにもかかわら

ず、国税収入は４９兆円から３０．６兆円に大幅な減
収となっています。一方、国に入る法人税は１８．４
兆円から７．６兆円になんと約１２兆円も減り、所
得税も２６兆円から１２．８兆円と半分以下になりま
した。これに対し、消費税は４．６兆円から１０．２
兆円に倍加しています。この２０年間で、税収の
主体が直接税である法人税、所得税から間接税
である消費税に転換させられました。消費税の
導入は景気を一気に冷え込ませました。
これが日本の財政危機の主要な要因です。医

療費や社会保障費が増え財政危機になった訳で
はありません。財界・大企業はさらなる法人税
などの引き下げを要求しています。法人税を引
き下げないと海外に移転すると脅していますが、
国内２３，０６５社を対象に行った「海外に流出」し
ようとする主な要因として、第１に「円高」
（４９．２％）、「人件費が安い」（３９．５％）などで
あり、法人税、社会保険料負担が高いなどの理
由は主流ではありません。
事実、企業の法人税・社会保障事業主負担の

合計はフランス（１４％）、イタリア（１１．７％）、
ドイツ（９．１％）に対し、日本は７．６％にすぎま
せん。日本ほど大企業・富裕層に甘い国はあり
ません。輸出大企業は輸出品には消費税をかけ
ることはできないため、国内で生産にかかった
消費税を全額還付されています。従って、消費
税を上げても輸出が続く限り、むしろ還付額は
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増えるしくみで、輸出大企業にとって消費税増
税は痛くも痒くもありません。さらに正規雇用
から非正規雇用に切り替えたのは、社会保険料
の事業主負担を減らすことも目的でした。

これらの大企業は、軍事費、米軍再編、原発
開発と密接に結びついて「利益共同体」を形成
しています。財界・大企業の社会的責任が厳し
く問われます。

第３節 「３・１１ 東日本大震災・原発事故」が示した
もの

「３・１１」は日本社会の矛盾を誰の目にも明
らかにしました。「構造改革」を徹底的にすす
めた結果、本来、市場に任せてはいけない医療
・教育・介護や行政といったものまでが「市場
�競争原理」に委ねられました。自治体合併に
よる大型リストラで救助・支援にあたる自治体
の職員は大幅に減らされていました。中でも、
住民に一番身近な保健師や消防士など生活関連
に関わる職員が減らされました。とりわけ東北
の沿岸部は農業、漁業を主産業とし高齢化率は
日本平均２３％に対し軒並み３０％を超えるという
超高齢社会で限界集落（※３２）も少なくありま
せんでした。人口あたり、面積あたりの医師数
は日本平均の半数以下という医療過疎、医療崩
壊が最もすすんだ地域でした。福島県浜通地方
は東京に電力を供給する原発密集地にさせられ
ていました。
そこに東日本大震災と原発事故が起きました。

１５，０００人以上が亡くなられ、１年経ってもなお、
行方不明者が３，０００人以上です。また、「避難所
で肺炎になった」「津波でぬれて暖がとれなか
った」など「震災関連死」と認定された人がす
でに９６０人（１２月１８日付東京新聞）となってい
ますが、７０歳以上の高齢者が７５％を占めます。
私たちがめざす高齢者にやさしいまちは、災害
に強いまちです。手厚い医療や介護体制の確立
や行政の充実、地域コミュニティーの再生が不
可欠です。
大震災で国民が塗炭の苦しみを味わっている

中、「創造的復興」と称して、農業、漁業をつ
ぶし、大企業による「特区」や震災特需という
名の復興ビジネスに大企業が群がり、復興バブ
ルに踊る資本主義の実態が浮き彫りになってい
ます。仮設住宅を一括受注した大手メーカーが
三次下請けに対し、不払い労働を行っていた実
態も明らかになっています。一方、住民参加の
地域の木材、地域の業者を使った仮設住宅建設

などまちの復興をすすめている自治体も生まれ
ています。
自衛隊松島基地に駐機していた戦闘機（１機

１１０億円）やヘリコプターなど２８機が津波で流
され被害額は２，０００億円以上とされていますが、
しっかりと第三次補正予算で１，０００億円以上が
計上されています。アメリカ軍による「トモダ
チ作戦」（※３３）が意識的に流され、日米軍事
同盟を深化させています。
生活再建、医療や介護施設の再建は置き去り

にされたままです。仮設住宅に入居すれば自立
とみなされ、失業保険を受ければ医療費免除の
対象から外される。その失業保険の期限切れ延
長特例も医療費・介護費免除特例も切れます。
被災者が路頭に迷う事態をつくりだしてはなり
ません。民間医療機関の復旧は「自己責任で」
というのが国の基本的立場であり、震災・原発
を機に廃業を余儀なくされています。こんな被
災者支援があって良いはずはありません。また、
原発事故によって十数万人の人々が避難生活を
余儀なくされ、財産、生業、生活、人生そのも
のが奪われたままです。
「原発安全神話」は完全に崩れ去りました。

しかし、除染を含めた原発汚染の収束や生活補
償は遅々としてすすんでいません。食の安全や
健康不安が広がっています。文部科学省が、福
島第一原発からの放射性物質の拡散方向などを
予測する緊急時迅速放射能予測ネットワークシ
ステム（ＳＰＥＥＤＩ�スピーディ）の計算結
果を、事故直後（３月１４日）に米軍に提供して
いたことが明らかになりました。計算結果が国
民に公表されたのは３月２３日で、被災住民の避
難の際に活用されませんでした。国民のいのち
よりも米軍が大事という国の姿勢が現れていま
す。
福島第一原発事故収束にあたっている現場の

労働者は下請けや孫請けであり、彼らの健康管
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理はなおざりにされたままです。国や東電は原
発労働者に対し、突然、安全基準値を大幅に引
き上げる無責任ぶりです。
原発建設をおしすすめたのは、「原発利益共

同体」（※３４）と呼ばれる名だたる大企業と政
治家や「学者」で、つくればつくるほど莫大な
利益を生む、その費用は電気料金に上乗せする
しくみが長年かけてできあがっていました。そ

して国民に対して、あらゆるメディアを利用し
て「原発安全神話」を作りあげました。私たち
は電力供給会社を自由に選べません。にも関わ
らず、地域独占企業である電力会社の年間広告
料は１，０００億円以上といわれています。その費
用も私たちの電気料金に上乗せされています。
そして、今なお、原発が止まれば、「電力不足
で不自由な生活を余儀なくされる」などと脅し、
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原発推進、再稼働の路線にしがみついています。
「東京電力福島原子力発電所における事故調査
委員会・検証委員会中間報告」は重大です。報
告の第Ⅳ章「東京電力福島第一発電所における
事故対処」で委員会が重く見たのは、全電源が
喪失した場合、自動的に隔離弁が閉じるよう設
計されていた簡単な事実に、当直と呼ばれる１１
人からなる運転員の誰一人として気づかなかっ
た点であり、当直のうちＩＣ（非常用復水器）
を実際に作動させた経験者もいなかったことで
す。（加藤陽子…原発事故の原因、時代の風、
毎日新聞、２０１２年１月１５日）慄然とします。そ

のような中でも、青森県・六ヶ所村の核燃料再
処理工場はウラン、プルトニウムを取り出すた
めに、延長１，３００キロのパイプラインが走り、
２６，０００カ所の継ぎ目があるといわれています。
事故によりプルトニウム（半減期は２．４万年）
が漏れ出せば、極めて深刻な事態となります。
３・１１の東日本大震災と原発事故を体験した

私たちに問われているのは、原発があり大企業
が栄え自己責任を強要する「経済大国」なのか、
すべての人にやさしい「生活大国」なのかです。
これは、私たちと私たちに続く「未来」への責
任の問題です。

第４節 これからの国づくりと社会保障分野の方向をめ
ぐる対決軸

私たち自身の中に深く浸透させられてきた
「原発安全神話」「経済成長�人間の幸せ神
話」「自己責任論」を乗り越えなければなりま
せん。医療や介護・福祉・教育・保育などの原
則は、憲法に基づいて運営されなければなりま
せん。「いつでも、どこでも、だれでも」お金
の心配なく必要に応じて医療や介護を受けられ
るようにしなければなりません。
日本医師会などが提唱した国民医療を守る署

名は短期間の間に１，０００万筆以上集まっていま
す。日本医師会やＪＡ全中といった組織が私た
ちと一緒になって「構造改革」に立ち向かって
います。辺野古への基地建設反対の世論は変わ
っていません。私たちはこれらの運動に全面的

に連帯し、一緒にたたかいます。国がすすめよ
うとしている政策の「根」は１つです。それぞ
れの分野でたたかいが大きくすすめば、日米安
保、大企業優先という「根っこ」を大きく揺る
がすことになります。
しかし、「構造改革」をすすめようとする勢

力は巧妙です。大手マスメディアを総動員し、
「生活保護世帯の方が収入が多い」「公務員が
楽をしている」といった国民を分断させるキャ
ンペーンをはっています。こうした分断攻撃を
乗り越えて、学習し、団結し、新しい福祉国家
を、「９９％の国民」が手をつないで準備してい
こうではありませんか。

第５節 民医連の「医療・介護再生プラン（案）」の充
実と発展に向けての基本的な視点

全日本民医連は、２００８年の第３８回総会で「崩
壊の危機にある日本の医療・介護制度の再生を
―医療・介護再生プラン（案）」を発表し、広
く内外に問いました。絶対的医師不足などによ
る医療崩壊という現状認識とその打開策を示し、
医療・社会保障の制度のあるべき原則、財源論
を含む積極的な提言として多くの方々の賛同を
得ることができました。あれから４年、私たち
と超党派による運動で四半世紀ぶりに国の医師
抑制政策を転換させることができました。しか
し、いまだ、医療・介護の崩壊は止まっていま

せん。
被災地では言葉を失うほどの被害と多数の犠

牲者を出しました。震災直後の地域にとっては、
医療はどこでも生存権を守る最前線の役割を担
いました。同時に医療・介護は生き延びた人々
の生きる支え、最後のよりどころの役割を果た
しました。現地と支援に駆けつけた医療・介護
のスタッフの献身的な奮闘がなかったら、さら
に多くの生命が奪われたでしょう。東日本大震
災は、日本の超高齢社会を支える医療・介護体
制の不備を浮き彫りにし、あらためて地域に根

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ２５
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ざした保健・医療・介護の総合的なケアシステ
ム確立の重要性を教えました。
しかし、医師不足を理由に病院を集約化する

復興計画の動きが出ています。「３・１１」の教
訓を無視し、国民の生活をないがしろにする政
府に対し、私たちは、先の再生プラン案の基本
的な立場をふまえつつ、さらに踏み込んだ提案
をすべきときと考えます。世界的に高齢化がす
すんでいます。特に東アジアの国々の高齢化は
急速にすすんでおり、高齢社会のフロントラン
ナーとしての日本の保健・医療・介護の今後の
あり方と実践が問われ、注目されています。そ
れは、国の責任を放棄して迎える「否定的な未
来」ではなく、「長生きして良かった」「子ども
を生み健やかに育てることのできる」といえる、
憲法に基づく人権が輝く新しい福祉国家の展望
につながるものでありたいと考えます。
全日本民医連役職員も参加する福祉国家構想

研究会（※３５）は、新しい福祉国家の柱として
次の点をあげています。①憲法２５条が謳う人間
の尊厳を保障する権利を実現するために必要な
雇用保障と社会保障体系の確立、②そうした福

祉国家を運営する財政政策、③復興構想会議が
示すような大企業本位の「地域主権改革」（※
３６）の地域づくりではなく住民本位の農業、漁
業、地場産業、福祉型公共事業、医療・介護・
教育・保育領域の雇用を中心とする地域社会に
根ざすまちづくり、④国の責任を放棄し、地方
に丸投げし、ナショナルミニマムさえなくす国
と地方のあり方への対案、⑤原発に替わる自然
エネルギー政策の提案、⑥日米軍事同盟を見直
し憲法９条を具体化する構想、です。
世界の１０％近いＧＤＰを有する日本でその成

果を国民の利益のために使うことができれば、
このような新しい福祉国家の実現は不可能であ
りません。全日本民医連は、非営利・協同総合
研究所いのちとくらし（※３７）との共同、さら
には日本医師会、より幅広い内外の研究者の提
案をさらに深めながら、民医連として保健・医
療・介護分野での必要な原則の提示や制度・財
源論、医療・介護事業所のあり方論、健康権保
障の担い手としての専門職養成論などを項目と
して再生プランのさらなる充実発展の作業をす
すめます。
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第３章

これから２年間の民医連運動の重点方針

地震と大津波と原発事故という人災から約１
年が経過しましたが、今なお困難な生活を余儀
なくされている人が数十万人と言われています。
私たちは、現地で奮闘している民医連の事業所
や仲間への支援を引き続き行っていきます。そ
して仮設住宅などで生活されている人々の生活
と健康を守り、孤独死や関連死などが出ないよ
うに具体的な行動と国や行政への運動を強めま
す。そして、「貧困と格差」「少子・超高齢社会」
に立ち向かい、「権利としての社会保障」の確
立をめざす実践と運動をいっそう強め深化させ
る２年間とします。
そのために、①「構造改革」を撤回させる運

動を大きく広げること、②震災被災者と原発事

故被害者の権利を守るために全力を尽くすこと、
③平和と生存権を守る総合的な活動を重視する
こと、④すべての人が等しく健康で暮らすこと
のできる社会・地域をめざす運動を強めること、
⑤これらのとりくみを通じて新しい福祉国家に
向かう第一歩となる２年間にすること、を中心
課題に掲げます。とりわけ「ＴＰＰ」「原発」「税
・社会保障」「普天間基地」はその中心課題で
す。これらを推進する上で医師の確保と養成、
職員集団の成長とあらゆる活動を共同組織とと
もに貫く活動の強化が重要です。そして、民医
連の経営を断固として守り発展させることを通
じて、社会的使命を果たしていかなければなり
ません。

第１節 放射能汚染被害と向きあう民医連のとりくみを
強めよう

福島第一原発による放射能汚染およびすべて
の放射能汚染被害に向きあう活動は長期にわた
ります。すべての県連、事業所、職員がこの課
題に正面から立ち向いましょう。
第１に、５４基の原発の廃炉、原子力空母の横

須賀からの撤去、原発再稼働反対と新規増設反
対の一点で一致する多くの団体や個人との共同
を強めます。第２は、今なお、避難を余儀なく
されている住民、健康や生活不安を抱えている
県民やすべての国民に想いを寄せ、国と東電に
対し、徹底的な除染などを通して住み続けられ
る保障、食の安全確保、完全なる賠償、生活の
補償と保障、徹底的な健康管理を求め運動を行
います。第３は、人類が経験したことのない長
期にわたる放射能汚染が続く中で、「あらゆる
可能性を否定せず」、住民に寄り添い、日常診
療での親身になった具体的対応を強めることや
健康診断や健康相談、健康管理を強めます。第
４には、福島民医連の職員、共同組織に連帯し、
人的支援、リフレッシュの保障など創意を生か
した求められる支援を組織し、民医連の事業所
がこの運動の先頭に立ってたたかえるよう全国

的な連帯行動をすすめます。第５に、地域にな
くてはならない医療機関や介護施設の存続、医
師や看護師確保を国や東電に対し求めていきま
す。第６に、福島第一原発事故の実相を多くの
国民と世界の仲間に知らせ、国際連帯の行動を
すすめます。また、脱原発を宣言し、自然エネ
ルギーへの転換をすすめているドイツなどの
国々の運動や日本のすすんだ自治体、地域の経
験などを学び交流します。医療被ばく問題では
山梨・甲府共立病院が県下初、民医連でも初め
て、「医療被ばく低減施設」の認定を受けまし
た。こうした経験にも学び、全国に普及させて
いきます。
これらをすすめるために、①全国のすべての

県連に「被ばく対策委員会」を設置し、具体的
な行動方針を持ちましょう。②多くの講師や原
発をなくす運動の中心となる医師、職員を育て、
「原発をなくす会」の結成や運動に積極的に関
わりましょう。③民医連として、多くの研究者
や運動団体と共同して、具体的な調査・研究活
動をすすめ告発や提言を行っていきます。
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１、健康格差を
克服するヘルス
プロモーション・
保健予防

2、慢性疾患医療に
こだわる民医連の
医療活動－がん医

療も含む

3、オール地域で救
急医療を支える民
医連病院・診療所
の役割と実践

4、安心して子どもを産
み育てる地域社会と
「子どもの貧困」に立
ち向かう運動と実践

5、リハビリテーション
医療の新たな展開

6、介護、居住施設と
結びついた在宅医
療の新たな展開

7、チーム医療の実践
と発展のために
－スキルアップ

8、地域医療の連携の
構築・発展と民医連
病院・診療所のポジシ

ョニング

総合的な医療の質と医
療安全・倫理の向上
－医療指標と組織機構

の具体化

貧困と格差、少子・超高齢社会に立ち向かう
民医連の医療活動「8つの重点課題」

図10）

第２節 民医連の医療活動の新たな発展のために

国は、「医療・介護グランドデザイン」（※
３８）と称して「２０２５年」に向け診療・介護報酬
の改定、第２期地域医療計画の策定、医療法改
定の法的整備をすすめようとしています。その
柱である「医療から介護へ」「施設から地域へ」
というテーマは、地域の中で医療も介護も完結
させるという超高齢社会のニーズに応えるとい
う一面を持ちながらも、強引に介護、住まいに
押し込むなど公的医療給付の抑制と市場化がね
らいです。私たちは、こうした「地域包括ケア」
の二面性を見据えつつ、公的責任を明確にした
上で、住民本位の「地域包括ケア」を提示し、
実践していかなければなりません。
変革と実践のフィールドは、「地域」です。

自らの組織を見直し、県連や法人長期計画など
に反映させましょう。
３９期に医療活動の２つの柱（※３９）として、
「総合的な医療の質の向上」と「医療活動の８
つの重点課題」を提起しましたが、４０期はこの
２つの柱と医師養成を一体化させ、県連・法人
で長期計画を持ち具体化していきましょう。特
に、民医連における中小病院や診療所の発展の

展望を切り開くことは国民の立場に立った日本
の医療・介護の未来を切り開くものです。その
実現のためにも医療関係団体などとの連携・協
同をすすめ、私たちのめざす地域医療の実践を
政策化し提言していくことを重視します。

１．健康権を探求し、実践課題と
して取り組もう

「健康権」については、第３９期運動方針にお
いて「憲法２５条を日常生活に生かしすべての
人々の『健康権（※４０）』を保障させる運動」
として提起していますが、昨年１１月に開催した
「医療活動・医師養成方針検討会議」などでの
提起・議論や在宅医療交流集会などの実践をふ
まえ、あらためて、実践的課題として提起しま
す。健康権（ｔｈｅｒｉｇｈｔｔｏｈｅａｌｔ
ｈ）とは、「すべての人々が、到達可能な最高
水準の身体的および精神的健康を享受する権
利」の略称であり、国際人権規約に規定された
基本的人権の一つです。世界における健康権は、
国際人権法（国際条約機構）やプライマリー・
ヘルス・ケア、そしてヘルスプロモーション（※
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４１）、さらに「健康の社会的決定要因」（ソリッ
ド・ファクツ図１１）の探求、全政策の健康影響
評価へ段階的に発展してきたＷＨＯの「健康戦
略の実践」を根拠に、すべての人に平等に保障
される基本的人権として国際的に定着・発展し
てきています。当然、健康を破壊する最大の要
因である戦争や飢餓の克服はその前提条件です。
健康権の提起は、「最も困難な人の最後のより
どころであり、すべての人の人権を守る」とい
う民医連の理念・歴史・実践と共通するもので
す。
相対的貧困が６人に１人、相次ぐ孤立死など

貧困と格差の広がりは、多くの人々の生存・生
活と健康を脅かしています。朝日訴訟などを通
じて勝ち取った憲法２５条の生存権保障のために
民医連は全力を尽くすとともに、人びとの健康
を脅かす社会的決定要因の究明・克服とすべて
の人びとの健康権保障の実践・運動を重ね深め
ていきましょう。さらに、健康権と切り離せな
い分野として、最大の環境破壊である放射能汚
染はもちろんとして、水俣病、大気汚染、アス
ベスト、基地騒音など環境問題を重視します。
今後深めていく論点として、①国の政策の根

底にある健康の自己責任論の対抗軸としての健
康権の位置づけ、②憲法１３条、２５条と健康権の
関係、③健康権の到達すべき具体的な内容の提
示、④綱領の実践に健康権を位置づける意義、
などがあります。日本はこれまでに健康権を規
定している国際人権規約を批准しており、条約
締結国として人々の健康権を保障する義務を負
っています。世界の多くの国々では憲法に定め、
すでに具体的な達成目標を持ってとりくまれて
います。健康権の主体は患者、国民であり、医
療・介護職は人権実現の重要な担い手という自
覚が必要です。そして、健康権保障の責任は国
が負わなければなりません。民医連はすべての
国民の生存権を守る活動に積極的に関わるとと
もに、健康権保障の担い手として大いに奮闘し
ましょう。

２．「医療活動の２つの柱」の実
践の焦点と具体化

【「総合的な医療の質の向上」】
「総合的な医療の質の向上」では「ＱＩ推進

事業」のＰＤＣＡサイクル（計画→実践→評価

→行動）の確立が重要です。「ＱＩ推進事業」
における医療指標は、医療安全・感染・チーム
医療、手術関連、救急医療、個別疾患、人権尊
重、患者満足の６つの領域・２１指標で実施して
いますが、すでに標準化している指標だけでな
く「ケアカンファレンス実施割合」「職業歴の
記載率」「社会資源活用・相談者割合」など民
医連の理念に関わる指標にもとりくんでいます。
２０１２年１月からは、「血糖コントロール値」や
「カルテ開示率」など個別疾患や人権尊重、地
域連携の領域を充実させて２８医療指標の測定・
分析・改善をとりくんでいきます。「民医連Ｑ
Ｉ推進事業」への全ての病院の参加を呼びかけ
ます。また、医療安全や医療倫理の飛躍のため
に、多職種間の連携やコミュニケーションの向
上などの「ノンテクニカルスキル」（※４２）を
新たな水準に高めることをめざします。

【「医療活動の８つの重点課題」の前進】
「８つの重点」の具体化をすすめる上で、４０

期に強調する点として、第１に、これまでの健
診活動の到達点に立ち、地域・職域での健康づ
くりを視野に入れた総合的なヘルスプロモーシ
ョンへと発展させましょう。全国各地ではすで
に共同組織とともに健康づくり運動や青空健康
チェック、健診など総合力を発揮し旺盛な活動
が行われています。それらの活動をまとめ、発
表し全国に普及して、いっそう発展させること
を重視します。具体的な目標の設定や「地域診
断」のとりくみなど共同組織とともに住民主体
の健康な地域づくり・まちづくりなど新たな前
進をめざします。推進にあたっては、保健師の
役割を重視することや各職種が専門的な力を発
揮することが重要です。そうした一環として、
「ＨＰＨ」（※４３）への参加を積極的にすすめ
ましょう。今、日本で参加しているのは福岡・
千鳥橋病院と東京健生病院、大泉生協病院、み
さと健和病院の４つです。「ＨＰＨ」には、病
院だけではなく、診療所・介護事業所も参加で
きます。積極的な参加を呼びかけ、民医連内に
とどまらず国際的な交流もすすめましょう。
第２に、国がすすめる住民相互の「助け合い」

を基調とする安上がりの「地域包括ケア」では
なく、国や自治体の責任を明確にした上で、地
域の総合的保健・医療・介護体制の構築ととも
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に「住まい」の保障も含めた在宅医療の強化を
重視します。在宅医療は、今後の医療・介護の
焦点で、最も民医連が力を発揮できる分野です。
在宅支援診療所と在宅を担う医師養成が重要な
鍵となり、今後の民医連の病院・診療所・介護
事業所の中心課題です。在宅医療交流集会で提
起した「民医連のめざす在宅医療の基本的な方
向と役割、当面の重点課題」をもとに「在宅総
合政策」を具体化し、「住まい」も含めた高齢
者の人権を守る新たな在宅医療の展望を切り開
きましょう。そのためにも、全国有数の調査（１
万４，７１５件）である「民医連訪問診療基礎調査」
を積極的に活用していきましょう。また、「高
齢者の終末期ケアの質を高める４条件」（※
４４）を実践的に生かし（「終末期ケア四分割法」
など）、どこで看取るかではなく、いかに看取
るかなど終末期ケアの質を高めるとりくみを前
進させましょう。
第３に、がん医療も含めた慢性疾患医療は、

「貧困と健康格差」、「超高齢社会」の進行が大
きく関係します。民医連らしい高齢者とがん医
療、慢性疾患医療の前進、そのための総合的主
治医機能の構築などの具体化をすすめましょう。
また、「アスベスト多施設調査」に次いで、全
日本民医連として「４０歳以下の２型糖尿病と生
活背景調査（仮）」を実施し、貧困と格差が糖
尿病の悪化と進行に及ぼす影響調査を行い国内
外の学会に発表していきます。
第４に、少子社会における課題、子どもの貧

困問題への積極的な関わりを重視します。「夏
休みに１０キロもやせた中学生」「虫歯２０本でま
ったく治療されていない子」などに見られる子
どもの貧困や虐待が社会問題となっていますが、
なかなか可視化されない問題があります。人生
を歩み始めた時期に、希望、意欲まで失われて
いくという問題であり、社会的な孤立が問題で
す。虐待する側の３割が非正規雇用という経済
問題も背景にあり、貧困問題を抱える母子世帯
など一人親世帯の問題でもあります。孤立を生
まないためにも産婦人科、小児科、歯科や地域
・共同組織・教育・保育関係者などが連携し、
具体的な援助や提言を行っていくことを重視し
ます。また、中学校卒業までの医療費無料化の
実現や遅れている公的ワクチン接種の拡大にむ
けてとりくみます。

第５に、チーム医療の新たな前進を図りまし
ょう。子どもの健康や高齢者医療への対応、在
宅への展開が求められる中で、看護師など各職
種の役割を強め、地域全体を視野に入れたチー
ムづくりが求められています。医療の質・安全
の向上においてもチーム医療の向上が重要です。
厚労省のもとでチーム医療推進の検討がすすめ
られていますが、「特定看護師（仮称）」導入議
論に見られるように、医師不足の中での各職種
の業務範囲の拡大や役割分担、効率性の追求に
重きを置いていることに注意が必要です。私た
ちは民主的集団医療の理念のもとに、「患者の
立場に立つ医療」「共同のいとなみの医療」の
実践としてチーム医療を発展させてきました。
今後さらに、医療者と患者・家族が対等の立場
で協力しチームを組み、ともに問題解決に向き
あう実践を積み重ねていくことが、医療者と患
者、また医療者間の民主的で協力的な関係づく
りにつながります。ＮＳＴなどのチーム連携が
すすむ中で、薬剤師や栄養士・セラピストの役
割がいっそう重要となっています。医師に求め
られるリーダーシップの中身も変化しています。
各職種の能力を引き出し、調整を図るコミュニ
ケーション能力やマネージメント能力が求めら
れています。診断・治療方針の決定と実行だけ
でなく、患者を地域における生活者として全人
格的に捉え、その人らしく健康に生き抜くこと
を患者自身や家族を含むチーム全体で考え、さ
さえましょう。
第６に、住民の健康に欠かせない精神保健医

療活動の前進と連携を重視していきます。精神
疾患の患者数が３２３万人と最も多い疾患であり、
第２期地域医療計画では、あらたに精神疾患が
追加され「５疾患５事業」になりました。貧困
問題や労働環境などの悪化がうつ病に大きく関
与しています。自殺予防も重要です。子どもの
こころの健康から高齢者のうつ状態や認知症の
問題まで、医療・介護の実践全体にメンタルヘ
ルスや精神疾患の理解と対応が求められていま
す。震災後・原発事故後のこころの健康への影
響もみておく必要があります。自県連に精神科
のあるなしにかかわらず、民医連としてもこの
分野の活動をこれまで以上に重視していきます。
こうした、民医連がめざす医療活動を前進さ

せる上で、家庭医・総合医、専門医のバランス
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WHO　「健康の社会的決定要因
ソリッド・ファクツ（2003年）」

③幼児期
④社会的排除

⑤労働

⑥失業
⑦社会的支援

⑧薬物依存

貧困・不健康・疾病羅患・死亡等

⑨食品 ①社会格差
②ストレス

⑩交通

図11）
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日本は子育て世帯への所得再分配が皆無に近い

貧困の減少に対する税と所得移転の影響（再分配の効果）
貧困率（所得再分配後）

出所：『世界の社会政策の動向』（OECD編、明石書店刊）

子どものいる家庭の相対的貧困の減少に対する税と所得移転の影響（2000年）

子どものいる世帯

子どものいない世帯

図12）

のとれた養成とその日常的な連携が重要です。
医療部・医師部と自主研究会、診療所委員会、
家庭医グループとの連携・協同をいっそうすす
めていきます。

３．民医連における中小病院およ
び診療所の役割

国は「２０２５年問題」を念頭に、急性期病床を

高度急性期病床１８万床（特定機能病院と同等の
高機能病院）、一般急性期病床３５万床に集中・
減少させ、平均在院日数のさらなる縮小と、後
は在宅へという流れを加速しようとしています。
しかし、震災に見舞われた現地で最も必要とさ
れたのは、救急救命機能とともに、地域に密着
し活動を続けた中小病院や診療所でした。その
中小病院が今、国の政策によって存亡の危機に
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立たされています。地域医療における中小病院
が担う役割は地域の人々の生活とケアを支える
拠点です。すなわち「主治医機能」としてその
人の健康や生活を支えることと地域全体の健康
づくりに積極的に関わるということです。そし
て具体的には、①地域の急性期医療ネットワー
クの中で役割を担うこと、②保健予防と慢性期
の医療の中心的な役割を担うこと、③在宅医療
支援機能を担うこと、があげられます。そして
これらの役割を果たす上では、同じ中小病院と
いっても一律ではありません。地域分析に基づ
く、病院、診療所のポジショニングを定め、他
の医療機関との密接な連携を通じて役割に応え
ていくことが必要です。先に開催した「医療活
動・医師養成方針検討会議」では、青森・健生
病院、長野・健和会病院、鹿児島生協病院の報
告が全体に大きな確信を与えました。民医連の
病院はＤＰＣ制度（※４５）で支払いを受けてい
るところも含め、ほとんどが中小病院です。Ｄ
ＰＣ制度については今後、政策的にも大きく変
化します。「たたかいと活用、対応」の立場か
らこの影響を全国的に検討していきます。
民医連の中小病院は、無料低額診療、ＱＩ事

業、「アンダー３０００件」問題ではその存在を大
きくアピールしました。中小病院が輝くことは、
地域医療を充実させる要であり、日本の医療の
展望を示すものです。
民医連の診療所においては、①２４時間３６５日

を支える地域の中での役割、②地域医療の第一
線を担う医師養成の役割、③保健・医療・介護
の総合的展開の拠点の役割をより重視しなけれ
ばなりません。診療所（有床診療所含む）は民

医連運動の原点です。より地域に密着し、住民
の生活を把握し、病院や介護の事業をつなぐ役
割があります。そうした役割が果たせるよう、
全国の経験の普及や交流の機会として、全国、
地協レベルでの会議の開催などを企画し、診療
所を担う医師養成にも積極的に取り組みます。

【青森・健生病院、長野・健和会の教訓】
青森・健生病院や長野・健和会の実践から学

ぶべき教訓があります。その第１は、地域の人
口の変化と高齢化率、疾病分析、介護認定者数
の変化、介護保険・在宅サービス別指標の推移
など、「貧困と健康格差」・「超高齢社会」に
関する総合的多面的な徹底した地域分析・診断
を外部の協力も得ながら経年的に蓄積している
ことです。第２は、そのエビデンス・可視化を
もとに地域の現状・課題を医師と職員で共有し、
法人・病院だけのポジショニングだけでなく各
科や部門の医療・介護活動の役割・目標を鮮明
化していることです。第３は、地域分析のリア
ルなデータに基づく地域の状況と法人・病院の
役割について中学生・高校生１日体験などにも
生かしています。そうしたことが奨学生対策の
成果や、「地域医療の知識と広い視野」「人権の
弦の共鳴」「社会的使命感」など地域に正面か
ら向き合える医師づくりの実践に結びつけてい
ることです。第４は、法人・病院の内むきの戦
略と実践に留まらずに共同組織とともに地域医
療の構築や健康なまちづくりへ結びつけている
ことです。これらは病院だけでなく地域におけ
る診療所の役割を検討していく上でも重要です。

第３節 介護・福祉の活動

高齢化の進展のもと、地域の介護・福祉需要
は今後さらに増大していきます。貧困と社会的
孤立が拡大する中で、深刻な生活困難を抱える
高齢者、障がい者が増えています。民医連の介
護・福祉活動に対する地域の期待はいっそう高
まっています。２０２５年にむけて「地域包括ケア
の実現」にむけた国・自治体でのとりくみが本
格化していきます。「誰もが、最後まで安心し
て住み続けられるまちづくり」の課題として運
動と事業の両面から向き合い、「あらゆる活動

を共同組織とともに」の視点でとりくんでいく
ことを重視します。
制度の抜本的改善にむけた介護ウェーブに引

き続きとりくみます。障がい者の人権を守る活
動をすすめます。新「再生プラン案」を携え、
新たな共同を広げるとともに、自治体に対する
提案型の働きかけを今まで以上に重視し、利用
者・家族など運動への当事者参加を追求します。
地域に何が必要とされているかを日常生活の

圏域で把握・分析し、中長期を見据えた医療・
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介護の総合的な事業活動方針を練り上げ実践し
ましょう。訪問看護や無料低額診療など、いつ
の時代にも住民の切実な要求に基づいて民医連
は時代を切り開く先駆的課題に挑戦してきまし
た。住まいや小規模施設を展開する上での経営
的な厳しさもありますが、地域の要求にこだわ
り、制度改善を求めるたたかいと結びつけなが
ら、事業全体を総合的に前進させる視点で具体
化しましょう。自治体の意向や計画をよくつか
むとともに、地域に必要な事業を自治体に提案
することも重要です。
介護の質の向上を追求します。民医連の真骨

頂ともいえる医療と介護の連携を強め、重度、
認知症、終末期のケアを強化します。連携の要
となる訪問看護の機能強化（大規模化・多機能
化）は不可欠の課題です。昨年実施した「往診
・訪問診療患者の医療・介護現状調査」（高齢
者医療委員会）では、調査対象者の４６％が訪問
看護を利用しており、訪問看護ステーションが
在宅医療の主役となっていることを示していま
す。一方、「調査」では、訪問介護は、民医連
外事業所のサービスの利用が民医連事業所の２
倍になっているなど、法人内での連携が必ずし
も十分なものとなっていない点もうかがわせま
した。福祉用具事業についても、自法人のケア
マネジャーからの委託が６割にとどまっている
と報告されています。「２４時間対応」「安心・安
全のまちづくり」を実践するとき、あらためて
法人内ネットワークの強化と地域連携の視点を
貫いた『総合方針』を各法人で作成することが
求められています。
地域に安心を保障する「２４時間３６５日」対応

を追求します。低所得でも入居できる住まいづ
くりを居住権保障、まちづくりの視点でとりく
みます。特養はじめ地域に必要な施設や小規模
多機能居宅介護をはじめとする制度に対応する

新たな事業課題を検討・具体化しましょう。小
規模展開の良さを発揮し、利用者に寄り添った
個別のケアの充実に努めます。地域福祉の拠点
としての社会福祉法人、施設の役割・機能の強
化を図ります。人権と生活を守るケアマネジャ
ーに「たたかうケアマネ」としての役割の発揮
がいっそう期待され、求められています。民医
連の地域包括支援センターは７５カ所になりまし
た。法人の援助を強め、求められる課題にふさ
わしく役割・機能を強めます。
共同組織とも連携しながら軽度者への介護予

防・生活支援、身近な地域での多彩な助け合い
活動にとりくみます。特に、介護予防に関して、
厚労省は「介護予防・日常生活支援総合事業」
という軽度介護の新たな切り捨てにつながりか
ねないしくみを制度化しました。住み慣れた地
域で健康で暮らし続けることはすべての国民の
願いです。要介護者にならない予防のとりくみ、
行くと元気になる地域の支え合いの拠点づくり
を共同組織とともにすすめましょう。
法改正で労働関係法規が指導・監査の対象に

なりました。事業整備をいっそう重視し手抜か
りなくすすめる必要があります。改定介護報酬
（同時改定）への対応を的確にすすめ、利用者
・家族の生活と権利を守り、経営基盤の強化を
図ります。「たん吸引」行為などの医療処置行
為が介護事業所の介護職に拡大されました。現
実的な対応をせざるを得ませんが、責任の所在
や十分な研修の保障などを含めた「たたかいと
対応」を重視します。民医連の事業所において
登録型・直行直帰型の労働形態の見直しを計画
的にすすめましょう。介護分野をビジネスチャ
ンスと捉える営利企業の参入が強まっています。
非営利事業体としての役割・存在意義を大いに
発揮していきましょう。

第４節 歯科分野の課題

今日の情勢のもとで民医連歯科の存在意義は
増しており、現場からの具体的な事実に基づく
提案や発信が注目されています。地域に根ざし
た歯科医療の推進、共同組織の中でのハミガキ
セミプロづくり、「８０２０」運動など、民医連歯
科の役割は増しています。さらに超高齢社会の

中で、医科・歯科や介護との連携を行っている
民医連歯科の特徴を伸ばしていくことが重要で
す。
今まで厳しい現実が伝えにくかった歯科医療

の現場も、「歯科酷書」の発表以来、大きな反
響があります。日本歯科新聞はトップで「口腔
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から『人』を、そして『社会』を診る歯科医師
たちは診療所を出て地域に飛び込んでいく。そ
れは歯科医療本来の役割に真正面から向かって
いく、時代を変えるチャレンジである」と民医
連の歯科がとりくんでいる内容を紹介し、「口
腔に表れる格差・貧困」にとりくむ民医連歯科
の活動を伝えました。ＮＨＫをはじめとする報
道、各種雑誌や国会でも取り上げられました。
２０１１年１０月末時点で、民医連歯科で無料低額
診療を行っているのは２５事業所に増え、さらに
広がっています。制度を利用して治療を行った
症例の調査ではＤＭＦ指数（虫歯がある、もし
くは治した、歯を抜いた）は明らかに、経済格
差が反映しています。今、「歯科酷書第２弾づ
くり」に着手しており、今期は「再生プラン案」
の歯科分野でのバージョンアップの作業をすす
めます。
２０１１年度「保険で良い歯科医療の実現を求め
る」署名では、運動の牽引車としての役割を果
たし、１２月１５日時点で１３万８，５９４筆になりまし
た。医科・介護の協力も得て、過去２回のとり
くみを上回り目標を突破しました（全国では２５
万筆）。１０月８日からの運動強化月間では、仙
台での「いい歯と健康」集会はじめ、「格差と
貧困１０・３０歯科医療危機突破集会」、国会要請
行動をはじめ全国で様々なとりくみが行われて
います。東京、千葉、長野、愛知、大阪、兵庫、
大分では県連絡会ができ、地方議会意見書採択

は２０１１年８月２６日現在１１県道議会、５３１市区町
村議会（３０．４％）となっています。
歯科を恒常的な黒字体質にするには、「保険

で良い歯科医療」の運動が重要です。日本の歯
科医師の５人に１人が年収３００万円との報道も
あります。すでに安全で必要な技術として確立
している金属部分床義歯などの医行為の保険適
用など、医科と比べても拡大している自由診療
をなくすこと、予防活動を重視すること、窓口
自己負担をなくすことなどが重要です。
３年前、「２０１１年度までにすべての歯科で黒

字にしよう」という具体的な目標を掲げた提起
に、全国の仲間が応え黒字事業所比率６０％を超
え、民医連歯科全体でも黒字となる見通しです。
教訓は、黒字を出している事業所の経験を徹底
的に学び取り入れたことや地協レベルでの現地
懇談会を開催し、より現場際での具体的な指摘
や援助を強めたことなどです。改善の一歩で、
「変化を体験する」ことが、職員の確信となり、
さらなる改善へとつながっています。今期は、
すべての歯科事業所で黒字化をめざしましょう。
民医連歯科の運動を担う人づくりの課題では、

２０１２年に卒業者を出すと１０人となる歯科奨学生
を意識的に増やすことが求められています。ま
た、歯科分野を担う医師、事務幹部づくりは県
連、法人単位で位置づけましょう。そうした前
提で県連長期計画の中で空白県連における歯科
の新設を位置づけ挑戦しましょう。

第５節 平和を守り発展させる課題と「権利としての社
会保障」の拡充にむけて

この２年間は、日本の将来に関わる重大な年
となります。第１に、辺野古への基地建設を断
念させるために、県民と日本国民が心を１つに
することです。民医連はその実現のために全力
を尽くします。引き続き、全国、地協、県連な
どで平和学校など様々な活動に挑戦し、平和の
ために活動する仲間を養成します。日常的に誰
もが参加できるよう創意を生かし、平和活動や
憲法９条の会の活動を活性化させましょう。
第２に、学習を強め、「一体改革」のねらい

を明らかにし、社保協が提起した「１０００万署名」
の民医連目標３００万筆の早期達成で、マスコミ
も無視できないような大きな運動を組織し、各

悪法の廃案と路線転換をめざします。ＴＰＰへ
の参入問題でも同様です。
第３に、地方自治体にむけてのとりくみを重

視します。国の責任を放棄した「地域主権改革」
ではなく、住民が主人公となる自治体をめざし
て、不当なこととはたたかい、求められること
には「提案・提言」を積極的に行います。
第４に、医療費・利用料の窓口負担ゼロをめ

ざし、当面、自己負担の軽減をはかるとりくみ
をすすめましょう。子どもや高齢者、がんなど
を含む難病患者の医療費無料制度の実現や高額
療養費制度の上限の大幅な引き下げ、国保法４４
条（※４６）に基づく減免制度の適用や生活保護
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の取得条件の改善、無料低額診療事業の全事業
所での実施と保険薬局など対象事業を拡大させ
る運動を強めましょう。
第５に、支持率を失った民主党政権のもとで

総選挙も近いうちに実施される可能性が大です。
来年は参議院選挙も行われます。衆議院比例定
数８０削減案を阻止し、民意が反映される選挙制
度の実現をめざします。今後、政界再編が繰り
返される可能性があります。医療・介護の改善、
拡充と政治は密接に関わっています。自民・民
主合わせても支持率は３割にとどまり、圧倒的
な国民は「政治には期待しているものの支持政
党なし」という状況です。国政進出を狙う大阪
維新の会の動きに対し、事実から出発し、学習
し、具体的なたたかいを強めることを重視しま
す。前進も後退もありうる「せめぎあい」の時
代です。そうした時に、職員、共同組織の中で
学習を強め「本質を見抜く力」を蓄え、「構造
改悪」に反対し、憲法９条、２５条を守る勢力が
国政でも地方政治でも大きく前進できる状況を
作り出しましょう。そのために運動や形態も工
夫を凝らし、より多くの職員や共同組織の仲間
が主体的に参加できる状況を作り出しましょう。
国民が主人公の国づくりをめざし「憲法を暮ら

しに生かす」「アメリカ、大企業中心の政治の
転換」を掲げ活動する「平和・民主・革新の日
本をめざす会」（全国革新懇※４７）の役割が重
要となっています。保守系の人々はじめ多くの
要求で一致する人が参加する地域革新懇運動へ
のかかわりを強めることや全国革新懇ニュース
読者の普及に努めます。自治体の選挙では要求
実現めざして共同を広げ、民主的自治体づくり
をめざします。
第６に、これらをすすめるために適宜、学習

・宣伝資材を準備します。全日本民医連として、
福祉国家構想研究会や非営利・協同総合研究所
いのちとくらしなどと共同して、新しい福祉国
家や医療・介護保障の分野での政策力量、提言
力を高めるように努めます。
第７に、「要求」での一致点を大切に、日本

医師会、ＪＡ全中はじめ、より多くの団体、個
人との共同を広げます。また、中央や地域社保
協、医療団体連絡会議、国民大運動実行委員会、
平和団体、民主団体、労組など民主的諸組織と
の共同・連携を強めます。各地でも保険医協会
や医師会、看護協会など各職能団体へ積極的に
参加、共同を広げます。

第６節 あらゆる活動を「共同組織」の仲間とともに

共同組織は、この２年間で構成員が１０万の純
増となり、３５０万を超えました。『いつでも元気』
は、５万７，０００部を超え過去最高に到達しまし
た。しかし、目標には到達していません。一方、
各共同組織が力をつけ、健診・健康づくりや地
域での支え合いや助け合い、運動面などを通じ
て地域の中でなくてはならない存在として役割
を果たしています。全国の優れた経験が全国連
絡会（現在３５県連から参加）や県の共同組織の
集会などを通じて全国に普及されています。事
業所利用委員会の活動や機関紙配布、班会活動、
健康づくりや助け合い活動が旺盛に行われてい
ます。また、職員と一緒になった平和・社会保
障推進委員会への参加、増資運動への参加、医
学生や看護学生への援助や医学生対策そのもの
への参加も広がりました。共同組織の存在は、
「共同のいとなみ」を掲げる民医連の最大の特
徴の１つであり、民医連運動の重要な担い手と

して役割を発揮しています。
あらためて、「あらゆる活動を共同組織とと

もに」の視点を貫き、共同組織の活動を強めま
しょう。現在、共同組織は３５０万の到達ですが、
実際に日常の活動に主体的に関わることができ
ているのは１０～２０％です。『いつでも元気』購
読者は職員を入れて５７，０００部（職員１７，０００部）
です。手配り配達者など共同組織の役員に対し、
積極的に購読を呼びかけます。地域には高齢者、
独居、母子など孤立した住民がたくさんいます。
そこに人権のアンテナを高く張りめぐらせ、具
体的な援助や参加を広げましょう。共同組織に
参加している仲間の力を生かすことができれば、
安心して住み続けられるまちづくりにつながり
ます。今期は、各組織が仲間増やしや出資金・
地域協同基金などの具体的な目標を持ってとり
くみ、２００４年の総会で掲げた早い時期に４００万
共同組織をめざしましょう。そして、「共同組
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織の質」を高めるためにも共同組織の活動へ主
体的に参加する仲間を増やすことを重視しまし
ょう。
２０１２年９月には震災の影響で延期となってい
た第１１回共同組織活動交流集会（※４８）が岩手
県花巻市で行われます。メインテーマは「いま、
いのち輝く新しい福祉の国づくり、雨ニモマケ

ズ、風ニモマケズ、震災ニマケナイ、原発ノナ
イ、誰もが安心して住み続けられるまちづくり
を」です。全国から１，５００人を超える参加で大
きく成功させましょう。また、共同組織の日常
的な活動へ職員の意識的な参加を追求しましょ
う。

第７節 民医連運動の推進力～後継者の確保と養成、各
職種の役割

１．民医連の医師運動・医師養成
・医学対の前進を

２０１０年６月に開催した医師の確保と養成に関
する全国会議（伊東集会）では、医師運動で勝
ちとった「医師増員の局面」における私たち民
医連が直面する課題と、医療崩壊を食い止める
ために診療報酬引き上げなどの医師が主体とな
る運動を強め、社会に発信していくことを確認
しました。医師養成にあたっては「オール民医
連」でとりくむことを提起し、医師像として「地
域医療のスペシャリストとして、総合性を自ら
の専門として高い力量を持つ家庭医・総合医と
総合的基礎力を備えた専門医をバランスよく育
成する」という基本方針を確認しました。今期
はこの到達点に立って民医連医師養成をさらに
発展させ、目に見える結果をつくりだしましょ
う。

（１）民医連の医師養成の発展をめざそう
「全日本民医連医師臨床研修センター（イコ

リス）」を中心に、民医連がとりくんでいる人
権を守る活動を医師養成・研修に具体的に結び
つけましょう。また、民医連外の力も借りて各
種研修を成功させることを重視します。そして
医師養成方針やロールモデルとなるような民医
連の医師の姿を医学生や研修医、現役医師自身
に分かりやすい形で見えるようにしましょう。
各事業所のホームページやツイッター、フェイ
スブックなどは、医学生が民医連の活動と出会
う重要なツールです。重視しましょう。
【初期研修の到達点に立ち、生涯にわたる医師
養成の姿を示そう】
民医連の初期研修は、日本の中で一定水準以

上の内容を備えていることは明らかです。この
ことを確信に、日本の医療のスタンダードな姿
として認知されるよう質・量ともに深化した医
師養成方針にバージョンアップさせましょう。
さらに、続く後期研修を発展させ、「５年後、
１０年後の自分の姿」が民医連で展望できるよう
な道筋を示していきましょう。
【地域医療のスペシャリストとしての医師養成
をすすめよう】
「総合性を自らの専門として高い力量を持つ

家庭医・総合医と総合的基礎力を備えた専門医
をバランスよく育成する」という民医連医師養
成の基本方針は、一人ひとりの医師のアイデン
ティティーを「専門医」「家庭医・総合医」に
固定化されることを意味しておらず、その地域
や施設での役割などを常に念頭において捉える
ことが必要です。その地域や施設で何が求めら
れ、何が必要とされているのかを意識し、とき
には総合性を前面に出して、ときにはある特定
の分野に専念することを、組織としても個人と
しても確認しあってすすむことが大切です。ど
の分野にすすむ場合も「総合性の維持」を担保
した医師養成方針が欠かせません。「総合性に
裏打ちされた専門性」が民医連における専門医、
家庭医・総合医養成の要です。

（２）新たな情勢に立ち向かう民医連医師養成
を前進させよう

医療機関・介護施設の類型化、役割分担化が
すすむ中、単独の施設で総合性を発揮しづらく
なっており、「機能連携や協力共同」がキーワ
ードです。分野ごとに後期研修や専門医資格取
得への道筋が示され、若手医師は「どのパター
ンに自身を当てはめるのか」という考え方を重
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視する傾向にあります。「日本専門医制評価・
認定機構」や厚労省の「専門医のあり方に関す
る検討会」が発足し、専門医・総合医のあり方
の検討が急ピッチですすめられています。国の
医師数調整戦略も、後期研修や専門医資格への
国の介入という形にシフトしてきています。高
度医療の分野では、施設も症例も集約化され、
かつてのように専門研修において「何にでも手
を出せる」時代ではありません。こうした情勢
は、総合力をベースにした地域とともに歩む成
長の道筋とは異なっています。現在の日本の医
療や福祉の状況、そして今回の震災支援や利根
支援での教訓から、「現場や地域で生活する人々
が求める医師づくり」にこそ医師養成の本道が
あります。その地域で必要な医療、技術は何か、
必要な医師のあり方は何かを明らかにしましょ
う。そこに地域に密着し急性期から中小病院、
診療所、在宅、保健予防、介護・福祉に総合的
に関わっている民医連の研修の重要な意味があ
り、多くの国民が求めている医師像です。研修
プログラムで具体的に示していきましょう。
【専門医、家庭医・総合医の協働で諸課題にと
りくもう】
どの分野を担おうとも国民の人権と日本の医

療の将来に責任を持つ民医連の医師として、
個々の事業所での仕事にとどまらず、様々な医
療・福祉政策に影響を与えられるような技術の
開発やエビデンスの集積に努めましょう。災害
医療、被ばく医療、水俣病やアスベスト問題、
労働者の健康を守る活動など労災・職業病、環
境・公害問題などのとりくみと目の前にある問
題、一人ひとりの患者から学び、「社会的視点」
をすべての医師が持って活動しましょう。これ
も民医連で行う研修の醍醐味です。労働衛生分
野を担う専門医の養成を全国的な規模で意識的
に追求しましょう。自主的な各疾患別研究会や
小児科、産婦人科、精神科の各医療委員会、労
働者の健康問題委員会など、学術・研究活動を
全国的スケールでとりくみましょう。地域の中
小病院や診療所、離島や僻地医療などの意義や
魅力について、より多くの医師が確信を持てる
よう分かりやすく伝えることが必要です。医療
空白地域の三陸地方沿岸部での民医連の事業所
開設を展望しつつ、関わりを意識的に強めます。

（３）民医連の医療と運動を地域が求めるレベ
ルに発展させる医師集団づくりを強めよう

民医連の医師養成を前進させるためには、病
棟、外来、在宅・往診など日常診療のすべての
分野で教育機能をいっそう高めることが必要で
す。病棟での回診や多くの職員との間での、単
に病像の把握に留まらない生活をも診る総合的
なカンファレンスを重視し、他の職種との共同
で、地域とともに歩む医師として育ち合いまし
ょう。学会や研究会活動、民医連の制度教育な
どへの参加を重視しましょう。
医師体制、医師労働の厳しさは、医師集団の

中に様々な矛盾を生み出しています。医師部や
医師委員会、研修委員会などの役割と機能を高
め、組織をマネージメントする幹部医師集団形
成とそれを全面的に支えるトップ事務幹部の配
置が重要です。トップ間の意思疎通を強め、県
連的に医師問題に対応していきましょう。
医師事務業務支援課などの部署を設置して、

医師労働を積極的にサポートするとりくみがす
すめられています。そうした経験にも学び医師
労働の軽減策を具体化しましょう。民医連の女
性医師比率は全国平均と同様に年々高まってい
ます。女性医師の働きやすい環境づくりのため
にさらなる努力を強めましょう。女性医師の会
などの集団づくりを重視しましょう。かつて民
医連で研修や働いたことのある医師を含め、既
卒医師対策を重視し、継続的に取り組みましょ
う。
上記、多様で多彩な活動をすすめることで、

より多くの幅広い医師が民医連に参加すること
が可能です。そうしたときに、各事業所の中心
を担うとともに、県連や地協、全国的視野で民
医連運動を語り、組織できるリーダーとなる医
師の養成や組織化・集団化が鍵となります。奨
学生時代も通じて意識的に育てることを強めま
しょう。その一環として、全日本民医連レベル
で青年医師会議やワークショップなどを企画し、
取り組みます。

（４）民医連の医療活動と医師養成・医学対を
一体で医学生に大いに語ろう

３・１１を契機として、日本の多くの医学生が
「何ができるか」「将来、医師としてどう生き
るか」について真剣に模索しつつ、正義感や若
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者らしい感性を発揮し、被災地へのボランティ
ア活動、原発問題の学習会や原発をなくす運動
に参加しています。反核医師の会医学生部会も
活発化しています。自己責任論や競争的価値観
の影響を受けてきた医学生が、社会問題に向き
合い、社会的連帯の行動にとりくみつつあるこ
とは、積極的な変化であり、日本の医療の未来
にとっても希望が持てるものです。このような
医学生に対して、「民医連医学対活動の２つの
任務（医学生の民主的成長への援助、民医連の
医師後継者対策）」に基づいて、大いに働きか
けを強めましょう。
第１に、震災・原発・貧困・超高齢社会など

の社会的問題に対し「地域」に根を張って活動
する民医連の医療と運動、理念と実践を語り、
医師としての生き方を問題提起しましょう。医
学生の社会的関心が高まっている状況のもと、
大学の教官などの力も借りて、被ばく医療や貧
困・格差問題、少子高齢化問題などの学習・研
究を行うサークル（例えばかつての学生セツル
メント活動や民医研のような）や自主研究会づ
くりを援助することを提起します。こうした活
動が医ゼミなど医学生運動の強化につながりま
す。
第２に、地域医療のプロフェッショナルづく

りをめざす研修の優れた特徴を示しましょう。
①地域医療を中心的に担う医師として、総合性
を基調にして家庭医・総合医と専門医をバラン
スよく養成していること、②それが可能な条件
として、第一線の地域医療を充実させる課題と
結合したプライマリケア研修（豊富な症例・コ
モンディジーズの基礎的診療能力、救急・救命、
社会的視野、地域の要求に基づく専門的技術と
質の向上など）にとりくみ、豊かな実績がある
こと、③民主的集団医療に基づくチーム医療や
共同組織の参加によって、疾病だけでなく、そ
の背景をつかみ生活者の視点での育成を重視し
ていること、④研修医、青年医師の自発的な研
修づくりや研修改善のとりくみを重視している
こと、⑤初期研修から後期研修への連続性を持
った研修を位置づけ、この時期に総合的力量を
蓄えることを重視していることを強調すること
が大事です。
第３に、全国は１つの立場で連帯し、かつ地

域や医療界に開かれた民医連の組織的特徴を分

かりやすく伝えることです。今期中に全国すべ
ての医学部・医科大学に５００人以上の奨学生集
団をつくること、卒年対策では２年間で３００人
を大きく超える受け入れの実現をめざします。
卒年におけるフルマッチ対策、奨学生の確保と
成長、医学生運動との協力共同の課題などを総
合的にすすめましょう。そのために、各県連の
地元大学対策と地協的全国的な協力を強めまし
ょう。この立場で医師養成と医学対活動をいっ
そう発展させていきましょう。

２．看護分野の課題

３９期の活動が一定前進したことを確認し、民
医連の看護師集団がさらに前進するために課題
を提起します。看護委員会ワーキンググループ
が、①「交替制勤務を中心とした労働環境課題」、
②「若手中堅看護師の育成と定着にむけて」の
提言をまとめました。また、「あらためて民医
連の看護実践のあり方を考える～民医連の看護
実践でつちかってきたもの～」として民医連の
創設期からの看護をまとめ、継承と発展のため
の看護実践のあり方を提起しました。法人や事
業所の課題に引き寄せて、健康で働き続けられ
る職場づくり、人づくりをすすめましょう。重
視すべき課題として、第１に、民医連の医療理
念を柱に、求められるものに応えられる基礎的
看護実践能力を高め、生活援助技術のスキルア
ップなど、ケアの質の向上にとりくみましょう。
民医連職場でのキャリア開発が重要です。特に
若手・中堅職員への援助を強めましょう。第２
に、在宅医療・介護における診療所や訪問看護
ステーションの役割が重要です。在宅医療を担
う看護職員の力量向上と育成をすすめ、在宅医
療の要としての訪問看護ステーションの役割、
機能を強めましょう。第３に、新人看護職員の
研修内容をガイドラインに沿って見直し、整備
し、新卒研修を丁寧にすすめましょう。第４に、
地協・県連・法人などの看護政策の策定や見直
しを急ぎ、看護管理者を計画的に育成する方針
を持ち具体化しましょう。第５に、医師養成の
上で看護師集団の役割はいっそう重要となって
います。患者を中心に連携や共同、カンファレ
ンスなどを重視し、ともに育ちあうことです。
全日本民医連の「２０１１年新卒看護師など受け入
れ／退職状況調査」（毎年４月実施）では常勤
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看護職員の離職率は１０年度８．７％（０９年度
９．３％）でした。主な離職理由は、本人の健康、
結婚・出産・育児、転居が全体の４５％を占めて
います。あらためて健康な職場づくりの方針、
子育て支援の方針など具体的に提案していくこ
とが重要であり、職場保育所の整備・充実、勤
務のあり方の見直しなどが必要です。コミュニ
ケーションづくりや相談活動、適切な評価など
全国の優れた経験に学び、事業所の管理課題と
して目に見える改善につなげていきましょう。
厚生労働省から「看護師などの『雇用の質』

の向上のためのとりくみについて」という局長
通知が出されました（２０１１年６月）。その中で
看護師などの労働時間の管理や健康を守るとり
くみの必要などが各県知事や労働局長あてに示
されています。このことは事態の深刻さと緊急
な対応の必要性の表れです。私たちは、国や行
政に対し、看護労働の実態、事業所の社会的な
役割、特に地域の民間医療機関の果たしている
役割を具体的に示して支援策を求めて運動を強
めます。その際、地域の他の医療機関や看護師
との交流を強め、共同してとりくむことを重視
しましょう。
今後も看護師不足の解消や診療報酬の引き上

げ、制度改善に重点を置いて国民が求める医療
・看護の充実にむけて運動を強めます。日本看
護協会、各県の看護協会への働きかけ、看護を
良くする会、医労連など他団体との共闘を引き
続きすすめましょう。地域の病院訪問を行い、
看護の中身を通じた連携を強めましょう。
看護師「特定能力認証制度」創設にむけての

動きが急です。問題の動向を注視し、創設の背
景やそのねらいをしっかりつかむことが重要で
す。前期、全日本民医連は、安易な特定看護師
制度創設に反対する声明を出しました。看護本
来の役割を変える内容を含んでいます。そのね
らいを明らかにして医療関係団体などに対し、
共同を呼びかけます。内部でも学習を重視しま
しょう。２０１２年９月３０日～１０月１日、徳島で開
催予定の第１１回全日本民医連看護介護活動研究
交流集会を成功させましょう。

３．薬剤分野の課題

３９期は職員育成部の下に薬剤関係の委員会を
統括しました。薬剤委員会では初めて「薬剤師

政策（案）」を提起し全国で議論が始まってい
ます。高薬価構造の是正で患者負担軽減と薬剤
分野の活動を正当に評価させる診療報酬改善を
めざす「ファーマ・ウェーブ」は、患者むけの
チラシの発行や医療関係者内での学習をすすめ
ました。医薬品評価委員会は、１７年ぶりとなる
薬事委員会活動交流集会を開催し、あらためて
民医連における薬事委員会の役割について深め
あいました。保険薬局委員会は、薬局窓口での
一部負担金に対する患者の意識調査を行い、高
負担率と高薬価によって「お金の切れ目が薬
（命）の切れ目」であることを告発しました。
薬剤師確保育成委員会は、全国の薬学奨学生を
対象にした「薬学生セミナー」を企画しました
が震災により中止しました。薬学生対策では、
奨学生が２００９年の１１２人から２０１１年は２１５人に増
えました。薬学教育６年制に伴う実務実習が始
まりましたが、民医連での実習は学生や大学か
らも評判が高く、実習を通じて民医連に就職を
希望する経験も生まれています。
今期の重点は、①全国の討議を経て「薬剤師

政策（案）」を作りあげること、②職能団体と
も連携してファーマ・ウエーブの運動を大きく
盛り上げること。中でもさらなる高薬価構造と
なる「新薬創出加算」の早期廃止にとりくむこ
と、③保険薬局での「質」向上のとりくみ（保
険薬局版ＱＩ事業）に着手すること、④新薬モ
ニター・副作用モニター活動のさらなる発展、
⑤６年制対応の研修マニュアルの整備、⑥薬害
イレッサ訴訟の全面解決をはじめとする薬害根
絶に全力をあげること、です。医療の質や医師
研修を充実させる上でも、チーム医療の担い手
としても薬剤師の役割が増しています。保険薬
局の非営利一般法人化への検討をすすめましょ
う。

４．介護分野の課題

民医連の介護・福祉を担う職員の確保・養成
のとりくみを強化しましょう。地域要求や制度
の動き、そのもとでの今後の事業展開に見合う
確保・養成計画を作成し推進します。「キャリ
アパス作成指針（案）」に基づき、各層の職員
養成の目標・計画をもち具体化します。地協や
県連での管理者養成に引き続きとりくみます。
職員の処遇改善、働き方の見直し、介護職の医
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行為への対応など、必要な条件整備と運動を行
います。全日本民医連として法人責任者研修会
などを引き続き企画します。
各地で介護職の組織づくりのとりくみが広が

っています。すべての県連に介護職部会を立ち
上げましょう。現場の意見をふまえ、「民医連
の介護・福祉の理念」の「改定案」（※４９）を
提案しました。日常の介護実践を通して深める
とともに、介護ウェエーブの活動、キャリアパ
ス作成をはじめ養成のとりくみにも生かしまし
ょう。全日本民医連として介護職の交流と理念
案を確定させる企画を検討します。

５．リハビリ分野の課題

医療と介護の連携の重要なキーパーソンの役
割があるのがリハビリ分野です。急性期から在
宅まで多くの分野で役割の発揮が期待されてい
ます。民医連の医療の質評価事業（ＱＩ）によ
れば、急性期病院のリハビリ実施率は平均
２９．３％（２０１１年上半期）であり、在院日数の短
い施設ほど実施率が低い傾向にあり、廃用症候
群や合併症の予防改善のために発症早期からの
実施に努める必要があります。民医連の回復期
リハビリ病棟は７２病棟で、全国の回復期リハビ
リ病棟の約５％を占めています。職員数は増加
していますが、休日リハビリ提供加算、リハビ
リ充実加算の取得は全国平均を下回っています。
重視すべき検討課題です。また回復期リハビリ
対象患者確保のため地域の急性期病院との連携、
介護施設との連携や療養型病床や老健でのリハ
ビリは機能回復だけでなくＱＯＬ維持のために
も重要です。制約された少ないリハビリ単位数
だけでは十分なリハビリを行うことはできませ
ん。これまで以上のたたかいと対応が必要です。
訪問リハビリの重要性が高まっていますが、セ
ラピストが不足しており必ずしも十分ではあり
ません。新たな課題として、回復期リハビリを
経ず地域に早期退院となった訪問リハビリ対象
者も増えています。これらに対応する民医連セ
ラピストの集団形成が急がれます。急性期リハ
ビリ、回復期リハビリ、訪問リハビリ、デイケ
アなど、職員は５，０００人を超え、３年未満の職
員が５０％を占めるという若い大集団となりまし
た。これに伴い幹部養成を含め、民医連の理念
に確信を持つ職員の養成が焦眉の課題です。全

日本民医連としてこうした活動をすすめるため
に、回復期リハビリ病棟交流集会、療養病床交
流集会を準備します。

６．ＳＷはじめその他の専門職種
の課題

ＳＷは、貧困を可視化し、社会問題とするこ
と、そして具体的な援助者を通じて、人権の守
り手としての最前線での活動が求められます。
栄養・調理、放射線、臨床検査などの分野もＮ
ＳＴなどチーム医療を担い療養指導、食の安全、
さらには被ばく問題や環境問題へのかかわりな
ど人権、健康権の守り手として、専門性を発揮
して時代に立ち向かう活動が求められています。
新しい綱領では、「地域とともに歩む専門職の
育成」を位置づけました。チーム医療の担い手
です。そのためにも、全国レベルでの職種委員
会や地協、県連レベルでの職種委員会活動を強
めましょう。

７．事務の課題

民医連に働く事務は１１，０００人を超え、全職員
の１６％を占めています。それは、あらゆる場面
で民医連運動の推進力としての役割を期待され
ている反映です。だからこそ、事務集団として
成長をめざし、また全職員や共同組織あげて民
医連の事務を育てましょう。３８期に「事務政策
作成にあたっての問題提起」を提起し、各地で
討議が始まっています。事務の役割は大きく様
変わりしています。民医連における事務の役割
は、そのポジションによって変わりますが、大
きな役割として、「実務力、政策力、組織力」
が共通して求められています。それは医療・介
護の活動においても、情報提供の分野でも、平
和運動や社会保障運動、共同組織の分野でも同
じです。診療情報管理士や医療事務専門職、経
理などキャリアアップが必要です。積極的に挑
戦しましょう。これらを事務職全体で深め「事
務政策指針」の作成と実践を強めます。全国的
な交流の機会を持ちます。各県連、法人では計
画的な採用計画や養成方針を持ちましょう。

８．民医連運動を担う人づくりと
健康で働き続けられる職場づく
り
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民医連運動を推進する上で、それを担う職員
育成には特別の位置づけが必要です。民医連綱
領や歴史を絶えず学ぶことを継続しましょう。
また、制度教育を必ず全職員が年に一度は受け
る機会を事業所、法人、県連がつくることをあ
らためて提起します。医師に対する制度教育に
は特別の配慮を行いましょう。事務職を含む各
専門職が、綱領と総会方針が提起している課題
をどのように実践するのか、そのためにどんな
キャリアアップが必要なのか、年度単位で方針
を持ち、定期的なふり返りを行いましょう。
さらに、今期重視すべきこととして、①県連

青年委員会などで青年職員の日常的な交流と育
成の機会をつくりだしましょう。全国や地協、
県連青年ジャンボリーはその節目です。今年３
月、延期となっていた全国ジャンボリーを宮城
県で開催します。全国からの参加で成功させま
しょう。②医療や介護の分野は、「人」を対象
とすることや多人数、多職種による共同作業を
必要とすること、不規則で過密労働ということ

もあり、職員の健康には特別な留意を払わなけ
ればなりません。そのためにも「健康で働き続
けられる職場づくり（２００９年６月発行）」パン
フの学習と実践をすすめ、メンタルヘルスの問
題や看護、介護などの分野での腰痛対策などす
すんだ経験に学び、意識的に健康づくりをすす
めましょう。また、喫煙の健康への影響や施設
内禁煙がすすむ中、民医連職員の禁煙を促進し
ましょう。③基本となるのは、「職場」です。
常に患者、利用者の人権を守る視点を貫き、情
報と目標を共有し、働きやすい職場、学び成長
できる職場づくりを追求しましょう。これらを
踏まえて「全日本民医連の教育政策」を作成し
ていきます。
全日本民医連として、今期も、各職種やトッ

プなどを対象にその時々の情勢や問題意識を提
起し、全国的な経験の交流や研修の機会を持ち
ます。引き続き、トップ管理者研修会や事務幹
部学校、各職種の研修の機会を持ちます。また、
各職種の委員会を設置します。

第８節 民医連の経営を守り発展させるために

市場原理万能主義がはびこり、大企業がその
社会的使命を放棄して、株主の利益擁護のため
に躍起になっている中で、あらためて企業の社
会的責任が問われています。そうした中で、企
業理念に基づいて「社会的な役割を果たすこと
と職員や家族を守る」ことを掲げて奮闘してい
る企業や自営業、農家なども少なくありません。
民医連の社会的な役割は、営利を自己目的化せ
ず患者、利用者、地域住民の人権を徹底して守
り抜くということです。
民医連が社会的に認知される中、住民参加、

職員参加の出資金や地域協同基金が注目されて
います。それは、配当を目当てにした株主とは
まったく異質のものです。この強みを再確認し、
とりくみを強めましょう。また、２０１１年度の経
営委員長・幹部会議で強調した、①診療報酬・
介護報酬の引き上げをはじめ医療・社会保障改
善のたたかいの中で民医連の経営基盤を確立し、
幹部はその先頭に立つ、②同時に、改定の動向
を的確につかみ具体的対応をすすめること、③
あらためて、事業所の立ち位置を確認し具体化
すること。東京都では今後、総人口は横ばいな

のに対し高齢者の人口は激増します。一方、島
根県は、高齢化率は増えるものの総人口減少で
高齢者数は横ばいの状態です。疾患の構造も大
きく変化します。そうした分析を行いながら、
自らの総合性と地域連携を両面から推進するこ
とが重要です。④法人・事業所の分析（ＳＷＯ
Ｔ分析※５０など）を行い、内部の長所、弱点を
見つめ直し、新たな水準の経営管理をめざすこ
と。月次決算の正確さ、迅速さ、統一会計基準
の徹底、事業所独立会計の確立などをすすめま
す。⑤全日本民医連として、「経営トップむけ
講座」や「幹部医師むけ経営講座」など各種研
修会や交流会を企画・準備します。また、地協
経営委員長会議や地協経営委員会を通じて、個
別法人、事業所への援助を行います。今期から
統一会計推進士養成講座は地協ごとに実施しま
す。また、今年４月１日に改定予定の診療報酬
・介護報酬について日本の医療を守る立場から
具体的な要望を強めるとともに、改定内容をふ
まえ、全国的な対応方針を発信していきます。
今年度の早い時期に全国的な交流会を企画しま
す。
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第９節 民医連運動のさらなる飛躍をめざして

全国組織として連帯をいっそう強めます。理
事会にはその中心的な役割が求められます。理
事会機能としての各部・委員会活動、地協機能、
それらを支える職員の意識的な登用や事務局の
役割を高めていきます。
民医連が発行している民医連新聞や『いつで

も元気』には平和や医療をめぐる情勢や各地の
様々な実践が掲載されています。『いつでも元
気』の常勤換算した職員の購読率は平均で
３４．７％ですが県連によっては８．７～１００％と大き
な開きがあります。春には約３，０００人の新入職
員が入職してきます。全職員を対象に購読を訴
えましょう。特に、職員の購読率の低い県連で
は特別な対応を行いましょう。また、『民医連
医療』、『資料』、ホームページ、動画などの積
極的な活用を呼びかけます。４～７月、総会方
針を中心に学習月間を行います。
民医連会計で、引き続き闘争費や教育資料費

を位置づけることや災害対策特別基金の増額な
どを予算化し、情勢の変化に即応してたたかい
につなげていきます。「経営困難支援規定」に
基づく対策委員会は川崎医療生協と徳島健康生
協です。両法人とも少なくない困難は抱えてい
ますが、再生にむけて多くの努力が行われてい
ます。経営基盤を安定化させるための中長期経
営計画の策定が両法人に共通する課題であり、
この策定支援を重視します。
薬剤の価格交渉は、全国的な民医連共同購入

事業所の連帯の力で、現時点では薬価改定前の

状況まで戻しています。また一部の医療材料面
での統一購入について具体的な提起を行いまし
た。第３８期以来とりくんでいる全日本民医連と
しての、今後の共同購入のあり方について、引
き続き、前進できるよう検討を行います。
民医連の仲間を大切にする活動として共済事

業があります。保険業法の改定で存続が危ぶま
れた状況の中、仲間の連帯組織を守る方向づけ
をし、各種共済事業を守る方向を示しました。
全日本民医連第２０回総会（１９７２年）で、「職

員の福利向上と同時に、民医連全体の連帯、相
互援助の組織として統一と団結に役立つもの」
として全日本民医連共済組合の設立が提案され、
本年４０周年を迎えます。ＴＰＰは日米の保険資
本による共済分野の市場化を要求していますが、
こうした攻撃を許さず、何よりも仲間を大切に
する民医連組織として団結を固め、相互扶助の
事業を守る運動を大きく広げていきます。
全日本民医連として県連会長・事務局長研修

会や県連事務局員の力量向上のための取り組み
をすすめます。各県連においては、あらためて
県連の役割、予算、体制、災害時の対応などに
ついて前向きな見直しを要請します。民医連規
約は前期の第３回評議員会で改定案を提案し、
県連事務局長会議での意見集約をふまえて、別
号議案として提案します。今回、発行した民医
連の歴史、「無差別・平等の医療をめざして」
を大いに活用して歴史に学びましょう。

おわりに

２０１１年は国民皆保険制度発足、国の責任を認
めた朝日訴訟一審勝利、日本で初めて岩手県・
沢内村（現西和賀町）で老人医療費無料化が実
現して５０年の節目の年でした。重症結核患者で
あった朝日茂さんの勇気ある行動が日本の生活
保護行政を大きく改善させ、憲法２５条を実質化
させました。半世紀前、岩手県・沢内村の深沢
村長は「人命の格差は絶対に許せない。生命健

康に関する限り国家ないし自治体は格差なく平
等に全住民に対して責任を持つべきである」と
述べています。今、この国が問われていること
そのものです。
一方、２０１１年は日本の真珠湾攻撃に端を発し

た日米開戦から７０年目の年にあたり、最後の無
産者診療所が天皇制政府によって弾圧され終焉
させられた年でもありました。私たちの先輩は

４２ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）



その時代から人権を守るためにたたかい続け、
弾圧を経てもなお、人権を守る「根っこを枯ら
さず」、戦後、いち早く民主診療所を立ち上げ、
日本国憲法を国民のものにしました。今年は沖
縄返還から４０年にあたります。「民主主義や人
権が否定されたとき戦争は起こる。人権は与え
られるものでなく、たたかいによって勝ち取る
もの」であることを、あらためて胸に刻む必要
があります。時代を後戻りさせようとする動き
に対し、私たちはすべての国民の権利を守るた
めにたたかいます。そして、目の前の患者さん、

利用者さん、多くの国民のいのちと健康を守る
ために日常の医療・介護活動を発展させていき
ます。そこにこそ民医連の存在意義があります。
２０１３年、民医連創立６０年を迎えます。憲法が保
障する権利は「実現されれば望ましい」という
ものではありません。「地球といのち・健康を
守る非常事態」ともいうべき時代に私たちの立
ち位置を確認しあい、世界や日本の多くの市民
と手を携えて創造的にかつ柔軟に運動と事業を
すすめていくことを呼びかけます。

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ４３
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第４０回定期総会運動方針

用用 語語 解解 説説
※１「構造改革」路線

１９８０年代の中曽根内閣の臨調行革路線から
１９９６年の橋本内閣の「６大改革」を経て、２００１
年の小泉内閣で本格的に強行された政策。「小
さな政府」「官から民へ」「中央から地方へ」な
どの考え方を軸に、社会保障の分野では国の責
務を放棄し、医療・介護を営利の対象にする民
営化・市場化政策をおし進めてきました。
日本政府は１９９４年以降、アメリカから出され

る「年次改革要望書」に応え、混合診療の容認
や患者自己負担拡大、医療機器・医薬品分野の
市場開放、民間医療保険拡大などをおし進めて
きました。こうした、国民犠牲の構造改革政策
は、国民生活の全分野に激しいひずみを生み出
し、格差と貧困を拡大する結果となりました。
国民生活破壊の構造改革に反対する国民的な

期待を担った民主党は、２００９年の総選挙で政権
交代を果たしました。しかし、アメリカと財界
の激しい巻き返しで国民の期待を裏切り、自公
政権時代以上の構造改革路線の政策を実行しよ
うとしています。

※２ 朝日訴訟

１９５７年、国立岡山療養所で結核の加療中であ
った朝日茂さん（１９１３～６４）が生活保護処分に
関する裁決取り消しを求めた裁判。１９６０年１０月
の東京地裁一審判決では、国民の生存権は財源
のあるなし、財政の論理ではなく、国家として
真っ先に保障すべきものだと断じました。上告
審まで争われましたが、１９６７年５月、朝日さん
の死亡を理由に、最高裁では判断を下さないま
ま、訴訟終結宣言が行われました。
しかし、「人間裁判」とも呼ばれる１０年にわ

たるたたかいを通じて、生活保護の水準は格段
に引き上げられ、「日本国憲法第２５条にもとづ
く人権の保障こそ社会保障制度の課題」との認
識が広がりました。この運動で、社会保障はた
たかわずして与えられるものではないことが、
国民の前に明らかになりました。

※３ 無料低額診療事業

無料低額診療事業とは、社会福祉法で定める
「生活困難者のために、無料又は低額な料金で
診療を行う事業」です。要件として、総患者数
の一割以上が生活保護受給者、援助を受けた困
窮者であること、減免方法の明示、ＳＷの配置、
無料の健康相談、保健教育などが定められてい
ます。
第３７回定期総会決定で同制度の活用が呼びか

けられ、全国で積極的にとりくまれました。５
年余の間に実施事業所は２７２事業所（２０１２年１
月現在、病院７９、診療所１６５、歯科診療所１３、
老健１５）まで広がりました。

※４ 民医連ＱＩ推進事業

「民医連ＱＩ推進事業（医療の質の向上・公
開推進事業）」は、個別の病院では困難な課題
を民医連の組織を活かし、民医連に加盟する病
院における医療指標の設定・評価・改善・公開
とその組織機構（ＰＤＣＡ管理サイクル）を確
立・推進していくとりくみです。
この事業の特徴は、医療のプロセス及びアウ

トカムの医療指標を①医療安全・感染・チーム
医療など病院全体、②手術関連、③救急医療、
④個別疾患、⑤人権尊重、⑥患者満足、の６つ
の領域で２１指標を設定していることです（２０１２
年から新たに地域連携、慢性疾患医療に関する
指標等を追加し、現在２８指標）。
事業開始に伴い、迅速で正確な入力・共有・

分析のための「医療指標共有・分析システム」
を民医連ホームページ上に稼働させ、現場と事
務局業務を効率化させています。さらに参加病
院が月末入力後、翌月にはすべての参加病院の
指標毎一覧表・グラフを閲覧・ダウンロードが
可能となる「分析表」を導入し、自院で迅速に
分析・活用できるようにしています。現在は、
「一般職員閲覧用」も実施しています。
今後は、「自院分析表」システム、「経年比較

分析表」システムの稼働を予定しています。な
お「ＱＩ」とは、「Quality Indicator Improvement」
の略称であり、「質向上の指標・改善」で使用
しています。

４４ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）
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※５ 原爆症認定集団訴訟

被爆者が原爆症認定申請をしても、厚生労働
省の認定基準が厳しく、被爆者約２７万人のうち
認定された人はわずか２，０００人余で、その認定
率は０．７％にとどまっていました。そこで、「自
分の病気は原爆の被爆によるものと認めてほし
い」と、全国１７地域で３０６人の原爆被爆者とそ
の遺族が原告となって認定審査会の却下取り消
しを求めて提訴したのが「原爆症認定集団訴
訟」です。この間、２９回にわたり原告が勝訴し
ています。
その結果、政府・厚労省は、原爆症認定基準

の見直しを余儀なくされ、２回にわたって改定
し、認定者数が大幅に増加しました。さらに、
２００９年８月には麻生首相と日本被爆者団体協議
会（被団協）との間で集団訴訟の終結に関する
「確認書」が調印され、１２月に国会で集団訴訟
原告を救済するための「原爆症基金法」が全会
一致で成立するなど訴訟解決に向けた動きが大
きく前進しました。
しかし、８，０００人余の原爆症未認定者の認定

問題、原爆症認定行政の抜本的な改善、被爆者
全員の救済など多くの課題が残されています。

※６ 内部被ばく、低線量被ばく

人間が放射線を受ける形態は、「内部被ばく」
と「外部被ばく」の２つがあります。放射性の
微粒子や気体、放射性物質が付着した水、農作
物、魚介類、牛乳などを体内に取り込んだ場合
の被ばくを内部被ばくと言います。
放射性物質が体内に入ると体外に排出される

まで放射線を浴び続けることになります。また、
体内に α線を出す放射性物質が入ると、至近
距離で細胞に放射線が照射されるためダメージ
（細胞死や遺伝子が傷つく）が大きくなり、外
部被ばくよりも内部被ばくの方がより危険であ
ると言われています。
低線量被ばくとは、一般的には急性障害を起

こさない程度の被ばくを言います。ＩＣＲＰ（国
際放射線防護委員会）の平時の許容被ばく量は、
年間１ｍＳｖ（ミリシーベルト）以下に定めら
れています。原爆被爆者の最新データを解析し
た結果、年間１０ｍＳｖという低い被ばく線量で
も、被爆者のがん発生が増加するとの知見も得

られています。年間１００ｍＳｖ以下の低線量被
ばくで安全とは言えません。

※７ 水俣病特別措置法

法律名は「水俣病被害者の救済及び水俣病問
題の解決に関する特別措置法」。２００９年７月施
行。手足や全身の感覚障害がありながら、従来
の公害被害者救済法では救済されない未認定患
者の「救済」を目的としています。１０年４月に
同法の「救済措置の方針」の閣議決定後、翌５
月から申請受付を開始。申請者数は２０１１年１２月
末現在で約５万人にのぼります。
一方で、公的検診を受けさせないまま非該当

とされる申請者が相次いでいる現状があります。
また、同法は「救済措置の開始後３年以内をめ
どに救済対象者を確定する」と規定しています。
国・環境省は、２０１２年の３月末の打ち切りを予
定し準備を進めていますが、いまだに毎月数百
人にのぼる申請があり、多くの被害者が存在し
ていることは明らかです。水俣病被害者団体を
中心に、申請打ち切りをしないよう、強く求め
ています。

※８ 日米軍事同盟（日米安保条約）

日米軍事同盟の根拠となる日米安保条約は、
日本とアメリカの安全保障のため、日本に米軍
が駐留することなどを定めた二国間条約です。
この条約はもともと、日本が独立した後も米

軍が駐留し続けるための根拠、つまり「軍隊を
なくした日本を守るため」に１９５１年に結ばれま
した。しかし１９６０年の改定の際、日米共同作戦
条項（第５条）が盛り込まれ、日本を米軍の出
撃基地にするだけでなく、自衛隊をアメリカの
戦争に参戦させる条約に変えられました。
この条約があるため全国に米軍基地が置かれ、

国民が基地被害や米兵の犯罪に苦しめられてい
ます。その矛盾が最も集中しているのが沖縄で
す。
軍事同盟を結んでいる国は今では世界の少数

派となっています。１９６０年には世界の５３％の国
が軍事同盟を結んでいましたが、今では３１カ国。
世界のわずか１６％です。逆に、国連憲章の精神
に基づき、多国間の対話・協力・互恵の関係を
築くことをめざす地域共同体が、世界で大きく
広がっています。

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ４５
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※９ 辺野古支援・連帯行動

１９９６年に日米政府間で、沖縄県名護市辺野古
地区に新基地建設が合意されました。新基地建
設に反対して地元住民が座り込みを続ける中、
全日本民医連は、辺野古支援・連帯行動を、２００４
年１０月から継続して行っています。
現在も日本政府によって新基地建設計画がす

すめられようとしており、それを拒否する沖縄
県民との間で大きな問題となっています。本行
動は、現地で命がけの反対運動をしている人び
とを全国から激励・支援し、民医連の平和活動
をよりいっそう発展させる契機とすることを目
的としています。

※１０ ＮＰＴ再検討会議

ＮＰＴは核拡散防止条約のことで、核軍縮を
目的に、アメリカ・イギリス・中国・フランス
・ロシアの５カ国以外の核兵器保有を禁止する
条約です。１９７０年発効。２００８年１２月現在の締結
国は１９０カ国です。条約では核軍縮の状況を確
認するために５年に一度会議を開くことになっ
ており、これをＮＰＴ再検討会議といいます。
直近では２０１０年５月に開催。全加盟国が合意

した最終文書には、核保有国は自国の核兵器廃
絶をやり遂げる「明確な約束」を確認し、全て
の国が核兵器のない世界を達成する枠組みをつ
くるために特別の努力を払うことが盛り込まれ
ました。
この会議に向けて国際署名「核兵器のない世

界を」がとりくまれ、日本全国で７００万筆（全
日本民医連１０２万筆）が集まり、民医連職員を
含む日本の代表団がカバクチュラン再検討会議
議長に提出、大きなインパクトを与えました。

※１１ ドクターズ・デモンストレーシ
ョン２０１１

東日本大震災からの復興と医療再生への転換
を図るため、大幅な診療報酬引き上げと医療従
事者の待遇改善などを求めて、医師・歯科医師
自身によりとりくまれた全国的な運動。
２０１１年１１月２０日には医師・歯科医師８００人を
含む２，５００人が集まり、「ストップ・ザ・医療崩
壊！ ドクターズ・デモンストレーション」を
行いました。集会に先立ち、被災地仙台での「震

災復興・医療再生シンポ」と、全国４カ所での
ドクターズラン＆ウオークがとりくまれました。
医師・歯科医師による大規模デモは、国民皆保
険実施年の１９６１年以来半世紀ぶりです。

※１２ 歯科酷書

格差と貧困の拡大で、歯科での受診抑制は医
科よりも深刻と言われています。過酷な労働、
派遣切り、無保険、治療費問題で口腔崩壊が進
む一方、必要な治療を手控える事例が増えてい
ます。２００９年１１月、全日本民医連歯科部は、全
国の加盟事業所から寄せられた事例をもとに
「歯科酷書」を発表しました。
歯科酷書は、新聞など多くのメディアで取り

上げられ大きな反響を呼んでいます。２０１１年１２
月に参議院厚労委員会で歯科酷書が紹介される
と、国会議員からどよめきが起きました。私た
ちの目に触れるのは氷山の一角にすぎず、水面
下ではより深刻な口腔崩壊が進行しています。

※１３ 緑色病院

韓国の源信レーヨンが日本の東洋レーヨン
（現・東レ）から輸入した工場設備で、二硫化
炭素中毒の労働災害が発生しました。職業病認
定闘争による解決基金をもとに、職業病専門病
院として１９９９年６月にできたのが緑色病院です。
現在は３６６床、十数の診療科を有する総合病院
です。
全日本民医連と緑色病院は、設立母体の源信

財団との交流を通じて、２００６年３月に交流協定
を締結。お互いの総会への代表招待や平和学校、
ジャンボリー、原水禁大会などで活発に交流し
ています。

※１４ 人道主義実践医師協議会（人医
協）

韓国国民の健康権確立をめざし、医科大学に
勤務する医師、公的病院の医師や開業医などで
構成する進歩的医師の個人加盟団体。１９８０年代
の韓国の民主化闘争を担った医師を中心に、
１９８７年１１月に設立されました。
主な活動として、医療・保健の民主化と向上

をめざした運動、労働争議の支援、ホームレス
をはじめ貧困者への医療支援、開発途上国への
医療支援など。また、医学生とともに離島医療

４６ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）
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研修などの活動を行っています。

※１５ 健康権実現のための保健医療団
体連合（保健連合）

韓国の人道主義実践医師協議会、歯科医会、
漢方医会、薬剤医会、労働衛生の医療関係５団
体で構成。「医療の民営化反対」、「医療を全て
保険で保障せよ」など韓国国民の人権を守り保
健・医療の要求実現をめざす活動や、核廃絶・
脱原発など平和問題に積極的にとりくむ連合組
織。
近年は、人医協の医師とともに、広島・長崎

で開かれる原水禁世界大会への参加、また、韓
国で同連合などが開催する医療・介護のフォー
ラムに全日本民医連の代表が招かれ交流するな
ど、友好を深めています。

※１６ ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、ＰＣＡＴ

Disaster Medical Assistance Teamの頭文字を
とってＤＭＡＴ（ディーマット）と呼ばれる災
害派遣医療チーム。トレーニングを受けた医師、
看護師、業務調整員で構成され、大規模災害や
多傷病者が発生した事故などの現場で、急性期
（おおむね四八時間以内）に活動します。
災害時に活動する医療チームとして、日本医

師会災害医療チーム Japan Medical Association
Team：ＪＭＡＴ（ジェイマット）や、日本プ
ライマリ・ケア連合学会の災害医療支援チーム
Primary Care for All Team：ＰＣＡＴ（ピーキ
ャット）などもあります。

※１７ ２１・老福連

正式名称は「２１世紀・老人福祉の向上をめざ
す施設連絡会」。全国の老人ホーム施設長有志
の呼びかけで２００１年３月に発足しました。共同
理念には「高齢者の人権と人格を尊重すること
を第一義とし」「だれもが安心して老いること
のできる社会の実現と豊かな援助実践」を掲げ
ています。
連絡会には民医連加盟の特養等も多数加盟し

ています。

※１８ 全日本民医連医師臨床研修セン
ター（aequalis：イコリス）

ラテン語で「平等」という意味。民医連の理

念「無差別・平等」から命名し、２０１１年４月に
スタートしました。イコリスは、①民医連内外
に向けて民医連の研修情報の発信や宣伝、②指
導医養成やプログラム整備など、研修内容向上
に向けての教育・学習・研究、③研修医受け入
れにあたっての調整・相談などが主な活動であ
り、民医連の研修を紹介し、交流する窓口の役
割を果たしています。

※１９ アンダー３０００件

２００４年から始まった新医師臨床研修制度の見
直しで、臨床研修病院の指定基準を「年間入院
患者数（新規）が３，０００件以上」に制限するこ
とを厚労省が打ち出しました。民医連の研修病
院の約３分の１が該当します。見直しが決定す
れば、年間入院患者数３，０００件以下の研修病院
は臨床研修指定病院から外され、地域医療を守
る医師研修、後継者育成が極めて困難になりま
す。

※２０ 公益法人認定

２００８年１２月に公益法人関連三法が施行され、
２０１３年１１月までに新たな法人形態である公益
（認定）法人もしくは一般法人に移行すること
となりました。
公益（認定）法人は、公益目的事業が全体の

５０％を占める等の要件をクリアした上で、各都
道府県の公益認定を受ける必要があります。
２０１２年１月現在、京都保健会が民医連として初
めて公益認定を受けました（民医連内の旧公益
法人�現・特例民法法人は２０１２年１月現在、１４
法人）。

※２１ 社会医療法人

救急医療やへき地医療など特に公益性の高い
医療を担う法人として、２００６年の医療法改正で
創設。救急医療等について一定の要件や基準を
満たした上で、都道府県知事の認可を受ける必
要があります。２０１１年１０月時点で、全国で１５２
法人が認定されています。
一般の医療法人に比べて、公益性の高い医療

の実施や行政による監督が強化される一方、医
療保健業に係る法人税非課税や、社会福祉事業、
収益事業の規制緩和などの措置があります。

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ４７
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※２２ 非営利一般法人

公益法人制度改革のなかで２００６年に創設され
た法人形態の１つ。非営利を徹底する法人とし
て剰余金の分配を行わないこと、解散時の残余
財産を国等へ贈与、非営利法人に相応しい運営
（理事会等）などが要件です。
認可された場合は、収益事業以外について法

人税の非課税措置が受けられます。営利目的で
なく医療・福祉等の社会的目的を掲げ、民主的
な企業形態をめざす場合の選択肢になり得るも
のとして注目されています（民医連薬局など）。

※２３ 自己責任論

新自由主義的な路線を推し進める中で、国民
に徹底的に流布されてきた思想。失業や貧困、
医療費が支払えないなどの社会問題をすべて個
人責任とすることで、憲法で義務づけられてい
る社会保障などの国家責任を不問にしてしまい
ます。
さらにこの考え方は、�なぜ、そうなったの

か��という疑問や問題意識を国民に持たせな
い狙いがあり、政府は怒りや運動を抑える手段
として、マスコミも動員して繰り返し宣伝して
います。

※２４ ９９％の国民

「９９％の者の権利を求める運動」として、２０１１
年９月に「ウォール街を占拠せよ」のデモ活動
に象徴される貧困と格差への抗議行動が広がり
ました。１％は富を独り占めしている金持ちや
支配層を指し、９９％はその政策により、増税、
賃金抑制、雇用喪失など生活水準の低下を強い
られる国民を指します。
この運動は、財政危機が深刻化するヨーロッ

パ、そしてアジアやオーストラリアなどにも広
がり、１０月１５日には世界８２カ国、９５１の都市で
デモが行われました。東京でも「貧困をなくせ」
「原発反対」「ＴＰＰ反対」などを掲げた集会
とデモが行われています。

※２５ 思いやり予算

在日米軍の駐留経費のうち日米地位協定上、
本来は米政府が負担すべき経費を、日本政府が
肩代わりしていること。もともと日本側の負担

は軍用地料だけでした。ところが自民党政府は
１９７８年、「米国の財政が厳しいので、思いやり
の精神で日本政府が負担する」と、新たな負担
に応じました。２０１１年には１，８５８億円と、当初
の３０倍にも膨張し、この３３年間で５兆９，４００億
円を超えています。
基地内の軍事施設や米軍家族の住宅、教会な

どの建設費、水光熱費、基地の日本人従業員の
給料、演習移転費など米軍活動のほとんどすべ
てを対象にし、日本の税金で負担しています。
この思いやり予算は、日本の財政が厳しい現在
でも聖域とされ、いっさい削減されていません。

※２６ 非核兵器地帯条約

条約を結んだ国々の領域内で核兵器の使用
（開発、核実験、保有、配備、実際の使用等）
禁止を定めた条約のこと。また、領域外の核保
有国が領域内で核実験・配備・使用することも
禁止しています。
これまでに、中南米３３カ国すべてが参加した

トラテロルコ条約、太平洋の１３の国と地域（自
治領）が参加したラロトンガ条約、東南アジア
のＡＳＥＡＮ１０カ国が参加したバンコク条約、
アフリカ２８カ国が参加したペリンダバ条約、中
央アジア５カ国が参加したセメイ条約の５条約
が結ばれています。

※２７ 資格証明書

資格証明書は、国民健康保険や後期高齢者医
療保険の保険料（税）を滞納している世帯から
保険証を取り上げ、制裁措置として保険証に代
えて発行されています。保険給付の「一時差し
止め通知」です。
資格証明書を持って受診した場合、医療機関

窓口でいったん医療費全額を本人が支払ったの
ち、７割を保険者に還付請求することになりま
す。

※２８ 特定看護師

医師の包括的指示に基づき特定の医行為が実
施できる新資格として、厚労省・チーム医療推
進会議を中心に論議されています。「専門看護
師」「認定看護師」など、質の向上を目的とし
た資格認定制度とは違い、医師が行うべき医行
為を看護師に肩代わりさせるもの。医師不足解

４８ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）
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消の安易な方策であるとして、日本医師会をは
じめ多くの医療団体から反対の声があがってい
ます。
「特定看護師」の呼称について、名称独占や

業務独占への懸念が示されていることを踏まえ、
厚労省は「看護師特定能力認証制度」として改
めて提示しました。２０１１年１２月の社会保障審議
会に提出され、「社会保障・税一体改革」関連
法案として「保健師助産師看護師法」の一部改
正法案も準備されています。
この法案は特定の医行為とは何か、どのよう

な教育カリキュラムであるべきかなどの本質に
は触れていません。特定の医行為の実施にあた
っては、危害を生じる恐れのない業務実施体制
と医師の具体的な指示の２要件が整えば、誰が
実施してもよいという法案になっています。

※２９ 地域包括ケア

厚生労働省は「地域包括ケア」体制について、
「ニーズに応じた住宅が提供されることを基本
とした上で、生活上の安全・安心・健康を確保
するために医療や介護、予防のみならず、福祉
サービスを含めた様々な生活支援サービスが日
常生活の場で適切に提供できるような地域での
体制」としています。「おおむね３０分以内に駆
けつけられる圏域」を、理想的な地域包括ケア
圏域として提示しています。
厚労省が示す地域包括ケアは、身近な地域を

単位に、生活の場である住まいを重視し、医療、
介護、福祉が保障される体制であり、今後の重
要な課題といえます。しかし、真の狙いは、「自
己責任」「市場化」の理念を土台にすえ、高齢
者・国民の要求を逆手にとり、国にとって「安
上がり」な、「公費抑制・効率化システム」を
つくりあげることにあり、病棟の再編や介護療
養病床の廃止と連動し、その受け皿となる体制
づくりといえます。社会保障・税一体改革の中
で位置づけられ、「改正」介護保険法や介護報
酬改定の中心的な考え方となっています。

※３０ 応能負担原則

社会保障の財源（保険料）は、所得の再配分
によってまかなうのが原則です。収入が多い階
層が応分の負担をし、収入が少ない階層は負担
が免除されます。こうして、社会保障の給付は、

所得の格差に関係なく平等に享受できます。こ
の原則は税金の徴収にも適用されることが必要
です。
これに対し、各種サービスの受益者負担原則

を強調した徴収方法を「応益負担」原則と言い、
歴代の政府・厚労省が実施してきた考え方です。

※３１ 企業内福祉

企業が従業員に対して行う食事提供、家族手
当、社宅などの福利厚生。もともとは恩恵的な
生活保障の側面を持っていましたが、戦後日本
では高揚する労働運動に対する「社会的妥協」
という側面を持ちながら、日本的企業社会の柱
として６０年代から７０年代を通じて、主に大企業
の男性・正規職員を中心に拡大されてきました。

※３２ 限界集落

６５歳以上の高齢者が集落人口の半数を超え、
社会的共同生活の維持が困難な状態に置かれて
いる集落。この限界を超えると、やがて集落の
消滅に至るとされています。
高知大学名誉教授の大野晃氏が１９９１年に提唱

した概念。２００８年の国土交通省の調査では、６５
歳以上の高齢者が半数以上を占める全国７，８７８
集落のうち、４２３が１０年以内に消滅の可能性が
あるとしています。

※３３ トモダチ作戦

東日本大震災の災害救助・救援を行った米軍
の作戦のこと。最大時で人員２万人、艦船約２０
隻、航空機約１６０機を投入しました。
沖縄の普天間基地移設問題などで反基地の機

運が高まる中、米軍の救援活動の姿を日本国民
に見せることで、沖縄に米軍が駐留する必要性
をアピールするために大いに利用されました。
海兵隊は演習先だった東南アジアから日本へ急
行し、４月１日に気仙沼・大島救援のための揚
陸作戦を実施しました。
また、「トモダチ作戦は恐らく、放射線環境

下では最も有名な作戦になるだろう」という米
指揮官の発言にもあるように、米軍にとって絶
好の軍事演習の機会ともなりました。

※３４ 原発利益共同体

原発建設や原発政策の推進によって利益を得

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ４９
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る関係者・団体などの総称。「原子力ムラ」と
も呼ばれます。原発１基の建設費は３，０００～
５，０００億円。核燃料費、ランニングコスト、廃
炉費用などは、すべて発電コストとして電気料
金に含めてよいことになっています。また、電
力会社の利潤も含めるので、原発にどんなに費
用がかかっても電力会社の懐は痛みません。
原発をつくる原子炉メーカーも決まっていま

す。原発をつくる際の建物建設や敷地整備など
の工事を請け負うのは大手ゼネコンです。原発
はほとんど鉄とコンクリートの固まりで、製鉄
会社やセメント会社ももうかります。工事期間
は約１０年の長期になるため、資金調達は大銀行
が引き受けます。これらが「原発利益共同体」
の実態です。
こうした大企業は、政党・政治家に献金。政

党・政治家が官僚に原発推進の制度・しくみを
つくらせて、予算を確保します。共同体を維持
するために、事故やトラブルが起きても、原発
推進派の学者・研究者を総動員し「原発はあら
ゆることを想定し、安全対策を二重、三重にと
っており危機的な事故は起こらない」との「安
全神話」を振りまいてきました。安全神話の欺
瞞は今回の福島第一原発事故ではっきりしまし
た。

※３５ 福祉国家構想研究会

歴代の自公政権や政権交代した民主党政権が
実行してきた構造改革政治をやめさせ、新たな
福祉国家をめざす福祉国家型対抗構想を発表し、
活発な論議を喚起することを目的としてつくら
れた研究会です。
共同代表には、岡田知弘京都大学大学院教授、

後藤道夫都留文科大学教授、二宮厚美神戸大学
教授、渡辺治一橋大学名誉教授の４人が就任し
ています。各分野の研究者・専門家だけでなく、
全日本民医連をはじめ保団連、中央社保協、全
労連などの運動団体も入会し、いっしょに議論
をしています。
これまで、シンポジウム・説明会などを開催

し、広く意見を求めてきました。２０１１年１０月に
『新たな福祉国家を展望する 社会保障基本法
・社会保障憲章の提言』（福祉国家と基本法研
究会編、旬報社）、１２月に『誰でも安心できる
医療保障へ 皆保険５０年目の岐路（シリーズ新

福祉国家①）』（福祉国家構想研究会編、大月書
店）を刊行しました。今後も介護、教育、雇用、
税・財政、安保・外交政策など順次、発表予定
です。

※３６ 地域主権改革

地方自治の本来のあり方は、その自治体の自
らの権限と責任において地域の行政を処理する
という「団体自治」と、その自治体の住民の意
思と責任に基づいて行政を行う「住民自治」が、
車の両輪として機能することが必要です。
しかし、民主党政権は「地域主権改革」の名

の下に、憲法の「地方自治」を骨抜きにする道
州制導入を前提に、一定規模の市町村に組み替
えた基礎的自治体に変えようとしています。本
来、国がやるべきナショナルミニマムにもとづ
く「公共サービス」（医療・介護・福祉・保育
等）を地方に丸投げし、国民の安心・安全に関
わる問題も後退させる重大な内容が含まれてい
ます。法律改正に伴い、各地方自治体では条例
改正が必要とされ、２０１２年４月から具体化がさ
れようとしています。
へき地の中にさらにへき地を作りだし、地域

に生きる住民を自治体行政から遠ざけた平成の
大合併が、東日本大震災の被害を拡大し、復旧
・復興を遅らせました。憲法が掲げる「地方自
治」の精神に沿って、住民参加型の住民自治の
実現が地域と日本を再生する道です。

※３７ 非営利・協同総合研究所いのち
とくらし

２００２年に、全日本民医連が主体となって設立
した研究所。目的は我が国の医療、福祉等の歴
史やさまざまな制度、施策の調査・研究であり、
特に非営利・協同の理念、意義、管理、経営、
労働、会計、法制、税制等をテーマにしていま
す。
現在、３００を超える団体、医療関係者、学者

などが加入し、海外調査、公開研究会や機関誌、
研究所ニュースの発行や書籍の出版、研究助成
の公募などを行っています。

※３８ ２０２５年医療・介護グランドデザ
イン

政府、厚労省が医療・介護の機能再編に向け、

５０ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）
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２０２５年頃までのサービス需給状況、必要な費用
やマンパワーについて推計し改革の方向性を示
したもの。「社会保障・税一体改革」のなかで
構想されています。医療・介護提供体制を「施
設から地域へ」「医療から介護へ」と転換させ
ていく構想といえます。
２０１２年の診療報酬・介護報酬同時改定と２０１３
年第２次地域医療計画からスタートし、必要な
法的整備をして、２０２５年に向けて完成させると
しています。病院・病床の機能分化（一般病床
を「高度急性期」「一般急性期」「亜急性期・回
復期」の３つに機能分化・類型化、平均在院日
数短縮と病床数削減）、在宅医療の強化・地域
包括ケアシステムの確立、人的パワーの確保と
専門職種間の協働・役割分担の３つが主な柱で
す。
超高齢社会に必要な今日的な課題を提起して

いる側面をもちつつも、本質的には新自由主義
的な改革で、理念・サービス・財源など公的医
療介護制度の変質・解体につながる危険があり
ます。私たちも批判にとどまるだけでなく、
「２０２５年」の医療・介護提供体制をどのように
していくのか、特にその「３つの柱」について
の対案を示し、運動と実践を進めレベルアップ
していくことが求められています。

※３９ 医療活動の２つの柱

第３９期運動方針で提起した「総合的な医療の
質の向上」と「医療活動の８つの重点課題」を
「医療活動の２つの柱」と位置づけています。
「総合的な医療の質の向上（ＱＩ・医療安全

・倫理）」を中心に置き、貧困と健康格差・超
高齢社会に立ち向かい、地域医療を構築してい
く実践的医療課題として「８つの重点課題（①
ヘルスプロモーション・保健予防、②がん医療
も含む慢性疾患医療、③救急医療、④子どもを
産み育てる地域社会と、子どもの貧困の克服、
⑤リハビリ医療、⑥在宅医療、⑦チーム医療、
⑧地域医療の連携）」を位置づけています。
これは、すべての事業所で実践・発展させる

課題であり、「８つの重点課題」は、徹底した
地域医療分析を前提に、各県連・法人での中長
期的な戦略的策定の課題・水準を提起していま
す。

※４０ 健康権

健康権とは、ＷＨＯ憲章前文や世界人権宣言
に明文化されている「到達可能な最高水準の身
体的及び精神的健康を享受する権利」の略称で
あり、多くの主要な国際人権条約に規定された
人権の１つです。日本も健康権を規定した国際
人権条約を批准しています。
「到達可能な最高水準の健康」という考えは、

単に「健康である権利」ではなく、「最高水準
の健康の実現のために必要な様々な施設、物資、
サービス、条件、教育及び情報を享受する権利」
と解釈されます。健康権はヘルスケアに対する
権利だけでなく、安全な飲み水、十分な衛生、
安全な食料、栄養及び住居の十分な供給、健康
的な職業及び環境条件、並びに健康に関する教
育及び情報へのアクセスのような、健康の基礎
となる前提条件に対しても及ぶ包括的な権利で
す。
そうした広範な内容をもつ健康権を保障する

ために、国家には多くの義務が課せられていま
す。特に、傷つきやすい人や社会の周辺に追い
やられた人たちのために、差別なくアクセスす
る権利を保障することを健康権の中核的内容の
１つとしています。さらに、健康権の実現には、
健康に関連する全ての意思決定に人々の参加が
保障されることが不可欠であり、「説明責任」
「透明性」が確保されることが重要とされてい
ます。
また、健康権保障のあり方には、裁判等の司

法救済による「司法アプローチ」と、健康権を
政策プロセスに組み込んで、政策的に促進して
いく「政策アプローチ」があります。

※４１ ヘルスプロモーション

ＷＨＯ（世界保健機関）が、１９８６年のオタワ
憲章において提唱した２１世紀の健康戦略。「自
分自身の健康をコントロールし改善していくと
ともに、これらの諸要因、健康のための基本的
条件ないし資源をコントロールし、改善してい
くこと」と定義されています。
健康教育や生活改善等を通じて、個人が自分

の健康を自分で管理するという個人的側面が強
調される健康の自己責任論に対し、ヘルスプロ
モーションは個人的な側面とともに、健康に影

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ５１
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響を与える環境を改善するという社会的側面が
強調されており、環境の改善を伴うアクション
を含んでいます。
とりわけ、ヘルスプロモーション活動は、現

在の健康格差を少なくすることや、すべての人
びとが自分の健康の潜在能力を十分に発揮でき
るような平等な機会と資源を確保することを目
的としています。また、コミュニティー�地域
社会が実質的に健康増進の基本単位となるべき
とし、コミュニティーに権限と財源を分配すべ
きであると強調しています。端的にいえば、「健
康権推進活動」と解釈できます。

※４２ ノンテクニカルスキル

人間には認知能力の限界や心理的プレッシャ
ーの影響など人間としての特性（ヒューマンフ
ァクター）が存在するため、専門的な知識や技
術（テクニカルスキル）のみでは安全に業務を
完遂できるとは限りません。近年、安全管理を
進める上で、テクニカルスキルを補完し安全で
効率よく業務をこなすために、ノンテクニカル
スキルといわれる技能の重要性が強調されるよ
うになりました。
ノンテクニカルスキルには「状況認識」、「意

思決定」、「コミュニケーション」、「チームワー
ク」、「リーダーシップ」、「ストレス管理」、「疲
労への対処」の７つの大きな柱があるとされて
います。
日本医療機能評価機構の医療事故情報収集・

分析・提供事業の２００９年医療事故報告によると、
「知識が不足していた」「技術・手技が未熟だ
った」「教育・訓練に問題があった」などのテ
クニカルスキルが発生要因とされたものは
１２．９％であったのに対し、「確認・観察を怠っ
た」「判断を誤った」「通常とは異なる身体的・
心理的条件下にあった」「連携ができていなか
った」「勤務状況が繁忙だった」などのノンテ
クニカルスキルが発生要因とされたものは
６９．２％を占めています。

※４３ ＨＰＨ（Health Promoting
Hospitals ＆ Health Serv-
ices）

ＨＰＨとは、一般的には、「健康増進活動拠
点病院」といわれていますが、正確には、診療

所や介護事業所も含みます。
世界中で健康格差が深刻な社会問題となり、

健康格差対策は、ＥＵや国レベルの対策ととも
に、地域では、行政、労働組合、学校、ＮＰＯ
等が連帯し協力して進められています。病院の
伝統的な役割は治療でしたが、それに加え、地
域社会の一員として健康的な地域づくりにも貢
献することが求められています。
ＨＰＨはＷＨＯが提唱したもので、住民が健

康に働き暮らすことが可能な支援的環境づくり
を、病院の使命と自認する病院です。まさに民
医連の病院・事業所といえます。ＨＰＨは２０１０
年３月時点で４１カ国、地域の７７７施設が加入す
る世界的ネットワークへと急速に発展していま
す。
アジアでは、台湾、シンガポール、タイ、日

本、韓国に加入施設があります。国内では２００８
年に千鳥橋病院が第１号となり、最近、東京健
生病院、大泉生協病院が加入しました。３施設
以上だと日本支部が形成され、“HPH Japan Net-
work”を作ることができます。
千鳥橋病院では、患者・職員・地域住民を対

象に次の３つの健康実践を総合的にとりくんで
います。①患者の健康実践として「慢性疾患患
者への包括的な禁煙アプローチ」、②職員の健
康実践として「職員参加型の職場メンタルヘル
ス対策」、③地域の健康実践として「近隣学校
と協力した子どもの虫歯予防教育」です。さら
に、全職場参加型の活動として「１職場１ＨＰ
Ｈの実践」の具体化を開始しています。このよ
うな考え方や実践からすると、ＨＰＨとは、「健
康権推進拠点病院」と表現する方が適切です。

※４４ 高齢者の終末期ケアの質を高め
る四条件

日本福祉大学終末期ケア研究会がまとめたも
の。「質の高い終末期ケアの４条件」は、どこ
で最期を迎えたかという場所に着目するのでは
なく、どのようなチームで、どう看取ったかと
いうプロセスに着目しました。
①本人や家族の明確な意思表示、②ケアを支

える介護力やサポート、③終末期ケアを支える
医学・医療的ケア、④本人や家族の願いを実現
するために利用できる資源を結びつけるケアマ
ネジメントを「質の高い終末期ケア」実践の４

５２ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）
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条件（課題）としています。「臨床倫理４分割
法」と同様に「終末期ケア４分割法」として積
極的な活用・運用が期待されます。

※４５ ＤＰＣ制度（ＤＰＣ・ＰＤＰＳ）

「ＤＰＣ」の呼称については、①診断群分類
に基づく１日当たり定額報酬算定制度を意味す
る場合（正確には包括部分と出来高部分で構成
されている）と、②患者分類として診断群分類
を意味する場合とが混在し、両者の使い分けを
明確にしました。本来、ＤＰＣ（Diagnosis Pro-
cedure Combination）は②の意味で作られた略
称であり、支払制度の意味は含まれていません。
このため、支払制度としてのＤＰＣ制度の略称
についてはＤＰＣ・ＰＤＰＳ（Diagnosis Proce-
dure Combination／Per−Diem Payment System）
とすることで、２０１０年１２月１６日のＤＰＣ評価分
科会において整理されました。
１１年４月現在、ＤＰＣ病院は１，４４９、準備病
院は２０１。病床数は４６万９，３２９で、一般病床の
５１．７％を占めています。

※４６ 国保法四四条

国民健康保険法第４４条は、「保険者（自治体）
は、特別の理由がある被保険者で、一部負担金
を支払うことが困難であると認められるものに
対し、一部負担金を減額、支払免除、猶予する
ことができる」と定めています。
しかし、国による統一的な運用基準がなく、

自治体が減免分を全額負担する必要があるため、
実施・適用している自治体は一部に限られてい
ます。低所得を理由とする減免の判定基準を持
つ自治体でも、実施・適用がゼロという自治体
もあります。すべての自治体にこの制度を活用
させ、国保患者の窓口負担を軽減させる運動が
必要です。

※４７ 全国革新懇

「国民が主人公」の日本をめざして、政治革
新のために、思想や信条の違いをこえて共同す
る団体として１９８１年に誕生しました。
誕生以来、平和・民主主義・生活向上の３つ

の共同目標（①日本の経済を国民本位に転換し、
暮らしが豊かになる日本をめざす、②日本国憲
法を生かし、自由と人権、民主主義が発展する

日本をめざす、③日米安保条約をなくし、非核
・非同盟・中立の平和な日本をめざす）にもと
づく政治革新と、その国民多数派の形成をめざ
しています。
無党派や保守の人も大勢参加し、構成員は４５０

万人を数え、草の根からの政治革新運動の発展
に寄与しています。

※４８ 第１１回共同組織活動交流集会

全日本民医連と共同組織全国連絡会（各県連
の共同組織から委員が選出され、全国交流集会
の企画、運営を行う）が共催し、組織形態の違
いを超えて、全国の共同組織が一堂に集い、活
動を交流する場です。
１９９１年２月に開催された「基盤となる組織活
動交流集会」以後、２年ごとに開催されてきま
した。２０１０年６月２１～２２日に長崎で開催された
第１０回共同組織活動交流集会は、「なくそう核
兵器 守ろう平和と人権 今こそ日本の医療と
介護の再生を」をテーマに、全国から１，４９８人
が参加し、２６２演題が報告されました。
第１１回交流集会は、当初２０１１年９月に開催予

定でしたが、東日本大震災の影響で２０１２年９月
（岩手県花巻市）に延期されました。

※４９ 民医連の介護・福祉の理念「改
定案」

私たちは、民医連綱領を実現し、日本国憲法
が輝く社会をつくるために、地域に生きる利用
者に寄り添い、その生活の再生と創造、継続を
めざし、「３つの視点」と「５つの目標」を掲
げ、共同組織とともにとりくみます。
３つの視点
一 利用者のおかれている実態と生活要求か

ら出発します
二 利用者と介護者、専門職、地域との共同

のいとなみの視点をつらぬきます
三 利用者の生活と権利を守るために実践し、

ともにたたかいます
５つの目標
一（無差別・平等の追求）
人が人であることの尊厳と人権を何よりも大

切にし、それを守り抜く無差別・平等の実践を
すすめます
二（個別性の追求）

月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月） ５３
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を尊重した実践をすすめます
三（総合性の追求）
生活を丸ごととらえ、生きることそのものを

総合的にささえる実践をすすめます
四（専門性と科学性の追求）
安全・安心を追求し、専門性と科学的な根拠

に裏打ちされた質の高い実践をすすめます
五（まちづくりの追求）
地域に根ざし、連携をひろげ、誰もが、最後

まで安心して住み続けられるまちづくりをすす
めます

※５０ ＳＷＯＴ分析

経営分析手法の１つ。強み（Strength）、弱み
（Weakness）、機会（Opportunity）、脅威（Threat）
の頭文字からＳＷＯＴ（スウォット）と言いま
す。事業方針や経営計画を策定するために、内
部環境（経営資源）を強み（Ｓ）と弱み（Ｗ）
から、外部環境（経営を取り巻く環境）を機会
（Ｏ）と脅威（Ｔ）から分析する方法です。

５４ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）



全日本民医連組織概況　１６年間の推移

＊事業所数は毎年１月末現在加盟数
＊職員数は前年の４月１日現在、０４年調査からは前年１０月１日時点

カッコ内は対前年差

常勤換算職員数その他事業所歯科施設医科診療所病院

４１,２８５１９５７９３６７１５５１９９６年

４４,６５４（＋３,３６９）４１１（＋２１６）８２（＋３）４０８（＋４１）１５４（－１）１９９８年

４７,９４３（＋３,２８９）６６４（＋２５３）９５（＋１３）４６１（＋５３）１５３（－１）２０００年

５２,２６４（＋４,３２１）８０３（＋１３９）１０７（＋１２）４８１（＋２０）１５４（＋１）２００２年

５６,７７３（＋４,５０９）９０８（＋１０５）１１１（＋４）５１１（＋３０）１５２（－２）２００４年

６２,２８７（＋５,５１４）９７７（＋６９）１１６（＋５）５２２（＋１１）１５４（＋２）２００６年

６５,１０１（＋２,８１４）１,０００（＋２３）１１１（－５）５２３（＋１）１５１（－３）２００８年

６７,７５４（＋２,６５３）１,０１８（＋１８）１１１（±０）５２５（＋２）１４７（－４）２０１０年

７３,７０３（＋５,９４９）１,０４１（＋２３）１１３（＋２）５２０（－５）１４３（－４）２０１１年
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共同組織構成員の推移
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運運動動方方針針にに関関すするる資資料料
※資料の表中に「福岡」と記してある箇所は「福岡・佐賀」、
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＊～90年は「民医連現勢調査」、95年以降は「経営実態調査」より
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黒字・赤字法人分類別推移
＊年度途中開業・規模変更法人を含む

合計Ｅ法人Ｄ法人Ｃ法人Ｂ法人Ａ法人年度
１２２３２１８４１７５１１９９９

黒
字
法
人
数 

１３０２８２２４２３５３２０００
１３２３３２２３２１５３２００１
１３０２９２３４２１５３２００２
１２４２７２３６１９４９２００３
１２７２６２４４１９５４２００４
１１９２８１９３２０４９２００５
１１６３２２１３１７４３２００６
１０８２５１１４１９４９２００７
１０７２０１８２２１４６２００８
１３１２７２０３２７５４２００９
１３３２７２０２２４６０２０１０
４７１２１１１１３１０１９９９

赤
字
法
人
数 

２９６６１８８２０００
３０４７２７１０２００１
３４９７２６１０２００２
３６７８０７１４２００３
３３１０４２８９２００４
４４１１１０３７１３２００５
４７６７３１２１９２００６
５４１２１７２１０１３２００７
５５１７１０４８１６２００８
２９１０８１２８２００９
２６１１８１３３２０１０
７２.２７２.７６２.１８０.０５６.７８３.６１９９９

黒
字
法
人
率　

（％）

８１.８８２.４７８.６８０.０７４.２８６.９２０００
８１.５８９.２７５.９６０.０７５.０８４.１２００１
７９.３７６.３７６.７６６.７７７.８８４.１２００２
７７.５７９.４７４.２１００.０７３.１７７.８２００３
７９.４７２.２８５.７６６.７７０.４８５.７２００４
７３.０７１.８６５.５５０.０７４.１７９.０２００５
７１.２８４.２７５.０５０.０５８.６６９.４２００６
６６.７６７.６３９.３６６.７６５.５７９.０２００７
６６.０５４.１６４.３３３.３７２.４７４.２２００８
８１.９７３.０７１.４７５.０９３.１８７.１２００９
８３.６７１.１７１.４６６.７８８.９９５.２２０１０

５６ 月刊民医連資料 別冊（２０１２年４月）



黒字法人比率12年間の推移（医科法人全体）

黒
字
法
人
比
率（
％
）

※2010年度全日本民医連経営実態調査より
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①構成員現勢は２０１１年１２月末現在の数字。月次報告から作成。②「いつでも元気」は２０１２年２月号（２０１２年１月１２日締）の数字。保健医療研究所への増減報告書から作成共同組織関係資料
参考指標『いつでも元気』仲間ふやしと構成員現勢

県連名 職員一人あたり部数最新号２０１０年１月１２日〆２年前現 勢（２０１１
年１２月末）

今年度累計増減（１１年４月～１２月）２０１１年度末
到達目標

２０１１年度
拡大目標単位 対比正職員数増減２０１２年２月号２０１０年２月号純増減数拡大数

１.９ ３,８２８３８１７,２５０６,８６９ ２６１,５５１△４,５４０１１,７０９７,１６９人北海道
０.５ １,３９６８１７２９６４８ １１７,２４７１,５０６１,６８６３,１９２６,２００ 人青　森
１.０ ２２１４０２１５１７５ ２９,８８２５７０３０４８７４３０,３１２ １,０００ 世岩　手
１.９ １,５０６△１２０２,８６３２,９８３ ４６,２２９△４３８２,３７９１,９４１５０,０００ １,０００ 両宮　城
０.２ １,０６５△２９２３９２６８ ７,５８８△４７１６０４１３３８,５２９ ２９４ 人秋　田
０.９ １,３９４３８１,２７７１,２３９ ６６,２８１１,０５５１,４９１２,５４６人山　形
０.３ １,０３０３２９３２９０ ８４,４０１△３６４３,６０７３,２４３８８,８４５ ６,３１２ 人福　島
１.０ ３０５△１５３１２３２７ ２０,６２９１２９２２３３５２８００ 両茨　城
０.８ ７５４５７５３ １２,５８５２２５１４５３７０１３,３６０ １,０００ 人栃　木
０.４ １,３３５△４５７７５８１ １０８,３６５１,２３２１,５１７２,７４９１１１,８６７ ５,１３４ 両群　馬
０.５ １,２６５５１６３８５８７ ２３４,４８９４,１２５２,６５５６,７８０９,７２０ 世埼　玉
２.５ ９２１７２２,２６５２,１９３ ４４,２４９６,８９５２,４１５９,３１０両千　葉
０.９ ６,５６４１５５５,７５６５,６０１ ２４１,９５０５９２８,６７８９,２７０両東　京
０.９ １,６４９３３１,５３８１,５０５ １４２,５１６２,７１５２,０３３４,７４８８,９５０ 両神奈川
０.６ １,０７６２６６６１６３５ ３４,１５０７７５６２５１,４００３５,１７５ １,８００ 世新　潟
０.８ ４７６△９３７２３８１ ２５,８７５２３９８０６１,０４５２７,１３６ １,５００ 両富　山
２.１ ９７７０２,０３９２,０３９ ５１,３２５２,１８０１,０１６３,１９６５０,０００ ２,０００ 人石　川
１.１ ２５９２７２７９２５２ ２０,１７６２８５１２２４０７２０,９０５ １,０１４ 人福　井
１.２ １,１０２△２１１,２７３１,２９４ １９,６１３５８７４４８０２両山　梨
１.０ ２,４６２１１５２,５２４２,４０９ １３６,０３３４,０６１２,９５７７,０１８１３５,０００ 両長　野
２.３ ３２４５３７３６６８３ １４,９４２４４０１６９６０９世岐　阜
３.７ ２３９２１８８４８６３ １２,８６３３３９３２５６６４１３,７００ １,４５０ 両静　岡
０.５ ２,１６５６７１,０８４１,０１７ １７５,４８５４,２３０１３０４,３６０世愛　知
０.６ ３２１△９１９１２００ ４２,２０６△５２０１,１７４６５４４４,２２６ １,５００ 両三　重
４.４ １２５３９５４７５０８ ８,７４０７３８１８３９２１１０,０００ ２,０００ 両滋　賀
２.２ １,９３０△１８４,３３４４,３５２ ５６,１１１１６７１,９７８２,１４５３,３０５ 両京　都
１.１ ２,５８９△１０９２,９３４３,０４３ ３１５,１４３７,８６２４,３１３１２,１７５３２５,０００ １６,０００ 両大　阪
０.８ １,５８４１３５１,２０４１,０６９ １６４,６３４４,２５８２,３７４６,６３２１６５,０００ ９,０００ 両兵　庫
１.１ １,２２８７３１,３６５１,２９２ ３７,８６６１,１１２８２８１,９４０３８,６６２ ３,０００ 人奈　良
０.５ ３２４△３１４９１５２ ２４,７５０４０６３４０７４６人和歌山
０.６ ５８６８３５７３４９ ４６,４０９９０６５７１１,４７７４９,４５３ ３,９５０ 人鳥　取
０.３ １,０６７１４２９５２８１ ５４,７２７１,２０９１,１２０２,３２９５７,９５５ ４,４３７ 人島　根
０.５ ２,０７３△９１,０１５１,０２４ １３６,２０７３,２３９２,４６８５,７０７人岡　山
０.３ ９４６△６３１２３１８ ９８,１３４２,１０２１,６１６３,７１８１０２,１２９ ６,１００ 人広　島
０.７ ２４５１０１７０１６０ １７,０４３３７９３１０６８９１,８００ 人山　口
０.６ ３９６７５２３２１５７ ４２,７４９９４５５３４１,４７９４４,８０４ ３,０００ 人徳　島
０.４ ５２５１３１９２１７９ ４４,０４５１,４０２２４４１,６４６４５,１２３ ２,５００ 世香　川
０.９ ３１０８９２８２１９３ ４３,２６８２,０７１６３４２,７０５４３,１９７ ４,０００ 人愛　媛
０.７ ２１５３１１５２１２１ ５３,８４９４１９４９９９１８５５,４３０ ２,０００ 両高　知
１.５ ３,４３１△６４５,２１１５,２７５ ８７,７５２３,４４９１,１９２４,６４１９１,１８７ ６,９８２ 世福岡・佐賀
１.７ ３９１５４６５８６０４ １４,５４９５６８５４６２２１４,７８７ ８２１ 人長　崎
２.５ ６１３８６１,５４３１,４５７ ２２,９２８△１９２６７７４８５２４,０２０ ９００ 世熊　本
０.８ ２５２２４１９２１６８ ２４,４８９１,０３２４１０１,４４２２５,４５７ ２,０００ 人大　分
１.５ ２２１５５３３０２７５ ４６,２９８１３８１,６２６１,７６４人宮　崎
１.０ １,１７４３６１,１３４１,０９８ １５１,９６４２,８７１２,７２０５,５９１１５５,８９３ ６,８００ 世鹿児島
０.５ ９５２４７４７６４２９ ７５,９９７２,６８７４１９３,１０６７４,０３０ ４,０００ 世沖　縄
１.１ ５３,１３２１,５４０５７,１３６ ５５,５９６ ３,５１８,２８２５８,１９５７２,６２４１２７,８６１１,９５１,１８２ １３２,２６９ 

△１５２６５ ２８０ 個人購読→
１.１ ５３,１３２ １,５２５５７,４０１ ５５,８７６ 合計部数→

（職員数は２０１１年１０月１日現在）

（年間拡大目標数・到達数は、県連としては数値目標を持っていないところ、あるいは片
方だけ決めているところがあります。）
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共同組織構成員拡大・脱退数（１８年間の年次推移）
実増数脱退数加入数年度
１４９,９２１ ３７,８７５ １８７,７９６ ９４年
１２３,３９２ ４６,１７６ １６９,５６８ ９５年
１０９,２３５ ４９,４９２ １５８,７２７ ９６年
１０８,８２０ ７３,８０３ １８２,６２３ ９７年
１０２,００３ ５６,８７５ １５８,８７８ ９８年
９４,４５４ ５３,４５５ １４７,９０９ ９９年
１１５,４１９ ５９,２２２ １７４,６４１ ２０００年
１０２,４５９ ７２,５６１ １７５,０２０ ０１年
９４,６２１ ６３,５４６ １５８,１６７ ０２年
８０,０７５ ６５,０８５ １４５,１６０ ０３年
６２,２３６ ８７,６９６ １４９,９３２ ０４年
８８,３７８ ６５,０６４ １５３,４４２ ０５年
９８,３７７ ４５,０６４ １４３,４４１ ０６年
７７,４１４ ８７,２８２ １６４,６９６ ０７年
６７,６１７ １００,５１８ １６８,１３５ ０８年
５０,８５１ １０７,３２３ １５８,１７４ ０９年
５８,９３８ ９８,９５７ １５７,８９５ １０年
５８,１９５ ７２,６２４ １２７,８６１ １１年１２月末

『いつでも元気』部数　創刊からの推移
活動交流集会到達部数年間実増

５０００部発行１９９１年１２月号創刊号
２５,５７５ ９７年２月号

第４回集会／福岡３１,６１７ ６,０４２ ９８年２月号
３３,７８３ ２,１６６ ９９年２月号

第５回集会／北海道４０,２４６ ６,４６３ ００年２月号
４２,６９８ ２,４５２ ０１年２月号

第６回集会／石川４５,７５７ ３,０５９ ０２年２月号
４７,１１９ １,３６２ ０３年２月号

第７回集会／東京５０,７７１ ３,６５２ ０４年２月号
５２,１０４ １,３３３ ０５年２月号

第８回集会／岡山５２,８３０ ７２６ ０６年２月号
５３,３３３ ５０３ ０７年２月号

第９回集会／長野５３,９４５ ６１２ ０８年２月号
５４,９１２ ９６７ ０９年２月号

第１０回集会／長崎５５,８７６ ９６４ １０年２月号
５６,９６１ １,０８５ １１年２月号
５７,４０１ ４４０ １２年２月号

介護収益／事業収益比推移（医科法人）

※民医連「経営実態調査」より。Ａ～Ｅ法人は民医連内で使用する医科の法人分類で、病院数・病床数・診療
所数によって区分。Ａは１５０床以上の病院を含む法人、Ｂは１５０床未満の病院を含む法人、Ｃは単独病院
を有する法人、Ｄは複数の診療所を有する法人、Ｅは単独診療所の法人 

２０１０年２００９年２００８年２００７年２００６年２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年

１１.５１１.６１１.３１１.０１１.３１１.３１１.８１１.２１０.３８.６７.４Ａ法人

１９.９２０.１１９.３１９.１１９.３１６.６１５.２１４.７１２.９１１.０１０.３Ｂ法人

１６.５１６.３１７.３１６.８１５.８１６.７１７.７１３.７１２.０９.８７.９Ｃ法人

３７.２３４.７３３.８３２.７３２.３３３.４３３.６３０.５２６.９２３.１１９.４Ｄ法人

３６.８３６.８３５.９３４.８３４.４３３.５３２.０２８.１２５.１２２.０１９.７Ｅ法人

１４.０１４.０１３.７１３.３１３.５１３.３１３.３１２.６１１.５９.８８.３計

単位：％
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介護保険・指定事業所数

※「事業基本調査」より

２０１１年４月２０１０年４月
利用者数事業所数利用者数事業所数

６,９３４２６２６,６６３２６２介護予防訪問介護
１６,３５６２７１１６,６７７２７３訪問介護
２３,２９０２７１２３,３４０２７３訪問介護

１７０７介護予防訪問入浴
２３３８２０７８訪問入浴
２３４８２０７８訪問入浴
１,２５８２９７１,３３８３０２介護予防訪問看護
１６,９０２３１５１７,６３１３２８訪問看護（介護保険）
１８,１６０３１５１８,９６９３２８訪問看護
１９２７２１５８７０介護予防訪問リハ
２,１４３９１１,９６０８９訪問リハ
２,３３５９１２,１１８８９訪問リハ
４４,０１９６８５４４,６３４６９８■訪問系サービス合計
２,８１３２６２２,６０６２５１介護予防通所介護
１２,５３９２７１１１,７５０２６６通所介護
１５,３５２２７１１４,３５６２６６通所介護
２,６８４２０９２,５５９２０４介護予防通所リハ
１２,２３１２１４１２,７３４２２０通所リハ
１４,９１５２１４１５,２９３２２０通所リハ

００００療養通所介護
３０,２６７４８５２９,６４９４８６■通所系サービス合計
２３２２２４２０介護予防短期入所生活介護（併設型事業所）

１,３０２２８１,２３８２７短期入所生活介護（併設型事業所）
９９１９１１２１７介護予防短期入所生活介護（単独型事業所）

１,３８１２１１,３３６１９短期入所生活介護（単独型事業所）
２,８０５４９２,７１０４６短期入所生活介護
２１４５２９４６介護予防短期入所療養介護

１,４１１４８１,４５８４８短期入所療養介護
１,４３２４８１,４８７４８短期入所療養介護
４,２３７９７４,１９７９４■短期入所サービス合計
１２４１２３介護予防特定施設入居者生活介護
１４０６１２４６特定施設入居者生活介護
１５２６１３６６特定施設入居者生活介護
７４４４４６５０４７介護予防福祉用具貸与
８,５４３７６７,４５１６９福祉用具貸与
９,２８７７６８,１０１６９福祉用具貸与
８７,９６２１,３４９８６,７１７１,３５３○居宅サービス合計
７,５５３５９７,０１９５６介護予防支援事業（地域包括作成分）
４７,２３０４６８４６,８０８４８３居宅介護支援事業
３,５５７３,４４４〃　　受託予防ケアプラン　
２６,５３２１７７２２,６０３１４８（＊再掲：特定事業所加算算定分）
５８,３４０５２７５７,２７１５３９○介護予防・居宅介護支援合計
１,１０５１８１,０９３１７老人福祉施設
３,２７５４４３,２５９４３老人保健施設
１９８６２２８８介護療養型医療施設
４,５７８６８４,５８０６８○施設合計
３２１１２１夜間対応型訪問介護
１３４６１８４２介護予防認知症対応型通所介護

１,２１５６６１,２４２５９認知症対応型通所介護
１,２２８６６１,２６０５９認知症対応型通所介護
４０２９３１２４介護予防小規模多機能型居宅介護
６２５３５４２８２８小規模多機能型居宅介護
６６５３５４５９２８小規模多機能居宅介護
３３６２２９介護予防認知症対応型共同生活介護
６５２５４５９５４８認知症対応型共同生活介護
６５５５４５９７４８認知症対応型共同生活介護
２９１２９１地域密着型特定施設入居者生活介護
２８１２９１地域密着型介護福祉施設

２,６３７１５８２,３８６１３８○地域密着型サービス合計
１５３,５１７２,１０２１５０,９５４２,０９８総　　　計
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無料低額診療事業実施事業所数

合計老健
施設

歯科
診療所診療所病院県連名

３１２２１８北海道

１３９４青 森

２１１岩 手

５１４宮 城

秋 田

６１１４山 形

２１１福 島

１１茨 城

栃 木

５４１群 馬

２１１埼 玉

１１９２千 葉

１１１２４４東 京

１６２１１３神奈川

１０３４３山 梨

７２５長 野

２１１新 潟

３２１富 山

３１２石 川

福 井

４３１岐 阜

４３１静 岡

１１愛 知

三 重

４１３滋 賀

３２２２６４京 都

１３２１８２大 阪

２４１２１８３兵 庫

１１奈 良

５４１和歌山

４１３岡 山

広 島

１１鳥 取

島 根

２１１山 口

１１徳 島

１１香 川

２２愛 媛

１１高 知

２５２１６７福岡・
佐賀　

４３１長 崎

４２２熊 本

３１１１大 分

１１鹿児島

４３１宮 崎

６４２沖 縄

２７７１５１３１６７８２合 計

２０１２年１月１０日　現在

（看護師、保健師、助産師の合計）

新卒看護師受入数の推移
新卒看護師受入数

受入数（人）卒年
１,２４８１９９７年卒
１,１６８１９９８年卒
１,２０７１９９９年卒
１,１９３２０００年卒
１,０５１２００１年卒
　９５７２００２年卒
１,０４１２００３年卒
　９４３２００４年卒
　９７５２００５年卒
　９００２００６年卒
　８５８２００７年卒
　７７６２００８年卒
　８９２２００９年卒
　９２６２０１０年卒
　９５８２０１１年卒

医師受入数
新卒数／受入総数（人）年

１０１／１１３１９９８年
 ９４／１０７１９９９年
 ９６／１１４２０００年
１０２／１２２２００１年
１１０／１１８２００２年
 ９２／ ９８２００３年
１５５／１６４２００４年
１８３／１９７２００５年
１４３／１６１２００６年
１３３／１４６２００７年
１１８／１３５２００８年
１２７／１４３２００９年
１１７／１３２２０１０年
１１１／１２２２０１１年

新卒・初期研修医受入数の推移
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職種別職員数の推移
４年比較前回比較２０１１年

１０月１日現在
２００９年

１０月１日現在
２００７年

１０月１日現在職種
増減率増減数増減率増減数

９５.０△ １６４.３１００.７２１.０３,１２３.２３,１０２.２３,２８７.５正職員
医師

１３１.８２１２.６１１４.４１１１.０８８０.８７６９.８６６８.２非正職員
９８.８△ ３.８９４.７△ １７.５３１２.１３２９.６３１５.９正職員

歯科医師
１７９.３２６.５２２０.２３２.７５９.９２７.２３３.４非正職員
１０３.７９２.６１００.５１３.８２,６３０.６２,６１６.８２,５３８.０薬剤師
１５８.６１７４.７１１４.２５８.７４７３.０４１４.３２９８.３保健師

看護
１１０.５３４.３１０３.９１３.６３６０.３３４６.７３２６.０助産師
１０７.５１,４２２.８１０５.３１,０２４.５２０,３２３.８１９,２９９.３１８,９０１.０看護師
９３.２△ ２６１.７９５.５△ １７０.６３,５８６.３３,７５６.９３,８４８.０准看護師
１２３.７３１３.１１１２.０１７５.０１,６３４.１１,４５９.１１,３２１.０看護業務補助者
１６０.２３,０２９.９１３０.０１,８５９.０８,０６４.９６,２０５.９５,０３５.０介護福祉士

介護 ９５.４△ １４２.８９５.３△ １４８.０２,９８１.２３,１２９.２３,１２４.０ホームヘルパー
１１１.６２８９.１１０９.８２４９.９２,７８９.１２,５３９.２２,５００.０その他の介護職
１０６.０４１.７１０９.５６３.８７３７.９６７４.１６９６.２歯科衛生士

歯科 ９５.１△ ８.６９８.１△ ３.２１６８.７１７１.９１７７.３歯科技工士
１２４.０１８.６１４１.１２８.０９６.１６８.１７７.５歯科業務補助者
１０２.９２９.６１０２.７２７.６１,０４４.６１,０１７.０１,０１５.０診療放射線技師

放射線
１４２.８３.３１５２.６３.８１１.１７.３７.８診療Ｘ線技師
１０１.３２１.２１０２.０３１.４１,６０９.２１,５７７.８１,５８８.０臨床検査技師

検査
６９.５△ ４.０７４.６△ ３.１９.１１２.２１３.１衛生検査技師
１２２.７８７.５１１０.９４６.４４７２.７４２６.３３８５.２臨床工学技士
１７３.７９９６.３１３１.３５６０.３２,３４８.３１,７８８.０１,３５２.０理学療法士

リハビリ
１５８.３５８７.３１２４.２３１１.１１,５９５.３１,２８４.２１,００８.０作業療法士
１１６.８８.５９１.４△ ５.６５９.０６４.６５０.６視能訓練士
１９３.４２２３.２１４９.２１５２.３４６２.１３０９.８２３８.９言語聴覚士

１.０１００.００.０１.０１.００.０義肢装具士
７６.８△ １０.５９０.１△ ３.８３４.７３８.５４５.２マッサージ師
７７.７△ １７.４９１.８△ ５.５６０.８６６.２７８.２鍼灸師
１０８.７４９.０１０４.３２５.１６１４.５５８９.４５６５.５管理栄養士

栄養
１０５.２６.６１１２.７１５.１１３４.６１１９.５１２８.０栄養士
９９.３△ ７.５１０３.１３３.８１,１３１.５１,０９７.７１,１３９.０調理師
１１８.９１１６.８１０５.９４１.２７３５.８６９４.６６１９.０調理員
８０.０△ ７６.７９０.８△ ３１.０３０７.３３３８.３３８４.０その他の技術員
１２６.４１３９.４１１３.４７９.１６６７.７５８８.６５２８.３社会福祉士

ＳＷ １２６.９２６.６１２２.２２２.８１２５.５１０２.７９８.９精神保健福祉士
１０１.２３.２１１３.７３２.４２６９.６２３７.２２６６.４その他のＳＷ
１２６.３６３.２１３３.９７６.８３０３.３２２６.５２４０.１保育士
１１０.３１,１１６.２１０７.８８６６.７１１,９４７.７１１,０８１.０１０,８３１.６事務職員
１１５.４２０５.５９７.６△ ３８.３１,５３５.５１,５７３.８１,３３０.０その他の職員
１１３.３８,６４２.９１０８.１５,５５０.５７３,７０３.０６８,１５２.５６５,０６０.０合計
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２０１２年１月２１日民医連新聞号外 決定

P2三段目左から２行 　　この後に右記を補強

こうした国民の中にある「閉塞感」に乗じて橋下大阪
市長らによる「維新の会」が大きく勢力を伸ばしてい
ます。しかし、その主張は、民主主義や人権を全面
的に否定するものであり、きわめて危険な動きで

P2七段目左から９行 二七〇 二七七

P3一段目右から２４行 　　この後に右記を補強
また、全国各地でホームレス支援などが取り組まれ
ています。

P3一段目左から１３行
先頃、被災県である福島県知事は一八
歳までの医療費無料化を打ち出しまし
た。

先頃、福島県が国に要望した一八歳までの医療費
無料化を国は拒否しました。県知事は県民の健康
を守るために県単独事業として行う方針を打ち出し
ました。全日本民医連はこの決断を支持するととも
に、国の制度として実現するよう運動を強めます。

P3二段目右から６行

青森・健生病院や長野・健和会病院で
は、徹底した地域医療分析を前提に医
療活動の展望と医師養成の戦略を確
立し、実践の中で多くの教訓を生み出し

削除

P3二段目左から１８行
昨年の交流集会では、指標の活用と改善
に結びつけた事例・実践が、一〇〇床規
模の病院からも報告されています。

削除

P3三段目右から９行・２２ 鹿児島はじめ、鹿児島のみならず 鹿児島、新潟はじめ　、　鹿児島、新潟のみならず

P3六段目右から５行
また、民医連が作成した動画も積極的
に活用されました。

削除

P3六段目左から４行 八年ぶり 九年ぶり

P3七段目右から６行
第八は、国際交流分野の前進です。引
き続き、キューバや韓国などとの

第八は、引き続き

P3七段目右から２１行 アフリカなど 削除

P3七段目左から１５行
現在、経済改革が進行中であり、今後
どのように変化していくか注目したいと
思います。

削除

P4六段目右から９行 　　この後に右記を補強
今後も困難な生活を余儀なくされている被災者のい
のちと健康、暮らしを守る活動に継続的に取り組み

P4七段目左から３行 贈呈や 寄贈や医療福祉生協連合会と共同して
P5二段目右から９行 自死 自殺

P6一段目右から２行
　　「調査～論証されれば」を削除し、右
記を修正・補強

調査し、研修条件が整っており、研修医が目標を達
成しているところは継続するとの方向性を打ち出し
ました。制度存続の可能性が広がり、今後の日本の
医師養成にも大きな影響を及ぼします。さらに大き
な運動で中小病院での臨床研修制度を守りぬきま

P6一段目右から７行

民医連の病院は一二病院が調査対象
となっており、「オール民医連」の立場で
民医連の臨研が継続できる条件を作る
と同時に、民医連以外の中小の臨研病
院が同じように継続できるように連携や
援助を強めていくことを重視します。

削除

P6一段目左から２０行 全国的に連携し専門性の獲得、 全国組織の強みを活かした
P6一段目左から１３行 　右記を挿入・補強 ことや過重労働の軽減策の具体化、医師の集団
P6二段目左から１４行 　右記を挿入・補強 それでも多くの医療機関が赤字です。医療経営が
P6三段目左から１８行 の五法人 、熊本・芳和会の六法人

P7一段目右から６行
中南米ではアメリカ合衆国の支配を断
ち切って民主的な政権づくりが前進し、

中南米ではいくつかの国でアメリカ合衆国の支配を
断ち切って左派政権が誕生し、

P7二段目右から８行
東京では毎週のように「素人の乱」など
による

全国各地で様々な

方針案を提起して以降の情勢の発展と、県連・事業所での議論、および第４０回総会での討論をふまえて、第４０期第２
回理事会で修正・補強を行って、第４０回定期総会運動方針とします。以下に主な修正部分を掲載します。

第４０回総会方針案の修正と補強



P7一段目左から１７行 二〇一〇年 二〇一一年（決定集未修正）
P7三段目右から１５行 七五％ 七四％

P8一段目左から２行
　　「この～適用されています。」を削除
し、右記を補強

また、後期高齢者医療制度は二〇一〇年度、保険
料が払えない滞納者が二八万五〇〇〇人にのぼ
り、うち年金などの差し押さえが一七九二人となって
います。しかし、今春、四三都道府県で大幅な値上
げが予定されており、あまりにも過酷なこの制度は
一刻も早く廃止するしかありません。

P8三段目右から１５行
しかも、消費税の大幅引き上げとセット
であり、実施されれば国民生活は極め
て深刻な事態となります。

削除

P8三段目右から２３行 　　右記を挿入・補強 想定し、今回の「一体改革」を打ち出しています。
P8四段目右から５行 　　右記を挿入・補強 生活保護では、老齢加算は廃止されたままです。ま

P8六段目左から１４行
このように社会保障の全面的な改悪が
目白押しです。

削除

P8七段目右から２５行
全日本民医連は、医療・介護再生のた
めに、診療報酬・介護報酬の大幅な
アップと改善を求めて運動を強めます。

全日本民医連は、他の関係団体にも呼びかけ医
療・介護再生のために、大幅な引き上げを求め、診
療報酬・介護報酬再改定の運動を強めます。

P9二段目左から６行 　　右記を挿入・補強

さらに、混合診療の全面解禁や医療特区などアメリ
カの株式会社による病院経営への参加が狙われて
います。国民皆保険制度を守るためにもＴＰＰ阻止
の運動を広げましょう。

P9五段目右から７行
それが新自由主義に基づく「構造改革」
の歴史です。

削除

P9七段目右から１３行
これをもっと法人税を下げろ、消費税を
上げろと主張しているのが、財界・大企
業です。

削除

P10一段目左から１４行
「市場にすべてを任せれば、すべてうま
くいく」、だから「企業を強くすることが国
の仕事」という

削除

P10二段目左から２行
起きました。犠牲者高齢者や障害者な
ど社会的弱者でした。また、

一万五〇〇〇人以上が亡くなられ、一年経ってもな
お、行方不明者が三〇〇〇人以上です。また、

P10三段目左から７行
子どもたちに「自衛隊さんありがとう」と
作文を書かせるようなことをやらせ、

削除

P10四段目左から１行
その一方で、日本経済の活性剤と称し
て「原発輸出」をおしすすめようとしてい
る国の姿勢に批判が集まっています。

削除

P10七段目左から４行
漏れ出せば、人類と地球の終焉ともい
える状況が出現します。

漏れ出せば、極めて深刻な事態となります。

P11二段目右から３行
「原発」問題は、社会のあり方を根本か
ら変える転機です。

削除

P11一段目左から３０行
医療や介護、教育、保育などを「市場原
理」に委ねるわけにはいきません。

削除

P11一段目左から１７行
世論は、政府高官らによる相次ぐ暴言
もあり「沸点」に達しています。

世論は変わっていません。

P11五段目左から１８行 　　右記を挿入・補強

地震と大津波と原発事故という人災から約一年が
経過しましたが、今なお困難な生活を余儀なくされ
ている人が数十万人と言われています。私たちは、
現地で奮闘している民医連の事業所や仲間への支
援を引き続き行っていきます。そして仮設住宅など
で生活されている人々の生活と健康を守り、孤独死
や関連死などが出ないように具体的な行動と国や
行政への運動を強めます。そして、

P12一段目右から２行 　　右記を挿入・補強
廃炉、原子力空母の横須賀からの撤退、原発再稼
働反対と

P12一段目左から１１行
医療法改定の法的整備など本格的に
着手しています。その「グランドデザイ

医療法改定の法的整備をすすめようとしています。
その柱である



P12二段目左から８行
県連・法人は、「二〇二五年県連・法人
戦略」、その要としての「医療活動と医
師養成の一体化、その戦略」について、

削除

P12三段目右から１行 １．世界の健康権実践に学び、とりくもう １．健康権を探求し、実践課題として取り組もう
P12五段目右から４行 国際人権条約に規定された人権の一つ 国際人権規約に規定された基本的人権の一つ

P12五段目右から２１行
　　「また、健康権の提起は～必要があ
ります。」を削除し、右記を挿入・補強

当然、健康を破壊する最大の要因である戦争や飢
餓の克服はその前提条件です。健康権の提起は、
「最も困難な人の最後のよりどころであり、すべての
人の人権を守る」という民医連の理念・歴史・実践と
共通するものです。相対的貧困が六人に一人など
「貧困と格差」の広がりは、多くの人々の生存・生活
と健康を脅かしています。朝日訴訟などを通じて勝
ち取った憲法二五条の生存権保障のために民医連
は全力を尽くすとともに、人びとの健康を脅かす社
会的決定要因の究明・克服とすべての人びとの健
康権保障の実践・運動を重ね深めていきましょう。さ
らに、健康権と切り離せない分野として、最大の環
境破壊である放射能汚染はもちろんとして、水俣
病、大気汚染、アスベスト、基地騒音など環境問題

P12五段目左から７行
　　「①健康の自己責任論に～五つが
あります。」を削除し、右記を挿入・補強

①国の政策の根底にある健康の自己責任論の対
抗軸としての健康権の位置づけ、②憲法一三条、二
五条と健康権の関係、③健康権の到達すべき具体
的な内容の提示、④綱領の実践に健康権を位置づ
ける意義、などがあります。

P12六段目右から１１行
　　「日本においても～奮闘しましょう。」
を削除し、右記を挿入・補強

健康権の主体は患者、国民であり、医療・介護職は
人権実現の重要な担い手という自覚が必要です。
そして、健康権保障の責任は国が負わなければな
りません。民医連はすべての国民の生存権を守る
活動に積極的に関わるとともに、健康権保障の担い
手として大いに奮闘しましょう。

P12七段目左から６行 大泉生協病院の三つ 大泉生協病院、みさと健和病院の四つ

P13二段目右から１１行
慢性疾患医療活動など「基本的な三つ
の視点」や

削除

P13四段目左から２行 パターナリズムを排し 削除

P13五段目右から１８行

　第六に、民医連がめざす医療活動を
前進させる上で、家庭医・総合医、専門
医のバランスのとれた養成とその日常
的な連携が重要です。医療部・医師部
と自主研究会、診療所委員会、家庭医
グループとの連携・協同をいっそうすす
めていきます。また、精神疾患の患者
数が三二三万人と最も多い疾患であ
り、第二期地域医療計画では、新たに
精神疾患が追加され「五疾患五事業」
になります。民医連としても住民の健康
に欠かせない精神保健医療活動の前
進とその連携を重視します。

第六に、住民の健康に欠かせない精神保健医療活
動の前進と連携を重視してゆきます。精神疾患の患
者数が 三二三万人と最も多い疾患であり、第二期
地域医療計画では、あらたに精神疾患が追加され
「五疾患五事業」になりました。貧困問題や労働環
境などの悪化がうつ病に大きく関与しています。自
殺予防も重要です。子どものこころの健康から高齢
者のうつ状態や認知症の問題まで、医療・介護の実
践全体にメンタルヘルスや精神疾患の理解と対応
が求められています。震災後・原発事故後のこころ
の健康への影響もみておく必要があります。自県連
に精神科のあるなしにかかわらず、民医連としても
この分野の活動をこれまで以上に重視してゆきま
す。
こうした、民医連がめざす医療活動を前進させる上
で、家庭医・総合医、専門医のバランスのとれた養
成とその日常的な連携が重要です。医療部・医師部
と自主研究会、診療所委員会、家庭医グループとの

P13七段目右から３行 　この後に右記を補強

診療所（有床診療所含む）は民医連運動の原点で
す。より地域に密着し、住民の生活を把握し、病院
や介護の事業をつなぐ役割があります。そうした役
割が果たせるよう、全国の経験の普及や交流の機
会として、全国、地協レベルでの会議の開催などを
企画し、診療所を担う医師養成にも積極的に取り組



P14一段目右から１２行
政府が構想する「自己責任」「市場化」
を土台とした、国にとって「安上がり」
な、困難層を排除する体系ではなく、

削除

P14一段目右から２４行 　　右記を挿入・補強
障がい者の人権を守る活動をすすめます。
新「再生プラン案」を携え、

P14一段目左から１２行 　　右記を挿入・補強
訪問看護や無料低額診療など、いつの時代にも住
民の切実な要求に基づいて民医連は時代を切り開
く先駆的課題に挑戦してきました。

P14二段目右から２５行 　　右記を挿入・補強
あらためて今後、実践的課題として提起します。法
人内ネットワークの強化と地域連携の

P14二段目左から７行 「小さいことはいいことだ」を合言葉に 利用者に寄り添った

P14四段目右から１０行 　　右記を挿入・補強
「たん吸引」行為が介護職に拡大されました。現実
的な対応をせざるを得ませんが、責任の所在や十
分な研修の保証などを含めた「たたかいと対応」を

P14三段目左から２２行

超高齢社会における地域歯科医療、共
同組織の中での（「八〇二〇」運動の達
成など）民医連歯科の役割は増してい
ます。

地域に根ざした歯科医療の推進、共同組織の中で
のハミガキセミプロづくり、「八〇二〇」運動など民医
連歯科の役割は増しています。さらに超高齢社会の
中で、医科・歯科や介護との連携を行っている民医
連歯科の特徴を伸ばしていくことが重要です。

P14五段目右から１５行 インプラントの 金属部分床義歯などの医行為の

P14七段目右から２３行 　　右記を挿入・修正・補強

自民・民主合わせても支持率は三割にとどまり、圧
倒的な国民は「政治には期待しているものの支持政
党なし」という状況です。国政進出を狙う大阪維新の
会の動きに対し、事実から出発し、学習し、具体的
なたたかいを強めることを重視します。前進も後退
もありうる「せめぎあい」の時代です。そうした時に、
職員、共同組織の中で学習を強め「本質を見抜く
力」を蓄え、「構造改悪」に反対し、憲法九条、二五
条を守る勢力が国政でも地方政治でも大きく前進で
きる状況を作り出しましょう。そのために運動や形態
も工夫を凝らし、より多くの職員や共同組織の仲間
が主体的に参加できる状況を作り出しましょう。

P14七段目左から１７行
（全国革新懇※４７）への参加や幅広い
人が登場する

（全国革新懇※４７）の役割が重要となっています。
保守系の人々はじめ多くの要求で一致する人が参
加する地域革新懇運動へのかかわりを強めること
や参加や幅広い人が登場する全国

P15三段目左から９行
（１）民医連の医師養成の深化・発展を
めざそう

（１）民医連の医師養成の発展をめざそう

P15五段目右から１３行

地方の大学を中心に医学部定員に「地
域枠」が設定・増員されています。民医
連の事業所が、積極的に手あげして、
これまでの実績を生かし、地域医療の
担い手づくりに意識的に関わりましょ

削除

P15六段目右から１８行
皆、「人権」「医療変革」を共通項とする
民医連の医師です。

削除

P15六段目右から３０行 労災・職業病、公害問題などの 労災・職業病、環境公害問題などの

P15七段目右から６行
国民の健康権保障とまちづくりに欠か
せない地域の総合的な保健・医療・介
護体制の形成と、それを担う

削除

P15七段目右から１８行 他の職種との共同で、
他の職種との共同で、地域とともに歩む医師として
育ち合いましょう。

P15七段目右から１８行

研修医を育てるしくみを確立しましょう。
また、全医師の日常活動と研修プログ
ラムの中に、在宅・往診活動、社会医学
の分野を積極的に位置づけ、矛盾の集
中点となっている地域、生活と労働の場
からの学びを強めましょう。

削除



P1６一段目右から２行 　　この後に右記を補強
集団づくりを重視しましょう。かつて民医連で研修や
働いたことのある医師を含め、既卒医師対策を重視
し、継続的に取り組みましょう。

P1６一段目左から２３行 知的敏感性 若者らしい感性

P1６二段目左から５行
医学部の定員増や地域枠医学生の増
加もふまえ、

削除

P1６五段目右から２５行 　　この後に右記を補強
二〇一二年九月三〇日～十月一日、徳島で開催予
定の第十一回全日本民医連看護介護活動研究交
流集会を成功させましょう。

P1６六段目右から２９行
医師研修を充実させる上でも、チーム
医療の担い手としても役割を発揮しま
しょう。

医療の質や医師研修を充実させる上でも、チーム
医療の担い手としても薬剤師の役割が増していま
す。保険薬局の非営利一般法人化への検討をすす

P1７一段目左から２２行 ＳＷは、
ＳＷは、貧困を可視化し、社会問題とすること、そし
て具体的な援助者を通じて、

P1７一段目左から１９行 などの分野も各専門性を発揮して
などの分野もＮＳＴなどチーム医療を担い療養指
導、食の安全、さらには被ばく問題や環境問題への
かかわりなど人権、健康権の守り手として、専門性

P1７一段目左から７行 　　ここに右記を挿入・補強

民医連に働く事務は一万一〇〇〇人を超え、全職
員の一六％を占めています。それは、あらゆる部面
で民医
連運動の推進力としての役割を期待されている反
映です。だからこそ、事務集団として成長をめざし、
また全

P1７二段目右から１行
民医連運動のコーディネーターとして
「政治性、実務力、組織力」

「実務力、政策力、組織力」

P1７二段目右から１４行 　　この後に右記を補強
各県連、法人では計画的な採用計画や養成方針を
持ちましょう。

P1７二段目右から１５行 ８．民医連運動を担う人づくり
８．民医連運動を担う人づくりと健康で働き続けられ
る職場づくり

P1７三段目右から１０行 　　ここに右記を挿入・補強
また、喫煙の健康への影響や施設内禁煙がすすむ
中、民医連職員の禁煙を促進しましょう。

P1７四段目右から３行 　　この後に右記を補強
そのためにも意識的に職責を育てる方針を持ちま
しょう。これらを踏まえて「全日本民医連の教育政
策」を作成していきます。

P1７六段目左から６行
民医連職員相互の助け合い事業を守る
ために現在とりくんでいる慰労会の組織
整備を成功させながら、

何よりも仲間を大切にする民医連組織として団結を
固め、


